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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）効率化目標の設定 

 

【中期目標】 

① 一般管理費 

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経

費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で１５％程度削減す

る。 

② 運営費交付金対象業務経費 

運営費交付金対象業務経費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減

する経費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で５％程度に

相当する額を削減する。 

【中期計画】 

① 一般管理費 

一般競争入札等の活用等により、業務運営の効率化を推進し、一般管理費のさらなる削減に努め

る。 

数値目標 

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経

費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で１５％程度に相当

する額を削減する。 

② 運営費交付金対象業務経費 

一般競争入札等の活用、単価の見直しや事業執行方法の改善等を通じて、業務運営の効率化を推

進し、運営費交付金対象業務経費の更なる削減に努める。 

数値目標 

運営費交付金対象業務経費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減

する経費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で５％程度に

相当する額を削減する。 

【年度計画】 

 中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度に比べ、一般管理費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）については１５％に相当す

る額を、運営費交付金対象業務経費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除く。）については５％程度に相当する額を削減するとの目標を達成するため、一般

競争入札等の活用、事業の見直しや事業執行方法の改善等により業務運営の効率化を推進する。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

業務運営の効率化を推進するために必要な事項を具体的目標として挙げたものである。 
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② 当該年度における取組  

（１）  一般管理費の削減 

一般管理費の効率化対象経費については、対平成１９年度比１８百万円（１６．８％）の減となった。 

 

（２）  運営費交付金対象業務経費の削減 

 平成２４年度事業の実施にあたっては、一層の一般競争入札の実施、随意契約件数の縮減を図る

等、効率化に努めた。 

 

 これらの結果として、運営費交付金対象業務経費は、対平成１９年度比７６百万円（１１．２％）の減

となった。 

 

数値目標の達成状況 

【一般管理費、運営費交付金対象業務経費の削減】 

 （単位：千円） 

区分 

平成２４年度 

計画額 

（Ａ） 

平成２４年度 

実績額（Ｂ） 

（括弧内は効率

化対象予算） 

増減額 

（Ｂ－Ａ） 

平成１９年度 

（括弧内は効率

化対象予算） 

対平成１９年度 

増減率 

（所要額を除く） 

一般管理費 ２５３，８０４ 
２２２，３２４ 

（８６，５０１） 
△３１，４８０ 

２８２，２８８ 

（１０４，０２１） 
△１６．８４％ 

運営費交付金 

対象業務経費 
７５２，８８０ 

７３９，４０５ 

（５９６，４７０） 
△１３，４７５ 

８３６，０３４ 

（６７２，０４１） 
△１１．２４％ 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）総人件費改革 

 

【中期目標】 

総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平

成１８年法律第４７号）等に基づく平成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減について、

引き続き着実に実施するとともに、役職員の給与に関し国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直

しを促進する。さらに「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議

決定）に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度まで継続するものとする。また、給与水準の適正

化について検証し、これを維持する合理的な理由がない場合には給与水準の適正化に取り組むとと

もに、その検証結果や取組状況を公表する。 

【中期計画】 

総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平

成１８年法律第４７号）等に基づく平成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減について、

引き続き着実に実施するとともに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年

７月７日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度まで継続するものとする。 

 また、機構の給与水準に関しては、国内事務所が東京のみであること、職員の学歴構成が高い

こと等の理由から、国家公務員に対する指数では１０５．３、東京都在勤の国家公務員に対する指数

では９３．８（指数はともに平成１８年度）となっているところであるが、引き続き、給与水準の適正化

について検証し、これを維持する合理的理由がない場合には給与水準の適正化に取り組むととも

に、その検証結果や取組状況を公表する。 

【年度計画】 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含めて役職員給与の適切性

を厳しく検証した上で、その適正化に取り組むとともに、その検証結果や取組状況について公表す

る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

行政改革の重要方針に掲げられた人件費削減について、引き続き着実に実施するとともに、給与水

準の適正化の取組を継続するものである。 

 

② 当該年度における取組   

人員の効率的運用等を講じたことに加え、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」

に基づく国家公務員の給与の見直しに関連した措置を実施した結果、平成２４年度の人件費は平成１７

年度比５．０％以上の削減目標を大きく超え、２３．３％を削減する結果となった。 
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【総人件費改革の取組状況】   

年度 
基準年度 

（平成１７年度） 
平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

給与、報酬

等支給総額 

（千円） 

１，１３２，５５９ １，１０７，４１４ １，０８７，５９１ １，０３５，１１６ ９４０，２２７ ９４３，７３９ ９０７，０２７ ８６７，７５６ 

人件費 

削減率 

（％） 

  △２．２％ △３．９％ △８．６％ △１６．９％ △１６．６％ △１９．９％ △２３．３％ 

注：金額については単位未満切り捨て、削減率については小数点第二位切り捨てとしている。 

 

 平成２４年度のラスパイレス指数（国家公務員と比較した給与水準）は１１３．９、東京都特別区在

勤の国家公務員との比較では９６．７となった。 

 

 当機構は地方組織が無く、職員の９割以上が大卒・大学院卒であるため、今後も地域・学歴を考慮

した東京都在勤の国家公務員との比較でラスパイレス指数が１００を上回ることのないよう、引き続

き適切な措置を講じていく。 

 

【ＪＮＴＯのラスパイレス指数推移】 

年度 対・国 
対・国 

（東京） 
対・国 

（学歴別） 

対・国 

（地域・学歴

別） 

対・独立行政

法人 

１５年度 １２５．９ － － － １１７．２ 

１６年度 １０９．６ ９８．０ １０３．８ ９３．１ １０２．６ 

１７年度 １０９．２ ９７．３ １０４．４ ９２．８ １０１．５ 

１８年度 １０５．３ ９３．８ １０１．７ ９０．４ ９７．８ 

１９年度 １０７．９ ９５．９ １０３．６ ９１．７ １００．６ 

２０年度 １０９．７ ９６．８ １０６．１ ９３．３ １０２．５ 

２１年度 １０７．７ ９４．５ １０３．８ ９０．７ １０１．１ 

２２年度 １０８．９ ９４．４ １０５．２ ９１．３ １０３．３ 

２３年度 １０５．０ ９０．８ １０１．４ ８７．８ ９９．４ 

２４年度 １１３．９ ９９．５ １１０．６ ９６．７ １０６．８ 

※ラスパイレス指数が算出されておらず、数字が入手できないものについては「－」とした。 

 

 役員報酬額の公表については、上記の措置状況やラスパイレス指数等を含め「役職員の報酬・給

与等の公表」として、平成２５年６月末にホームページ上で平成２４年度分を公表（予定）。 
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 また、報酬・給与への業務実績・勤務成績の反映方法として、役員報酬に関しては、期末特別手当

に対し国土交通省独立行政法人評価委員会が行う業績評価の結果を参考にして、役員の実績に

応じ決定した。職員に関しては、平成１６年度から導入した人事評価制度により、厳正な人事評価

を行い、評価結果を職員の昇給等の処遇に反映させた。 

 

 さらに、平成２４年度は、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に基づく国家公

務員の給与の見直しに関連して、以下の措置を実施した。 

【役員】 

・ 平成２４年４月から国家公務員に準じた率（俸給月額の削減率９．７７％）で、本来の支給額からの

減額を実施した（平成２６年３月まで）。 

・ 国の指定職俸給表の見直しに準拠して、平成２４年４月に俸給月額を０．５％引き下げた（平成２３

年４月分から平成２４年３月分については平成２４年６月の期末特別手当で調整）。 

【職員】 

・ 平成２４年７月から国家公務員に準じた率（平均７．８％削減）で、本来の支給額からの減額を実施

した（平成２６年６月まで）。 

・ 国の行政職俸給表（一）の見直しに準拠して、平成２４年４月に俸給月額を平均０．２３％引き下げ

た （平成２３年４月分から平成２４年３月分については平成２５年６月の期末手当で調整）。 

 

 決算監査により、「人件費抑制の取組」や「対国家公務員指数の推移」を含めた実績等について、

その適正性を検証した。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（３）組織体制の整備 

 

【中期目標】 

ビジット・ジャパン・キャンペーン実施本部事務局の機能を確実に承継し、組織の活性化を図るととも

に、事業の効率化や質の向上に努め、ビジット・ジャパン・キャンペーンに一層貢献する。 

また、組織の改変等により本部をスリム化するとともに、海外事務所へ経営資源を重点的に配分し、

海外事務所の組織体制を整備する。また、海外事務所については、事務所数や配置の適正性につい

て、市場の動向に即して不断の見直しを行う。 

【中期計画】 

機構の経営資源を海外宣伝事業に重点的に配分するとともに、各業務の連携が効率的に行えるよ

う、本部組織の改革を行う。具体的には事業を行う事業本部と企画・管理業務を行う企画本部の２本部

制とする。各本部の本部長は理事が務める。 

事業本部は海外宣伝事業を行う海外プロモーション部と国際会議等の誘致・開催支援業務を行うコン

ベンション誘致部の２部によって構成される。海外プロモーション部は、事業別の組織から市場別の組

織に再編するとともに、ビジット・ジャパン・キャンペーン事業を着実に推進していくためビジット・ジャパ

ン・キャンペーン実施本部事務局が発揮していた機能を承継する。ビジット・ジャパン・キャンペーン実施

本部事務局の機能を統合することで、機構のもつ様々な機能との相乗効果を発揮し、ビジット・ジャパ

ン・キャンペーン事業の効果的かつ効率的な実施に一層貢献し、これまで以上の実績を上げることを目

指す。 

企画本部には、機構全体の計画の策定・実行管理等を行う企画部と人事・総務・経理業務を担う総務

部を設置する。 

本部における業務運営の一層の効率化に努め、海外事務所へ経営資源を重点的に配分する。また、

海外事務所については、活動内容の実績や市場の将来性等について毎年度厳格に評価を行い、事務

所数や配置の適正性、予算や人員等の経営資源の配分等について、不断の見直しを行う。 

 

【年度計画】 

機構の経営資源を海外宣伝事業に重点的に配分するとともに、各業務の連携が効率的に行えるよ

う、平成２０年４月１日に、本部組織の改革を行ったところであるが、「観光立国推進基本計画」（平成２４

年３月３０日閣議決定）、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議

決定）等を踏まえ、第二期中期計画の趣旨を更に徹底するため、平成２４年４月に組織改正を行う。具

体的には、観光庁との役割分担の下、海外宣伝事業の実施に更に重点を置くとともに、地方公共団体・

経済界との連携等を強化するなど事業部門を強化するため、企画本部の下に置かれている総務部と企

画部を統合して経営戦略部を設置し、管理部門を一元化して海外事務所等に効率的・機動的に経営資

源の配分を行う体制を構築する。また、地方公共団体・経済界との連携等によるプロモーション体制の
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強化に取り組むため、事業連携推進部を新設することとし、これに伴い、企画本部と事業本部は廃止す

る。なお、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成２４年１月２０日閣議決定）に基づ

く措置状況等を踏まえ、必要に応じこれらの組織体制について見直しを行う。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

  「観光立国推進基本計画」（平成２４年３月３０日閣議決定）、「独立行政法人の事務・事業の見直しの

基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）等を踏まえ、第二期中期計画の趣旨を更に徹底するため、

本部組織の改編を実施する。また、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成２４年１

月２０日閣議決定）に基づく措置状況等を踏まえ、必要に応じこれらの組織体制について見直しを行う。 

 

② 当該年度における取組 

（１）  本部組織の改編 

 平成２４年４月１日に本部組織の改編を行い、管理部門を一元化し経営戦略部を設置するとともに、事

業連携推進部を新設した。 

 また、市場分析・マーケティング機能強化のために、海外マーケティング部に市場統括グループを、Ｗ

ＥＢサイト等プロモーションと観光案内におけるＩＣＴの活用を強化するため、観光情報戦略室をそれぞれ

設置した。 
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【平成２４年４月１日以降の本部組織体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）  海外事務所の事業・運営の検証制度の実施 

機構の重要な経営資源である海外事務所において、適正な事業実施や運営・管理を確保するととも

に、本部と海外事務所の連携強化を図るため、マーケット情報の収集・分析、事業成果、事務所の運営・

管理等について定量的・定性的にパフォーマンスを把握し、事業・運営の検証を行った（検証結果例に

ついては本報告書の８２ページ「参考資料２ 海外事務所の事業・運営 検証結果概要」に記載）。                            

 【参考資料１ 海外事務所の事業・運営 検証項目】 

【参考資料２ 海外事務所の事業・運営 検証結果概要】 

 

（３）  海外事務所の配置等の見直し 

訪日旅行市場の成長が著しいインドネシアのジャカルタに平成２５年度に新事務所を設置すべく、開

設準備を行った。 

理事長・理事

監事

総務広報グループ 総務、情報公開、国内広報

経営計画グループ 中期・年度計画、業績実績評価、規程管理

人事グループ 人事制度、給与、人材育成、福利厚生

財務グループ 予算、決算、契約

市場統括グループ

アジアグループ

欧米豪グループ

事業開発グループ 賛助団体・会員サービス、新規事業開発

観光情報戦略室

情報サービスグループ 外国語による観光情報の収集・発信、外国語ウェブサイトの整備

受入体制グループ 受入体制に係る関係団体との連携

通訳案内士試験

誘致推進グループ

開催支援グループ MICEに係る人材育成、寄附金募集・交付金交付業務

MICE誘致に係るマーケティング・プロモーション業務の実施
（誘致の推進及びその支援）

海外事務所

コンベンション誘致部

事業連携推進部

海外マーケティング部

経営戦略部

マーケティングデータの収集・分析・発信、市場別業務の総括、
市場横断的マーケティング・プロモーション業務の実施

市場別マーケティング・プロモーション業務の実施

（ツアー造成・販売支援、海外メディア対応等）

市場別マーケティング・プロモーション業務の実施
（ツアー造成・販売支援、海外メディア対応等）
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（４）関係機関との連携強化 

 

【中期目標】 

 日本貿易振興機構等の海外事務所をはじめ、内外の関係機関との連携を強化する。 

【中期計画】 

 在外公館、日本貿易振興機構、国際交流基金等他の公的機関の海外事務所、民間企業の海外事業

所等に対し、外国人旅行者の来訪促進事業についての理解が深まるように働きかけ、できる限り、広報

宣伝・情報提供等の分野での協力を求める等、連携を強化する。また、国土交通省が諸外国の政府と

連携して実施する国際観光協議について協力するとともに、他国の政府観光局等との連携・協調を図

り、日本を含む複数国を訪れる旅行需要の喚起に努める。さらに、国内の関連団体との連携・協調を図

る。 

【年度計画】 

「観光立国推進基本計画」において、在外公館をはじめとする関係省庁、インバウンドへの取組を加

速する地方公共団体、日本ブランドの海外展開を進める経済界との連携等によりオールジャパン体制

での海外プロモーション事業を展開するとされていることを踏まえ、在外公館、日本貿易振興機構、国際

交流基金等他の公的機関の海外事務所、民間企業の海外事業所等に対し、外国人旅行者の来訪促進

事業についての理解が深まるように働きかけ、広報宣伝・情報提供等の分野で協力を求める等、連携

の強化に努める。 

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」の指摘等を踏まえ、国際交流基金との統合あ

るいは連携強化の在り方についての協議の場において、検討を行う。また、国際協力機構、国際交流基

金及び日本貿易振興機構の海外事務所とのワンストップサービスを実現するとともに、当機構の海外事

務所がない拠点においても他の国際業務型の法人の拠点を活用して業務を行うことができるよう、協議

の場において、検討を行う。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

官民あげた訪日外客誘致事業を実施するため、国内外の関係省庁、公的機関、民間企業、外国政府、

観光関係機関等との連携をこれまで以上に強化する。また、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基

本方針」の指摘等を踏まえ、国際協力機構（ＪＩＣＡ）、国際交流基金（ＪＦ）及び日本貿易振興機構（ＪＥＴＲ

Ｏ）の海外事務所とのワンストップサービスを実現する。 

 

② 当該年度における取組 

在外公館、日本貿易振興機構、国際交流基金等他の公的機関の海外事務所、民間企業の海外事業

所等との連携を強化した。また、外国政府観光局との共同事業、観光関連団体や自治体等を対象とした

講演を実施し、本部においても日本国内の関係者との連携を図った。 
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また、９都市において国際協力機構、国際交流基金、日本貿易振興機構との「ワンストップサービスに

係る業務連携に係る合意書」を締結した。 

 

【在外公館、公的団体、民間企業等との主な連携等の例】 

在

外

公

館 

① 「瀋陽ジャパン・ウィーク」における情報発信 （平成２４年６月２日～３日、中国（瀋陽）） 

 在瀋陽日本国総領事館が開催する日本関連イベントでの日本観光紹介ブースにおいて、

パンフレット提供を行うとともに、来場者に訪日観光をＰＲした。 

 

② 「夏祭りＩＮ北京」における情報発信 （平成２４年９月１日～２日、中国（北京）） 

 日中国交正常化４０周年イベントで行われた、在中国日本国大使館主催の同イベントにブ

ース出展し、現地旅行会社と共に日本の観光ＰＲを行った。 

 

③ シンガポール国立大学東アジア研究所主催「放射能安全セミナー」の実施 （平成２４年１

０月、シンガポール） 

 シンガポール国立大学東アジア研究所、在シンガポール日本国大使館と協力し、シンガポ

ールの学校関係者、教育関係者、プレスを対象とした日本の放射線医学専門家を招請した放

射能安全セミナーを３者で開催した。 

 

④ 訪日旅行事業者に対する表彰式の実施 （平成２５年２月１２日、タイ（バンコク）） 

 在タイ日本国大使公邸において、大使出席のもと、訪日旅行の促進に貢献したタイの有名

俳優、タイ国際航空、テレビ番組、旅行事業者、出版社等を表彰した。 

 

⑤ 「Ｊａｐａｎ Ｗｅｅｋ」と連動したメディアイベントの実施 （平成２５年３月１９日、米国（ニュー

ヨーク）） 

日本の食や伝統文化をテーマとしたイベント「Ｊａｐａｎ Ｗｅｅｋ」の開催と連動し、在ニューヨ

ーク総領事公邸において現地メディアを対象とするイベントを実施した。 

 

⑥ 「ＭＡＰ２０１３出展事業」における事業連携 （２０１３年３月２１日～２４日、フランス（パ

リ）） 

在仏日本国大使館と連携し、フランス最大級の旅行博へのブース出展について大使館Ｗ

ＥＢサイトでの広報や関係者への招待券配布を行うとともに、出展と連動して大使公邸にお

いてレセプションを開催した。 
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国
際
交
流
基
金
（Ｊ
Ｆ
） 

① 「Ｊａｐａｎｅｓｅ ｆｒｏｍ Ｓｃｒａｔｃｈ「日本へ行こう！！」」の共同実施 （平成２４年８月２９日、

英国（ロンドン）） 

国際交流基金との共同事業として、訪日旅行予定者を対象としたセミナーを開催し、訪日

旅行の情報提供と日本語のレッスンを実施した。 

 

② 「日本映画巡回上映会」における情報発信 （平成２４年１１月～１２月、カナダ（ロンドン、

キングストン、トロント）） 

 １１月１日ロンドン、８日キングストン、１２月９日～１０日トロントにて開催された日本映画巡

回上映会にて、訪日プロモーションのＤＶＤを放映すると共に、上映映画にゆかりのある地域

の観光ＰＲ用印刷物等を配布し、各地のＰＲを行った。参加者は合計で１，３０８人にのぼっ

た。 

 

③ 通訳案内士試験（口述試験）における国際交流基金施設の利用 （平成２４年１２月） 

 機構が試験事務を代行する通訳案内士試験の口述試験を、国際交流基金日本語国際セン

ター（埼玉県）、国際交流基金関西国際センター（大阪府）にて実施し、会場費の節減を図っ

た。 

 

④ 「日本語スピーチコンテスト」の広報協力、賞品提供 （平成２５年３月９日、フランス（パ

リ）） 

国際交流基金のスピーチコンテストにおいて、告知ポスターの事務所提示等を通じて広報

協力を行うとともに、訪日旅行ガイドブックを成績優秀者向けの賞品として提供した。 

 

⑤ 「日本語＆文化ワークショップ「Ｊａｐａｎｅｓｅ ｆｏｒ Ｔｒａｖｅｌ」」の共同実施 （平成２５年３月１

７日、米国（ロサンゼルス）） 

国際交流基金が定期的に行っている日本語、日本文化に関するワークショップのシリーズ

において、「訪日旅行」をテーマにしたワークショップを開催し、訪日旅行のポイントと旅行に

役立つ日本語のレッスンを実施した。 
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日
本
貿
易
振
興
機
構
（Ｊ
Ｅ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
） 

① タイ国際食品見本市「ＴＨＡＩＦＥＸ２０１２」日本パビリオンへの観光資料提供 （平成２４年

５月２３日～２５日、タイ（バンコク）） 

 日本貿易振興機構が出展するタイ国際食品見本市「ＴＨＡＩＦＥＸ２０１２」日本パビリオンにお

いて、ブース来場者に訪日観光資料を配布した。 

 

② 「タイ国際航空の北海道直行便就航記念イベント」における情報発信 （平成２４年１１月

１日、タイ（バンコク）） 

北海道庁、日本貿易振興機構バンコク事務所主催の同イベントにおいて、機構が作成した

タイ語版北海道観光パンフレット等観光関連資料を提供した。 

 

③ 「和味拉麺祭」 （平成２５年２月１６日～３月２４日、香港） 

 在香港日本国総領事館、日本貿易振興機構との共催により、有名ラーメン店５店と全国９地

域の出展する観光とラーメンをテーマにしたイベントを実施した。イベントの来場者は約１万

６，０００人にのぼり、ラーメンを切り口として日本の観光魅力をＰＲすることができた。 

 

④ 「中国華東商品輸出入商品公易会」におけるＰＲ （平成２５年３月１日～５日、中国（上

海）） 

中国国内の各自治体主催にて開催される、４万人以上の来場者が訪れる産業見本市にお

いて、訪日観光ＰＲ資料やＰＲＤＶＤ等を日本貿易振興機構上海事務所に貸与・提供し、同博

覧会で出展した日本貿易振興機構のブースにおける訪日観光ＰＲを実現した。 

 

関

係

省

庁 

① （財）自治体国際化協会（ＣＬＡＩＲ）における講演 （平成２４年１０月） 

（財）自治体国際化協会からの依頼で、自治体関係者を対象に、「海外経済（観光）セミナ

ー」において自治体と連携した外国人観光客誘致プロモーションについて講演。 

 

② 国際協力機構の研修における講演 （平成２４年９月） 

（社）海外運輸協力協会（ＪＴＣＡ）からの依頼で、国際協力機構研修「観光振興とマーケティ

ング」において、機構の役割と活動について講演。   

 

③ 国際協力機構の研修における講演 （平成２４年１１月） 

（社）海外運輸協力協会（ＪＴＣＡ）からの依頼で、国際協力機構研修「観光振興とマーケテ

ィング」において、旧ソ連圏のＧＵＡＭ諸国からの参加者を対象に機構の役割とマーケティン

グ活動について講演。 
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他

国

政

府

観

光

局 

① 台湾政府観光局との共同プロモーションの実施 （平成２５年３月） 

 シンガポール市場では、１０月２９日よりシンガポール・台北・成田を就航したシンガポール

航空傘下の格安航空会社スクートを利用したシンガポール・台湾・日本のＦＩＴ旅行の共同プロ

モーションを実施した。同事業を通じ、台湾を経由した訪日の需要創出を図った。 

 

② 韓国政府観光局との共同プロモーションの実施 （平成２５年２月） 

 シンガポール市場では、家族層を対象に日本での田舎体験とソウルでのショッピングの双

方を体験できる、日本・韓国の２カ国デスティネーションのツアー造成支援・共同広告を実施し

た。韓国への旅行者増の勢いを日本に戻すとともに、両国を訪問したシンガポール人に日本

の方がより魅力的という印象を持たれるようプロモーションに努めた。 

 

民

間

企

業 

・ 

地

方

自

治

体 

① 韓国「訴求コンテンツを深掘りした新たな訪日旅行商品造成事業」での在ソウル日系飲食

店との連携 （平成２４年８月～平成２５年３月） 

「東京カフェ、スイーツ」、「関西グルメ」等をテーマとした訪日キャンペーンの一環として、ソ

ウルにある日系レストラン３７店舗以上と連携し、上記テーマを深堀りしたガイドブックを１万

部以上配布するとともに、ガイドブック配布箇所である各レストランについて機構のＦａｃｅｂｏｏ

ｋページを通じて紹介した。 

 

② 香港・台湾における「和民」との共同プロモーション （平成２４年１０月～平成２５年２月） 

香港・台湾両市場向けのプロモーションとして、香港・台湾を中心に海外展開する居酒屋チ

ェーン「和民」の香港の店舗をドライブと鉄道旅行をテーマとした装飾を行い、訪日旅行の需

要喚起や機構のＦａｃｅｂｏｏｋファン数拡大のキャンペーンを実施した。また、両市場において

訪日旅行や和民食事券が当たる抽選会を実施したことにより、Ｆａｃｅｂｏｏｋファン数は香港で

約３万人、台湾で約２万２，０００人と大幅に増加した。香港市場では、観光と「食」を活用した

ブランド戦略の初の取組となり、新しい訪日旅行のスタイルの浸透を図ることができた。 

 

③ ＨＹＰＥＲ ＪＡＰＡＮブース出展 （平成２４年１１月２３日～２５日 英国） 

ロンドン市内で開催されたポップカルチャーや日本食をＰＲするイベントであるＨＹＰＥＲ Ｊ

ＡＰＡＮにブース出展し、機構及び自治体国際化協会の宣伝ツールを利用し、来場者に対して

日本の地方への旅行の魅力をアピールした。 

 

④ ＩＴＢベルリン出展 （平成２５年３月６日～１０日 ドイツ） 

 世界最大のＢ ｔｏ Ｂ旅行見本市ＩＴＢにおいて、全日空、ＪＲグループ、ホテルオークラグル

ープ、スイスホテル南海大阪、プリンスホテル、ホテル椿山荘東京、阪急交通社、ＪＴＢＧＭＴ、

近畿日本ツーリスト、日本通運、日本旅行、ＪＦ Ｔｏｕｒｓ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ、東京都観光レップ、京
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都文化交流コンベンションビューロー、福岡県、九州観光推進機構、沖縄観光コンベンション

ビューローの１７社・団体とともに、日本ブースで訪日観光の共同ＰＲを実施した。 

 

【国内関係団体との主な協力・連携の例】   

第５回日台観光サミット

（平成２４年７月、台湾 

花蓮市）参加 

財団法人台湾観光協会及び日本観光振興協会の開催する第５回日台観

光サミット（平成２４年７月、台湾 花蓮市）において、観光庁次長とともに

機構理事が出席。 

 

【観光関連団体・自治体等を対象とした講演の例】   

（公財）東京観光財団 

（平成２４年６月５日） 

平成２４年度第１回アジアセールス委員会において、大震災後のシン

ガポール・マレーシアへのインバウンドの取組について機構海外マー

ケティング部アシスタントマネージャーが講演。 

（社）日本観光振興協会 

（平成２４年１０月１０日） 

首都大学東京寄付講義において、「外国人に日本への旅行を売込

む」をテーマに機構海外マーケティング部次長が講演。 

（財）自治体国際化協会 

（平成２４年１０月１６日） 

海外経済（観光）セミナーにおいて、自治体と連携した外国人観光客

誘致プロモーションについて機構海外マーケティング部シニアスペシ

ャリスト、アシスタントマネージャーが講演。 

（社）佐賀県観光連盟 

（平成２４年１１月１５日） 

訪日外国人観光客誘致に関する説明会において、訪日外国人観光

客の動向について機構事業連携推進部アシスタントマネージャーが

講演。 

国土交通省九州運輸局 

（平成２４年１１月２７日） 

九州インバウンド商談会において、上海及び周辺におけるマーケット

情報について機構上海事務所長が講演。 

鳥羽商工会議所 

（平成２５年１月２３日） 

鳥羽商工会議所新春議員懇談会において、「国際観光文化都市・鳥

羽の創造」をテーマに機構理事長が講演。 

福岡県観光推進協議会 

（平成２５年２月１５日） 

訪日外国人観光客誘致説明会において、認定外国人案内所の制度

について機構事業連携推進部長が講演。 

北海道国際観光テーマ地区

推進協議会 

（平成２５年２月１９日） 

国際観光人材育成研修会において、台湾からの観光客誘致につい

て機構海外マーケティング部シニアスペシャリストが講演。 

岡山県外国人受入協議会 

（平成２５年２月１９日） 

外国人観光客誘致推進セミナーにおいて、台湾からの観光客誘致に

ついて機構海外マーケティング部アシスタントマネージャーが講演。 

倉敷インバウンド誘致委員

会 

（平成２５年３月５日） 

インバウンド研修会において、訪日韓国市場の攻略法について機構

海外マーケティング部マネージャーが講演。 

【参考資料３ 役職員講演実績】 
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③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 平成２３年度に国際交流基金の入居ビルへ移転した北京及びバンコク事務所においては、宣伝ツ

ールラックの相互設置、国際交流基金の施設を活用した会議開催等、施設の共用化を活かした連

携を行った。 

 

 地方との連携強化を図るため、地方運輸局や地方自治体への訪問活動を組織的に行った。 

【参考資料４ 地方運輸局・地方自治体等訪問実績】 

 

 観光関係の会合の委員等に機構職員が就任し、アドバイス等を行った。 

 

【観光関係の会合の委員等に機構職員が就任した例】 

内閣広報室 

国家戦略室 

外務省 

「国際広報連絡会議」において、機構理事長が構成員、海外マーケティング部

長が幹事会構成員、海外マーケティング部次長が分科会構成員として参画。 

埼玉県 埼玉県街づくり検討委員会に海外マーケティング部次長が委員として参画。 

東京都 
東京国際アニメフェア実行委員会に海外マーケティング部次長が委員として参

画。 

日本能率協会 
ホテル・レストランショー企画委員会に機構海外マーケティング部長が委員とし

て参画。 

日本観光振興協会 
「訪日旅行・海外旅行活性化委員会」に機構海外マーケティング部長が委員と

して参画。 

日本旅行業協会 「訪日旅行推進委員会」に機構海外マーケティング部長が委員として参画。 

観光庁 
「観光圏・観光地域づくりプラットフォーム支援事業検討会」に機構海外マーケ

ティング部長が委員として参画。 

観光庁 「医療観光研究会」に機構海外マーケティング部長が委員として参画。 

観光庁 
「東北観光博連絡調整会議」に機構海外マーケティング部次長が委員として参

画。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（５）随意契約の見直し 

 

【中期目標】 

 国における見直しの取組等を踏まえ、「随意契約見直し計画」等に基づき、不断の見直しを行い、一般

競争入札の導入・範囲拡大や契約の見直し等を通じた業務運営の一層の効率化を図るとともに、その

取組状況を公表する。また、契約が一般競争入札等による場合であっても、特に企画競争、公募を行う

場合には、競争性、透明性が確保される方法により実施する。さらに、監事による監査において、入札・

契約の適正な実施についてチェックを受けるものとする。 

【中期計画】 

国における見直しの取組等を踏まえ、「随意契約見直し計画」等に基づき、不断の見直しを行い、一

般競争入札の導入・範囲拡大や契約の見直し等を通じた業務運営の一層の効率化を図るとともに、そ

の取組状況を公表する。また、契約が一般競争入札等による場合であっても、特に企画競争、公募を行

う場合には、競争性、透明性が確保される方法により実施する。さらに、監事による監査において、入

札・契約の適正な実施についてチェックを受けるものとする。 

【年度計画】 

外部業者との契約については、平成２２年６月に策定した「随意契約等見直し計画」に基づき、原則と

して一般競争入札等によることとするほか、契約に係る情報の公表を行う。 

また、監事による監査や契約監視委員会において、入札・契約の適正な実施について徹底的なチェッ

クを行う。 

  

① 年度計画における目標設定の考え方 

国における随意契約の見直しの取組等を踏まえ、引き続き不断の見直しを行い、業務運営の効率化

を図る。 

 

② 当該年度における取組 

 平成２２年６月に「随意契約等見直し計画」を策定・公表し、引き続きその実施に取り組んでおり、平

成２３年３月、８月に引き続き、平成２４年８月には平成２３年度における見直し計画のフォローアッ

プをホームページで公表した。 

 

 平成２４年度においては、２７件、１５７百万円を競争契約等（企画競争及び公募を含む）により契約

を行った。 

 

 「随意契約等見直し計画」を踏まえ、引き続き競争性のない随意契約の削減を図った。 

＜競争性のない随意契約件数＞  

平成２４年度 １１件（前年度１２件） 金額１６５百万円（前年度１７８百万円） 
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 定例の決算監査とあわせて 、随意契約に係る監事監査を実施した。 

 

 企画競争、公募を行う場合の実質的な競争性の確保については、基本的な指針を作成し、その中

で２社以上の申し出があった場合の取り扱い方法等を定め、競争性を確保した。 

 

 競争性のない随意契約の内容は、会計規程第３４条第１項第１号「契約の性質又は目的が競争を

許さないとき」による本部事務所の借家料等が主であり、移行は困難である。 

 

 １者応札・１者応募については、実質的な競争性を確保するため、公告期間をできる限り長く設定

する、仕様書の作成については業務内容をより具体的かつ詳細に記載する、入札参加資格等の

応募要件について競争を制限することのないよう十分留意する等の１者応札・１者応募の改善方

策を平成２１年７月にホームページで公表している。 

平成２１年度及び平成２２年度においては、１者応札・１者応募はなかったが、平成２４年度にお

いては、平成２１年７月に公表した改善方策に基づき契約行為を行ったにも係わらず、競争性のあ

る契約２７件のうち１者応札が３件発生している。 

次回の契約監視委員会においてご審議いただき、改善方策があれば今後の入札に生かしてい

きたい。 

 

 契約手続きの執行体制は、金額に関わらず、必ず、契約締結前に、その妥当性について契約担当

部門（財務グループ）で審査している。また、１件の予定価格が３００万円以上１，０００万円未満の

契約については経理担当理事まで、１件の予定価格が１，０００万円以上の契約については理事長

までの承認が必要である。なお、５００万円以上の契約については、監事に回付している。契約の

締結に際しては監督職員、検査職員を任命し、履行終了後は必ず検査・検収を行った上で支払い

をしている。 

 

 「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）の趣旨を

踏まえ、入札及び契約の手続等の透明性を確保し、公正な競争を促進するため、外部有識者を委

員とする契約監視委員会を平成２１年１２月に設置し、個別の契約状況について点検、見直しを行

い、その結果、報告の内容又は審議した対象契約に係る理由及び経緯等に不適切な点又は改善

すべき点があると認めたときは、必要な範囲で、理事長に対し意見の具申又は勧告を行うことがで

きることとされているとともに、その内容を公表することとしている。 

 

 上記委員会の設置に基づき、契約監視委員会を平成２２年２月（第１回）、平成２３年２月（第２回）、

平成２３年１２月（第３回）及び平成２４年８月（第４回）に開催した。 
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【契約件数及び契約金額の状況】 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

(44.2%) (29.3%) (44.7%) (28.3%) (△10.5%) (△10.8%) (43.1%) (38.7%)

19 102 17 91 △ 2 △ 11 25 236

(27.9%) (19.5%) (26.3%) (20.6%) (△16.7%) (△2.9%) (17.2%) (9.5%)

12 68 10 66 △ 2 △ 2 10 58

(72.1%) (48.9%) (71.1%) (48.9%) (△12.9%) (△7.6%) (60.3%) (48.1%)

31 170 27 157 △ 4 △ 13 35 293

(27.9%) (51.1%) (28.9%) (51.1%) (△8.3%) (△7.9%) (39.7%) (51.7%)

12 178 11 164 △ 1 △ 14 23 315

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (△11.6%) (△7.8%) (100.0%) (100.0%)

43 348 38 321 △ 5 △ 27 58 609

平成２３年度 平成２４年度 比較増△減 （参考）見直し計画

（単位：件、百万円）

競争入札等

企画競争・
公募

競争性のある
契約（小計）

競争性のない
随意契約

合計
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（６）民間からの出向者等の活用 

 

【中期目標】 

ビジット・ジャパン・キャンペーン実施本部事務局の機能を確実に承継するとともに、海外事務所の組

織体制を整備するため、民間からの出向者、中途採用者及び現地採用職員の積極的な活用を図る。 

【中期計画】 

海外宣伝業務担当部門を中心に、民間からの出向者や中途採用者の積極的な活用を図るとともに、

海外事務所においては、現地採用職員の積極的な活用を図る。また、地方自治体等からの有能な人材

の登用も行い、他機関との連携強化による効率的な業務運営を図る。 

【年度計画】 

海外宣伝業務担当部門を中心に、民間からの出向者や中途採用者の積極的な活用を図るとともに、

海外事務所においては、現地採用職員の積極的な活用を図る。また、地方自治体や観光関連事業者

からの有能な人材の登用も行い、他機関との連携強化による効率的な業務運営を図る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

事業パートナーである地方自治体や民間企業のニーズを的確に汲み取り、機構の事業に反映させる

とともに、民間の業務手法を機構の運営に取り入れることを目的として、地方自治体、観光関連事業者

等から人材の受入れを行う。 

 

② 当該年度における取組  

 地方自治体・観光関連事業者等から経験豊富な人材の受入れを引き続き実施し、海外宣伝業務

担当部門、国際会議等の誘致支援業務担当部門を中心にその積極的な活用を図った。平成２４年

度は新規の自治体、民間企業等からの４名（国内：１名、海外：３名）を含め、合計８名を受け入れ

た。 

 

 平成２１年度より導入した現地採用職員の新人事制度に基づき、他の現地職員の統括、指導育成

等において、トロント、ロサンゼルス、ソウルの３事務所のカテゴリーⅠの現地職員の積極的な活

用を引き続き図った。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（７）プロパー職員の育成等 

 

【中期目標】 

職員の意欲向上を図り、組織を活性化させるため、能力と実績に基づく人事評価を行い、これに応じ

た処遇を行うとともに、能力の啓発に努める。特にプロパー職員については、観光宣伝業務に関するノ

ウハウを着実に蓄積し、機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことができるよう、その育成に

努める。また、国からの出向者については、プロパー職員の育成状況等を踏まえ、段階的に受入れを縮

小するものとする。 

【中期計画】 

本部採用職員に対しては、海外事務所勤務を含め様々な業務を経験できるようキャリア形成に配慮

した人事異動を行い、ＯＪＴや内外の研修等も活用し、職員の意欲向上と能力開発を図る。また、現地採

用職員に対しては、その能力・意欲に合わせた処遇の改善を行い、業務への取組意欲の向上を図ると

ともに、一層の活用を進める。  

職員個々の能力と実績に基づいた適切な人事考課を実施し、適材適所の人事配置を行う。現地採用

職員についても、事務所所在国の人事・労務に係る法令・慣行に配慮しつつ、可能な限り人事考課を実

施する。 

プロパー職員を中核とした体制を構築するため、語学を始めとする専門能力をもった職員の採用・育

成に努め、プロパー職員が国際観光振興機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことのできる

体制を構築する。また、国からの出向者については、プロパーの育成状況等を踏まえ、段階的に受入れ

を縮小するものとする。 

【年度計画】 

本部採用のプロパー職員に対しては、海外事務所勤務を含め様々な業務を経験できるようキャリア

形成に配慮した人事異動を行い、ＯＪＴや内外の研修等も活用し、職員の意欲向上と能力開発を図る。 

また、現地採用職員に対しては、その能力・意欲に合わせた処遇の改善を行い、業務への取組意欲

の向上を図るとともに、一層の活用を進める。 

職員個々の能力と実績に基づいた適切な人事考課を実施し、適材適所の人事配置を行う。現地採用

職員についても、事務所所在国の人事・労務に係る法令・慣行に配慮しつつ、可能な限り人事考課を実

施する。 

プロパー職員を中核とした体制を構築するため、語学を始めとする専門能力をもった職員の採用・育

成に努め、プロパー職員が機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことのできる体制を構築す

る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

プロパー職員を中核とした体制を構築すべく、ＯＪＴや外部研修等も活用して職員研修の充実を図り、

職員の意欲向上と能力開発に努める。 
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② 当該年度における取組 

（１）  職員の意欲向上と能力開発 

本部採用のプロパー職員に対しては、キャリア形成に配慮した人事異動を行うとともに、業務遂行に

必要な知識・スキルを習得する機会を拡充すべく、目的・テーマ別研修等（奨学金を含む）を実施し、職

員の能力開発・向上を支援した。２４年度は、若手職員を中心とした職員を対象に会計実務研修を新規

に実施した他、観光行政・財務会計等をテーマとした外部の研修機会も活用して、能力開発機会の拡大

を図った。 

 

研修内容 対象者 ・ 参加者数 時期 

新規メンバー・オリエンテーション 新規出向者 ・ ９名 ４月 

新人職員研修 新人職員 ・ ３名 ４月 

新人職員ＰＣ（ワード・エクセル）研修 新人職員 ・ ３名 ４月 

新人職員ＰＣ（ファイルメーカー）研修 新人職員 ・ ３名 ４月 

行政スキル研修（行政相談対応力） 一般職員 ・ １名 ５月 

観光行政研修（初任者） 一般職員 ・ １名 ５月 

海外事務所帰国者報告会 一般職員 ・ ４０名 ５月、９月 

メンタルヘルスセミナー（セルフケア） 若手職員  ・ ３名 ６月 

メンタルヘルスセミナー（新任リーダー） 中堅職員 ・ ９名 ６～７月、１１～１２月 

メンタルヘルスセミナー（新任管理職） 管理職 ・ ３名 ６月、１１月 

業界研究（ＭＩＣＥ誘致の現状・課題） 一般職員 ・ ２９名 ７月 

海外赴任前研修 海外赴任予定者 ・ ９名 ７月（２回）、９月、２

月、３月 

会計実務研修 一般職員（若手職員必修） ・ 

１８名 

１０～１２月 

予算編成支援システム研修 予算担当職員 ・ １名 １０月 

観光政策（官民連携）研修 一般職員 ・ １名 １１月 

企業会計（基礎）研修 財務会計担当職員 ・ １名 １１月 

 

【平成２４年度奨学金給付実績】 

総数 内容・人数 

奨学金給付人数： １０名 英語：上級レベル１名 

中国語：上級レベル１名、初級レベル２名 

韓国語：中級レベル１名、初級レベル２名 

タイ語：初級レベル１名 

フランス語：上級レベル１名 
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簿記資格取得（日商簿記検定２級、３級）：１名 

 

（２）  人事考課の実施   

全職員を対象に、業務実績、能力、業務に対する姿勢等を評価項目として人事評価を行い、その結

果を処遇に反映した。海外事務所の現地採用職員についても同様の人事評価を行い、成績が優秀な者

には特別手当を支給する等処遇に反映させた。また、物価等の上昇が著しい国に所在する海外事務所

の現地採用職員については、それを踏まえた給与の調整を行った。 

 

（３）  新卒採用の実施   

 プロパー職員を中核とした体制強化のため、平成２５年度の新卒採用を実施。海外勤務の適性や語学

等の専門能力を勘案し、国内外で各種事業・事務に従事する総合職職員として、６６６名の応募者の中

から４名を採用した。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

機構の女性管理職数は７名、比率は２３．３％である。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（８）内部統制の充実 

 

【中期目標】 

 内部規程の整備、職員に対する周知等により、内部統制の充実を図る。 

【中期計画】 

 組織規程等について、必要に応じて適切に見直しを行うとともに、職員等に対する周知を徹底する。 

【年度計画】 

組織規程及び倫理規程等について、必要に応じて適切に見直しを行うとともに、業務遂行のあり方を

含めたコンプライアンスの意識を徹底するため、研修等の機会を活用し、職員等に対する周知を行う。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

内部統制の充実を図るべく、組織規程等について、職員等に対する周知徹底に努める。 

 

② 当該年度における取組 

（１）  研修会等を通じた内部統制の拡充強化 

新規メンバーに対するオリエンテーションをはじめ、ＯＪＴや業務関連研修時に随時情報提供、教育に

努めた。 

 

（２）  内部統制・コンプライアンス体制の整備状況 

  内部統制の充実のために以下の取組を行った。 

 

 組織運営においては、組織規程をはじめ、理事会の設置規程、部長会の設置要領、理事長の職務

代理等、専決事務処理内規を定め、責任ある体制を確立して業務の円滑な遂行を図っている。  

 

 労務管理においては、労働基準法の規定に基づき就業規則を作成している他、倫理規程、衛生管

理規程、ハラスメント防止規程を定め、懲戒審査委員会、衛生委員会、労働環境紛争パネルを設

置し、業務に対する国民の信頼確保、役職員の健康の保持増進及び職務能率の向上を図ってい

る。 

 

 文書管理・情報公開においては、必要な諸規程を整備するとともに研修・オリエンテーションを通じ、

事務処理の適正化に向けて周知徹底を図っている。また、円滑な法人文書の開示や保有個人情

報の適正な管理を図るべく、教育指導を強化し、適切な管理を行っている。 

 

 危機管理においては、緊急事故・事態の発生に際し、直ちに業務上の措置をとるため、緊急連絡

網を整備し、特に幹部・管理職は全員、携帯電話番号一覧カードを作成して常時保持している。 
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 平成２４年度は、職員及びその家族の安全を確保しつつ、最低限必要な機構の業務を継続するこ

とを目的とした事業継続計画（ＢＣＰ）を策定した。本計画は、自然災害のうち、当面、地震（震度６

弱以上（２３区内震度５強以上）の地震）を想定リスクとし、機構の重要業務を明確化し、災害発生

直後、その後回復期にすべきこと、さらにツーリスト・インフォメーション・センター（ＴＩＣ）による訪日

外国人への情報提供内容を示している。さらに、全職員に対し災害用品（災害セットとして、救難食

料、非常用飲料水等がセットになったもの）を配布した。 

 

（３）  監事監査 

監事監査規程及び監事監査計画に基づき、平成２４年度は決算監査、業務監査（監査テーマ：目標

（業績）管理システムの実態調査（監査））、海外事務所現地監査（対象事務所：ロンドン事務所、パリ事

務所、フランクフルト事務所）、保有個人情報の管理に関する監査、随意契約に係る監査を実施し、監査

の指摘事項を踏まえ、業務改善に取り組んだ。 

 

（４）  情報セキュリティ対策 

 新規メンバーに対する研修や情報システム部門からの周知メール等を通じて、情報セキュリティ面で

の各種の注意喚起を行った。また、本部オフィスにおいては、外部から持ち込まれたＰＣの所内ＬＡＮへ

の接続や、不審な通信等、ＰＣやネットワークの稼働状況を継続的に監視するとともに、役職員ＰＣ端末

のＯＳやアプリケーションのセキュリティパッチが正しく適用されているか、定期的にチェックを行った。さ

らに、ウェブ、データベース等、外部から直接、間接的にアクセスされるサーバ環境については、改ざん

検知や不正侵入防止機能による保護を行い、システム可用性の向上を図った。 

 

（５）  機構の今後のあり方に関する検討会を開催 

限られた経営資源を戦略的に活用し、より一層効果的・効率的なインバウンド推進活動を展開するた

め、組織上・業務上の重要課題等について、役員及び幹部職員による意見交換を行う場として、平成２３

年度に設置した「ＪＮＴＯの今後のあり方に関する検討会」を引き続き開催した。「日本ブランドの構築」、

「海外プロモーションにおける連携協力のあり方」、「海外事務所の体制強化」等の次期中期計画の策定

当たっての検討課題をテーマとして設定し、平成２４年度は計６回の検討会を開催した。開催に当たって

は職員からの意見を募集し、議論に反映させた他、検討会の検討結果は、第三期中期計画の策定にも

反映させた。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 

 理事会を定期的に開催し、理事長をはじめとした役員で重要な情報を共有し、審議事項について

は議論の上、意思決定した。理事会の議事録は電子メールで役職員に配信し、周知した。 

 

 役職員のネームカードの裏面に、法人のビジョンとミッションを記載し、周知徹底した。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（９）活動成果の明確化  

 

【中期目標】 

国民への説明責任の徹底及び各事業の必要性・効率性等の評価に資する観点から、業務実績や

セグメント情報等の公表の充実を図るとともに、機構の活動成果がより明確となるようなアウトカム指

標の設定に向けた取組を実施する。 

【中期計画】 

機構に対する国民の信頼を確保するという観点から、事業成果に関して業務実績報告書及び年

次報告書においてとりまとめるとともに、それらを機構のＷＥＢサイトで公開する。 

その際、外国人旅行者の増減要因を分析するとともに、国の政策目標である外国人旅行者の増

加への貢献を始めとする機構の活動成果がより明確となるよう、諸外国の政府観光局の事例研究、

サービスの満足度の測定等を実施し、アウトカム指標の設定に向けた取組を着実に推進する。 

 海外事務所に関しては、事務所ごとに、その活動内容や事業の成果を報告する。その際は、事務

所ごとの活動内容を示す明確な指標を設定するとともに、経年変化も踏まえた具体的かつ定量的な

報告となるよう努める。 

【年度計画】 

機構に対する国民の信頼を確保するという観点から、事業成果に関して業務実績報告書及び年

次報告書においてとりまとめるとともに、それらを機構のＷＥＢサイトで公開する。 

その際、訪日外国人旅行者の増減要因を分析するとともに、国の政策目標である外国人旅行者

の増加への貢献を始めとする機構の活動成果がより明確となるよう、諸外国の政府観光局の事例

研究、サービスの満足度の測定等を実施し、アウトカム指標の設定に向けた取組を着実に推進す

る。 

海外事務所に関しては、各事務所ごとに、その活動内容や事業の成果を報告する。その際は、事

務所ごとの活動内容を示す明確な指標を設定するとともに、経年変化も踏まえた具体的かつ定量的

な報告となるよう努める。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

機構の運営や業務実績に関する情報を、明確で分かりやすい内容にするよう努め、インターネットを

通じて広く公表することにより、機構の業務に対する国民の認識・理解を高め、また、独立行政法人とし

ての国民に対する説明責任を果たす。 

 

② 当該年度における取組 

（１）  ＷＥＢサイト上で事業成果の公開    

機構の事業成果を取りまとめた「業務実績報告書」及び「年次報告書」を機構ＷＥＢサイト上で公開し

ている。 
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（業務実績報告書： http://www.jnto.go.jp/jpn/about_us/reports/business_reports.html） 

（年次報告書： http://www.jnto.go.jp/jpn/about_us/reports/annual_reports.html） 

 

（２）  事業成果の報告、アウトカム指標の設定に向けた取組 

 訪日外国人旅行者の増減要因の分析 

訪日外国人旅行者の増減要因について、月例の訪日外客数の発表に際し、海外事務所・本部におけ

る分析結果を報道資料として発表した。また、新たな取組として機構日本語ＷＥＢサイトに毎月の海外市

場の動向を解説した「市場動向トピックス」の公開を開始した。 

【参考資料５ 月例訪日外客統計発表資料の例】 

 

 アウトカム指標の設定 

諸外国の政府観光局や他の独立行政法人の事例研究を行い、次期中期計画においては、事業パー

トナー及び外国人観光案内所に対する満足度調査を成果指標として設定した。 

   

 「業務報告会」、「ＪＮＴＯ個別相談会」、「インバウンド旅行振興フォーラム」でのアンケート調査  

機構が主催する「業務報告会」（注１）「ＪＮＴＯ個別相談会」（注２）「インバウンド旅行振興フォーラム」

（注３）において参加者に対しアンケート調査を行い、顧客満足度や改善点の把握を行った（調査結果に

ついては本報告書の３１ページ「２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置」の「（１）海外宣伝業務」の「①海外マーケット情報の収集・調査・分

析・提供」の項に記載）。 

 

※ 注１ 「業務報告会」 

７月開催。機構の賛助団体・会員を対象に、機構の組織・業務方針等について説明・報告することを

目的に、平成２４年度に初めて開催した。開催地は東京。 

 

※ 注２ 「ＪＮＴＯ個別相談会」 

９月開催。機構の賛助団体・会員を対象に、事前予約制により機構海外事務所長と個別に面談。海外

事務所長が、各賛助団体・会員に対し最新の訪日旅行市場の説明や、事業実施に関する個別アドバイ

ス等を行う。従来は、東京でのみ開催していたが、平成２３年度から東京と関西の２カ所で開催しており、

平成２４年度は東京と京都で開催した。 

     

※ 注３ 「インバウンド旅行振興フォーラム」 

１月開催。機構の賛助団体・会員を対象に、最新マーケットの動向や訪日旅行促進のノウハウの事例

紹介等をプレゼンテーション形式で実施する「市場説明会」と、賛助団体・会員向けに前述の個別相談

会、並びに賛助団体・会員との交流を目的とした「交流会」を実施。なお、「市場説明会」は、平成２１年度

から賛助団体・会員以外も有料で参加を受け付けている。開催地は東京。 
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（３）  海外事務所の活動内容等の報告 

海外事務所別のニュースレター発行、セミナー、旅行会社視察受入調整、メディア訪日取材支援の実

施状況については、本報告書の３０ページの表のとおりである。 

また、訪日旅行商品の造成・販売支援事業については、本報告書の４４ページ「２．国民に対して提供

するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置」の「（１）海外宣伝業

務」の「②訪日外国人旅行者誘致のための事業」の「ウ 訪日旅行商品の造成・販売支援」に具体的な

事例や数値を記載している。 

この他、プレスリリースや機構の会員向けニュースレター「ＪＮＴＯニュースフラッシュ」を通じ、海外事

務所が実施する事業の報告に努めた。また、本報告書の８ページ「１．業務運営の効率化に関する目標

を達成するためにとるべき措置」の「（３）組織体制の整備」の項にも記載したとおり、海外事務所の事

業・運営の検証制度により、海外事務所の事業・運営について検証を行った。 

【参考資料２ 海外事務所の事業・運営 検証結果概要】 

 

（４）  情報アクセスの容易化 

 機構の年度計画、業務実績、業績評価、財務に関する情報等はＷＥＢサイトに関連項目を設けて公開

した。業務に関わる特記すべき取組は業務実績報告書に記載し、ＷＥＢサイトで公開することとしてい

る。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

（１）  国内広報業務に対する重点的取組 

 機構の業務に対する国民の認識・理解を高めるため、国内広報に重点的に取り組み、報道資料の

発表（国土交通省記者クラブへの投げ込み、ＷＥＢサイトでの公開等）に加え、テレビ・一般紙・旅

行業界紙誌のインタビューへの対応、最新のマーケット動向や機構の活動状況について役職員の

寄稿等を行った。 

 

 平成２４年度は、特に理事長・理事の対外的な活動の強化に努め、国内外の出張時の国内外メデ

ィアへの働きかけに努めた。髙松・香港・鳥羽等において記者会見を行った。 

【参考資料６ 報道発表案件一覧】 

【参考資料７ 職員寄稿記事及びプレスリリース掲載記事】 
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【海外事務所別のニュースレター発行、セミナー、旅行会社視察受入調整の実施状況】 

  

ニュースレタ
ー類の発行
件数（※１） 

セミナー 旅行会社視察受入調整 

  
件数 人数 

ＶＪ事業 
（ＶＩＳＩＴ ＪＡＰＡＮ 

トラベルマート以外） 

ＶＩＳＩＴＪＡＰＡＮ 
トラベルマート 

（※２） 合計 

  件数 人数 人数 

ソウル ４０ ２ １８５ ３ １３ ２３ ３６ 

北京 ５２ ６ ２３７ ３ ３７ １２ ４９ 

上海 ２５ ４ ７８ ６ ８３ １３ ９６ 

香港 ３０ ７ １９０ ３ ３０ ２２ ５２ 

バンコク １１ １０ ６０４ ３ ５６ ４２ ９８ 

シンガポール ６０ １０ ６３１ ４ ７５ ６７ １４２ 

シドニー １１ ７ ４２９ ２１ ４２ １５ ５７ 

ロンドン ８５ １６ ５８７ １ ３ １３ １６ 

パリ １５ １５ ７９０ １ ５ ５ １０ 

フランクフルト １０ ７ ５３５ ０ ０ ５ ５ 

ニューヨーク ４１ ７ ２０２ ２ ７ ４ １１ 

ロサンゼルス ８ ２０ ８７３ ３ １６ １１ ２７ 

トロント ６ ４ ４４０ ０ ０ １８ １８ 

本部   ０ ０ ０ ０ ５ ５ 

合計 ３９４ １１５ ５，７８１ ５０ ３６７ ２５５ ６２２ 

 

      【海外事務所別のメディア訪日取材支援の実施状況】 

 

 メディア訪日取材支援 

 件数 人数 

ソウル ２４ ２８７ 

北京 ６ ２６ 

上海 ３ １３ 

香港 １０ ６９ 

バンコク ９ ３２ 

シンガポール ２５ １２８ 

シドニー ５ １１ 

ロンドン １８ ２５ 

パリ １５ ６８ 

フランクフルト １４ １７ 

ニューヨーク １１ １６ 

ロサンゼルス ４ １０ 

トロント ４ ４ 

合計 １４８ ７０６ 

 

※１ ニュースレター類とは海外事務所が発行するニュースレター（業界関係者及び一般消費者向

け）、プレスリリースを含む。  

※２ 平成２４年１１月にＶＪ事業の一環として開催された世界の旅行会社を対象とした商談会「ＶＩＳ

ＩＴ ＪＡＰＡＮトラベルマート」において、各国・地域の旅行会社及びメディア関係者を招請した。 
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２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（１）海外宣伝業務 

＞① 海外マーケット情報の収集・調査・分析・提供 ＜ 

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調

査・分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行

い、事業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、市場ごとに、海外の市場動向等の情報に

基づく効率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社へのプロ

モーション活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

世界の主要な市場国・地域における一般消費者の旅行動向、ニーズ等のマーケティング情報を収

集・分析し、最新の各市場での情報や分析結果を出版物、セミナー等により、事業パートナー等へ提

供する。                                   

数値目標 

 事業パートナーに対する調査において、機構からの情報提供が「役に立つ」という回答が平均して

７割を上回ることを目指す。 

【年度計画】 

世界の主要な市場国・地域における一般消費者の旅行動向、ニーズ等のマーケティング情報を収

集・分析し、最新の各市場での情報や分析結果を出版物、セミナー等により、事業パートナー等へ提

供する。 

また、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」の指摘等を踏まえ、訪日旅行促進事業

（以下「ビジット・ジャパン事業」という）の効果的な実施に資するため、日本政府観光局としての公

平・中立的な立場、現地メディア・旅行会社との間で築いたネットワークを最大限に活用して、海外現

地発のマーケティング・プロモーション活動の強化を図る。 

数値目標 

事業パートナーに対する調査において、機構からの情報提供が「役に立つ」という回答が平均して

７割を上回ることを目指す。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

事業パートナーへの情報提供サービスについて、サービスの質の向上を図るため、事業パートナー

の満足度を測り、その向上を図ることとした。 

 

② 実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

【機構からの情報提供に対する評価】 
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平成２４年９月３日に京都、５日に東京で開催した個別相談会においてアンケート調査を実施したとこ

ろ、回答者の評価（５点満点）の平均点は４．５点で、回答者の９９％（※）が「役立った」と本事業を評価

した。 

平成２５年１月３１日、２月１日に東京で開催したインバウンド旅行振興フォーラムにおける満足度アン

ケート調査結果では、機構事業パートナーである回答者の評価（５点満点）の平均点は４．３点で、１０

０％が「役立った」と回答した。 

 

 個別相談会 
インバウンド旅行 

振興フォーラム 

大変役立った ３７％ ３４％ 

役立った ５１％ ５７％ 

まあまあ役立った １１％ １０％ 

あまり役立たなかった １％ ０％ 

全く役立たなかった ０％ ０％ 

アンケート数 １１４ １９７ 

                           ※ 集計結果は小数点以下を四捨五入している。 

                                         

平成２４年度は前年度に実施したアンケート結果を踏まえ、相談枠の拡大等改善に取り組んだ。 

 

取組状況 

（１）  ＦＩＴ（個人旅行）やＩＣＴの利用状況を含む海外市場調査 

ＦＩＴ（個人旅行）の増加やインターネットの利用拡大等、近年の旅行市場の動向や変化を把握し、今後

の訪日プロモーション活動に活かすことを目的に、ＦＩＴ比率の高い香港及びフランスにおいて、重点ター

ゲット層を対象に旅行意識や行動等についてのアンケートやインタビューによる市場調査を実施した。 

また、中国市場については、北京、上海、広州の３都市においてグループインタビューと旅行会社へ

の専門家インタビューを実施し、個人旅行の訪問地決定過程、購入経路等のヒアリングを中心とする定

性調査を行った。 

これらの結果については、ニュースフラッシュや業務報告会等で概要を紹介した。 

 

【各市場調査概要】 

１． フランス市場調査 

 旅行目的地を決定するまでの段階での情報源として５０．５％の回答者が家族や友人、メディアで

は、インターネット（４５％）、テレビ（３５％）、新聞（２２％）という順であった。 

 目的地決定後の情報収集段階では、インターネット（６９．７％）が最も利用され、続いて、家族や友

人からの情報、次に旅行会社のカタログ、旅行ガイドブック、旅行会社、旅行雑誌（最も読まれてい

るのは「ＧＥＯ」）の順であった。 
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 実際の旅行手配は、旅行会社（４４％）、インターネット（７３％）で、フランス人の日本への個人旅行

者（観光目的）のうち、約半数は平均６カ月ほど時間をかけて準備している。 

 「アジアへの旅行目的地」で思い浮かぶ順番は、タイ、中国、日本、ベトナム、インドネシアの順で、

旅行費用、距離、言語、他のアジアと比較しての露出の少なさや親しみやすさが感じられない（地

元の人と触れ合う機会の少なさ）等が理由としてあげられ、特に訪日未経験者の間で顕著であっ

た。 

 

２． 香港市場調査 

 旅行情報源は口コミ（５３％）、雑誌（２３％）、新聞（２０％）、テレビ（１８％）、ガイドブック（１７％）で  

あった。 

 旅行商品の予約時期は１カ月前が５７％を占める等、１カ月以内が約８割を占めた。 

 旅行商品の購入は、ＦＩＴパッケージを旅行会社から購入する者（８１％）、オンラインで航空券とホ

テルをそれぞれ購入する者（２２％）であった。 

 旅行訪問地の決定要因は、安全（３３％）、食べ物（２３％）、自然の景色（１０％）、費用（９％）、衛

生（７％）であった。 

 

３． 中国市場調査 

 個人旅行者は、個人旅行の手配をする場合は、ビザの申請を除いて計画と予約の全てを本人又 

は同行者だけで行う。 

 旅行計画と予約のために最も活用されているのはインターネットであり、個人旅行者が政府観光局  

ＷＥＢサイトや微博で基本的情報の入手に努め、飛行機と宿泊先を予約する。 

 訪日旅行を計画する者は、日本へのビザ申請に最も大きな不満を抱いている。申請手続きが面倒  

で求められる書類や証明が多すぎると見られている。 

 

（２）  ジャパン・ムスリム・ツーリズムセミナーの開催について 

 平成２５年２月１日、東京にて、観光庁と機構が共催し、地方運輸局・自治体や観光関連団体等を対象

としたジャパン・ムスリム・ツーリズムセミナーを開催した。本セミナーにおいては、機構シンガポール事

務所長による講演や、パネルディスカッション等を通し、東南アジアムスリム市場の今後の拡大、マレー

シアを中心とした現在の訪日旅行動向、競合国及び日本のプロモーション事例等について説明、紹介し

た。参加者は１７５人（１２２団体）に上り、ムスリム市場に対する関心の高さを伺わせる大盛況の結果と

なった。 

 

（３）  市場情報提供の実施状況 

資料・事業名 時期 内容 

日本の国際観光統計２０１１ 平成２４年１２月 ＜出版物＞ 

毎月の訪日外客数・出国日本人数に関する統
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計は報道発表資料として公表。 

ＪＮＴＯ個別相談会 平成２４年９月３日、        

５日 

＜イベント・セミナー＞ 

機構賛助団体・会員を対象に参加者と海外事

務所長等が事前予約制で個別に面談する個別

相談会を東京・京都にて開催。２７１名が参加。 

ＪＮＴＯインバウンド旅行振興

フォーラム 

平成２５年１月３１日

～２月１日 

＜イベント・セミナー＞ 

参加者と海外事務所長等が事前予約制で個別

に面談する個別相談会と、セミナー形式の市場

説明会を東京にて実施。５９０名が参加。 

ＪＮＴＯ訪日旅行誘致ハンドブ

ック２０１３（アジア６市場編） 

平成２５年３月 ＜出版物＞ 

訪日外国人旅行者の誘致戦略立案に必要な

各国市場の動向を分析。 

ＪＮＴＯニュースフラッシュ 通年 ＜週刊メールマガジン＞ 

原則毎週金曜日に発行。計５６回発信（臨時号

を含む）。 

【参考資料８ 第１０回ＪＮＴＯインバウンド旅行振興フォーラム開催報告】 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報  

 平成２３年度の個別相談会及びインバウンド旅行振興フォーラムのアンケート調査結果を受け、平成２

４年度は、相談枠を拡大し、人気市場の予約が取れないという不満の解消に努めた。また、前年度に引

き続き、個別相談会を関西と東京の２カ所で開催し、西日本の賛助団体・会員へのサービスの維持・向

上を図った。 
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＞② 訪日外国人旅行者誘致のための事業＜ 

 

ア 事業計画の策定 

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調

査・分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行

い、事業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、市場ごとに、海外の市場動向等の情報に

基づく効率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社へのプロ

モーション活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

 我が国の観光魅力を海外に発信し、訪日旅行の需要を喚起するとともに、訪日旅行商品の開発・

販売を支援する事業を効果的・効率的に実施するため、海外事務所が入手する情報や、本部が実

施する調査結果等を活用し、各市場の具体的なプロモーションの事業計画を策定する。 

 事業実施に当たっては、機構が、民間事業者、地方自治体等との間のコーディネート機能を主導

的に発揮し、事業の効果的実施を図る。 

【年度計画】 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」の指摘等を踏まえ、国が実施するビジット・ジャ

パン事業を通じ、我が国の観光魅力を海外に発信し、訪日旅行の需要を喚起するとともに、訪日旅

行商品の開発・販売を支援する事業を効果的・効率的に実施するため、別添１の各市場別の事業計

画に基づき、ビジット・ジャパン事業の海外現地マネジメント業務等を行う。 

事業実施に当たっては、費用対効果を検証しつつ、ビジット・ジャパン事業が最大限効果を上げる

べく、民間事業者、地方自治体等とも連携して取り組む。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

 各海外市場別にターゲットとなる訪日層の年齢、性別、地域別のプロモーション計画を立て、ビジット・

ジャパン（ＶＪ）事業や機構事業を組み合わせて効果的な事業実施を目指す。その際には、地方運輸局

や自治体、民間等の事業パートナーとの協力連携に努める。 

 

② 当該年度における取組 

機構の海外事務所のネットワークを活用した現地の最新の市場動向・ニーズの継続的な把握、海外

現地メディアを通じた広報活動、日本向けツアーの現地旅行会社による企画・販売促進、一般消費者へ

の観光情報発信等、海外現地発のマーケティング・プロモーション活動を行うとともに、これらの活動を

通じて情報収集・分析した海外訪日旅行市場の最新情報を観光庁にタイムリーに提供し、観光庁が行う

ＶＪ事業の企画・立案業務に貢献した。また、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」の指摘

等を踏まえ、ＶＪ事業の海外現地マネジメント業務を行う等、事業の効果的実施に貢献した。また、地方

自治体、民間事業者等の事業パートナーに対し、海外プロモーション事業を行う上で有益な情報提供や

アドバイスを行い、ＶＪ事業の推進に中核となって貢献した。 
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【参考資料９ ビジット・ジャパン事業の実績】 

 

【ビジット・ジャパン事業における海外マネジメント業務の例】 

 中国における旅行博出展・商談会開催事業 

 旅行博出展計画についての具体的な提案、共同出展者・商談会参加者の呼びかけ、ブース運営、受

託事業者決定までの期間の主催者側との交渉等の業務を実施した。 

 

 豪州における訪日旅行商品の企画・造成・販売担当者等の招請事業 

 招請事業実施計画の具体的提案、参加者の選定・参加案内、航空会社・地方自治体・観光関係施設

等への協力依頼、送客数や広報成果の成果捕捉等の業務を実施した。 
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＞②訪日外国人旅行者誘致のための事業＜ 

 

イ 広告宣伝・メディア広報事業  

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調

査・分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行

い、事業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、各市場ごとに、海外の市場動向等の情

報に基づく効率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社への

プロモーション活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

 各市場のターゲット・セグメントに対する広告宣伝事業では、様々なメディア媒体（ＷＥＢサイト、テ

レビ、新聞・雑誌、等）を効果的に組み合わせることで相乗効果をあげるよう努力する。 

 特に、ＷＥＢサイトを最も重要なマーケティング手段として位置づけ、ＷＥＢサイトの効率的・効果的

な活用を図るとともに、一般消費者、旅行会社、メディア等からの問合せに対してもＷＥＢサイトを最

大限活用し、良質の情報を効率的に提供する。 

 また、訪日旅行者及び海外送客事業者を対象とする情報コンテンツや機能の拡充（訪日旅行者に

関心の高い「食」や「ショッピング」等に関する実用情報、ユーザー参加型機能、言語追加、動画ライ

ブラリ整備等）を行う。 

 メディア広報事業については、海外の有力なメデイア（在日外国人メディアを含む。）に対し、ＷＥＢ

サイトやニュースレターによる日本観光情報の提供等を通して訪日取材を働きかける。 

 訪日取材に際しては、国内マーケットのニーズやツアー造成事業に連動した適切な取材対象の選

定、国内旅行関連業界との協力による取材先のアレンジ、取材経費の一部負担の支援等を行うこと

により、より訪日促進効果の高い記事掲載を促すとともに、ＷＥＢサイトへの誘引を働きかける。 

数値目標 

 中期計画期間中に、機構のＷＥＢサイトのアクセス数を１億ページビューにする。 

【年度計画】 

ターゲット・セグメントに対する広告宣伝事業を訪日需要喚起を目的とするプロモーション事業の

最重要分野と位置付け、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」の指摘等を踏まえ、国

が実施するビジット・ジャパン事業を通じ、様々なメディア媒体（ＷＥＢサイト、テレビ、新聞・雑誌等）を

効果的に組み合わせることで相乗効果を上げるよう、ビジット・ジャパン事業の海外現地マネジメント

業務等を行う。 

特に、ＷＥＢサイトを最も重要なマーケティング手段として位置づけ、ＷＥＢサイトの効率的・効果

的な活用及び各種ソーシャルメディアとの連携を図る。 

海外の有力なメディアに対し、ＷＥＢサイトや海外事務所が発行するニュースレターによる日本観

光情報の提供等を通して訪日取材を働きかける。 

訪日取材に対しては、国内事業パートナー（地方自治体、事業者等）のニーズやビジット・ジャパン

事業で実施するツアー造成事業に連動した適切な取材対象の選定、国内旅行関連業界との協力に
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よる取材先のアレンジ等を行うことにより、より訪日促進効果の高い記事掲載を促す。 

数値目標 

機構のＷＥＢサイトのアクセス数を２億７，２００万ページビュー以上にする。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

中期計画の目標値（１億ページビュー）は平成２１年度に達成（１億８７０万ページビュー）した。中期計

画開始の平成１５年度から平成２３年度の平均の伸び率 （＝前年比３２．２％増）を、平成２３年度実績

（目標設定時点の推計値）に適用した２億７，２００万ページビューを、平成２４年度の目標値として設定

した。 

 

② 実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

【ＷＥＢサイトアクセス数（ページビュー数）】 

平成２４年度の機構が運用するＷＥＢサイト（※）のアクセス数は、平成２３年度実績（２億１，９００万

ページビュー）から４９．１％増の３億２，６６０万ページビューとなり、平成２４年度計画の数値目標であ

る２億７，２００万ページビューを大きく上回った。 

※Ｆａｃｅｂｏｏｋ等、第三者が運用するサイト内で、機構が管理を行うページへのアクセスを含む。 

 

◎ 数値目標の達成状況：ＷＥＢサイトアクセス数（ページビュー数： ｐｖ数） 

中期計画目標値 

（ｐｖ） 

平成２３年度

実績（ｐｖ） 

平成２４年度 

目標値（ｐｖ） 

平成２４年度 

実績（ｐｖ） 

平成２３年度 

に対する増加率 

１億 ２億１，９００万 ２億７，２００万 ３億２，６６０万 ４９．１％増 

【参考資料１０ ＷＥＢサイトの言語／事務所別アクセス数の推移】 

 

取組状況 

（１）  ＳＮＳを通じた情報発信の取組 

世界の登録者数が９億７，０００万人を超え（平成２５年３月末時点）、多くの国で日常の情報交換手段

として利用されているＦａｃｅｂｏｏｋを訪日情報の発信ツールとして活用するため、１３個所（米国、シンガ

ポール、タイ、英国、香港、カナダ、フランス、ドイツ、インド、韓国、豪州、台湾、グローバル）のＦａｃｅｂｏｏ

ｋページからの情報発信を行った。写真を活用した日本の多様な観光魅力の紹介に加え、当該国にお

ける日本フェア等のイベント情報や日本関連のテレビ放映情報等、市場に応じたタイムリーな情報を日

替わりで掲載した結果、平成２５年３月末時点でのファン数は合計約６６万２，０００人に達し、平成２４年

３月時点（約４１万５，０００人）から大幅に増加した。 

また、Ｆａｃｅｂｏｏｋの利用が禁止されている中国向けには、主流ソーシャルメディアである「微博」をプ

ロモーションに活用するため、北京、上海事務所それぞれが「新浪微博」から、日本の観光情報の発信

を行った。 

【参考資料１１ 各市場向けＦａｃｅｂｏｏｋ及び微博の運用状況】 
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（２）  マンスリーウェブマガジン 

訪日旅行需要喚起を念頭に、「日本の今」を伝える旬な情報や日本ならではのクールでユニークなテ

ーマの特集記事を毎月３本程度制作し、「ＪＮＴＯ Ｍｏｎｔｈｌｙ Ｗｅｂｍａｇａｚｉｎｅ」として英語、繁体字（香

港）、繁体字（台湾）、簡体字、韓国語の５言語で発行した。平成２４年度は、スカイツリーや東京駅リニュ

ーアル等の新スポットのリポート、日本の多様な自動販売機、Ｗｉ－Ｆｉ環境利用、便利なコンビニエンス

ストア紹介等、様々なテーマの特集記事を４３本掲載した。 

・ 英語版   http://www.jnto.go.jp/eng/indepth/exotic/JapanesQue/ 

・ 中国語簡体字版  http://www.welcome2japan.cn/indepth/exotic/JapanesQue/ 

・ 中国語繁体字（香港）版 http://www.welcome2japan.hk/indepth/exotic/JapanesQue/ 

・ 中国語繁体字（台湾）版 http://www.welcome2japan.tw/indepth/exotic/JapanesQue/ 

・ 韓国語版  http://www.welcometojapan.or.kr/indepth/exotic/JapanesQue/ 

【参考資料１２ マンスリーウェブマガジンの事例】 

 

（３）  スマートデバイス向け情報を国際会議でも活用 

世界中でスマートフォンやタブレット等の利用者が急増しており、こうしたスマートデバイスを持参して

訪日する旅行者向けに、宿泊施設や飲食店の情報検索サービスを英語、中国語（繁体、簡体）、韓国語

の４言語で運用した（スマートデバイス版サイト：http://m.japan.travel）。平成２４年度は実用情報を更に

充実させるため、スマートデバイスのＧＰＳ機能を活用して外国人旅行者が一人歩き可能なウォーキン

グガイドコンテンツを、東京、京都周辺の主要観光地周辺で４５コース整備した。 

また、平成２４年１０月に開催された国際通貨基金（ＩＭＦ）・世界銀行総会では、会場や宿泊施設等多

くの場所でＷｉ－Ｆｉの環境整備が行われ、スマートフォン、タブレット端末の利用が予想されたことから、

参加者による観光情報取得や飲食店検索等をサポートするため、東京周辺に特化した情報をｉＰｈｏｎｅ、

Ａｎｄｒｏｉｄアプリ経由で利用可能なサービスを観光庁と連携して提供した（アプリ制作は観光庁）。 

【参考資料１３ スマートデバイスによる情報提供事例】 

 

（４）  安全・安心情報の継続的な発信 

東日本大震災後の日本国内における放射線量データ等の客観情報については、平成２３年度当初か

ら継続的に提供を行ってきたところであるが、福島第一原子力発電所事故による放射線汚染に関する

懸念が一部市場で未だに根強いことから、世界主要都市の放射線量、国内主要都市の放射線量及び

福島第一原子力発電所からの距離等の情報を一枚の地図上でわかりやすく集約・整理した資料を英語、

中国語（繁体字、簡体字）、韓国語の４言語で新たに制作し、定期的に掲載情報の更新を行った。 

【参考資料１４ 安全・安心情報の発信事例】 

 

（５）  メディア向け広報活動 

旅行目的地としての日本の認知度を向上させ、訪日旅行意欲を醸成するため、次の事業を実施した。 
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事業の内容 
実施件数 

記事掲載・番組放映

件数※ 

海外有力メディア関係者の訪日取材協力 
９８件 ２８４件 

海外事務所のニュースレター発行、情報提供、各種

アレンジ等による訪日旅行情報の提供 

３９４件 

（ニュースレター類の

発行件数のみ） 

１，６１９件 

ＶＪ事業での招請・取材協力 
６７件 １５９件 

※記事掲載・番組放映件数は平成２４年度中に掲載・放映を確認した件数である。 

 

各海外事務所におけるニュースレター発行等の情報提供活動、並びに有力メディアに対する訪日取

材の働きかけ等の的確なセールス活動が奏功した結果、全体で２，０６２件ものメディアへの露出が実

現した（広告費換算額は約２５１億円）。 

                  【参考資料１５ メディア取材支援実績の内訳】 

【参考資料１６ 海外事務所発行のニュースレターの例（ニューヨーク事務所発行）】 

 

【メディア訪日取材支援活動の主な実績】 

＜中国＞ 

 上海から、テレビ番組、旅行専門誌、旅行ＷＥＢサイト、旅行アプリの複合媒体である「旅行者」グ

ループを招請し、東京での個人旅行をテーマにした取材支援を行った結果、上海の主要テレビ局

である上海電視台の旅行番組「旅行者」での３０分番組８回放映、旅行専門誌「旅行者」（発行部数

６０万部）での１００ページの東京特集記事掲載、ＷＥＢサイト上での東京特集掲載、スマートフォン

向けアプリの公開がなされ、個人旅行需要が高まりつつある上海地域での効果的な情報発信につ

ながった。 

 

＜香港＞ 

 平成２４年度ＶＪ事業において、レジャー誌４社（Ｎｅｘｔ Ｍａｇａｚｉｎｅ（発行部数１４万部）、 

Ｕ－Ｍａｇａｚｉｎｅ（発行部数１０万部）、Ｗｅｅｋｅｎｄ Ｗｅｅｋｌｙ（発行部数９万部）、Ｍｉｎ Ｐａｏ Ｗｅｅｋ

（発行部数１０万部）を招請し、国内視察を実施した。香港市場のプロモーションテーマであるレンタ

カーや鉄道を活用した自由な旅行でしか楽しむことができない上質な食、旅館、体験プログラム等、

香港人に新しい訪日旅行のスタイルを取材し、その浸透を図った。 

 

＜台湾＞ 

 人気旅行番組「食尚玩家」及び「愛玩客」の訪日取材支援を実施した。日本のトレンド情報がいち早

く広まる台湾においては、新規オープンの商業・観光施設や食への関心も非常に高く、東京の新た

な観光スポットや大阪・京都等での具体的な食体験の提案、新潟でのスキー体験等最新の観光魅
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力をふんだんに取り上げた１時間番組が数本制作され、台湾からの更なるリピーター獲得に向け

て有効なＰＲとなった。 

 

＜韓国＞ 

 ＭＢＣの「金曜ワイド」大阪編の取材を支援した。家族旅行向けに大阪の魅力を提案し、震災の影

響からの回復が遅い家族層への訴求を行うとともに、韓国市場におけるＶＪ事業に共通で使用して

いるキャンペーン・ロゴを露出し、プレゼンスを高めた。 

 

 ＳＢＳのニュース・情報番組「生活経済」の取材を支援した。格安航空会社（ＬＣＣ）や割引パスを利

用した低廉な訪日旅行を紹介することで、今までの「お金のかかる訪日旅行」というイメージを払拭

し、安価に楽しめる日本のイメージを浸透させることに貢献した。 

 

 アシアナ航空、チェジュ航空とのタイアップにより、有名俳優、写真家、詩人の東京、九州、北海道

取材と旅行記の執筆を支援した。旅行記は各航空会社及びＶＪのＷＥＢサイトに掲載され、平常通

りの日本をＰＲすることで震災の風評被害の払拭を図った。 

 

 人気ガイドブック「クローズアップ大阪」（発行部数５，０００部）の取材支援を行った。ガイドは大阪

の定番ガイドブックとして好評を博し、出版後５刷まで増刷された。 

 

＜シンガポール＞ 

 シンガポールの人気タレント、ジョアンが出演するテレビ番組「Ｋａｗａｉｉ ｓｔｙｌｅ」において仙台市を中

心とした東北地方の魅力を紹介する際、取材支援を行った。人気タレントが東北地方を楽しむ様子

が放映され、仙台を中心とした東北の観光魅力が若年層にも効果的に伝わり、放射能に関する風

評被害の払拭にも役立った。放映番組の一部はシンガポールでのＶＪ事業Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒで

も活用された。 

 

＜タイ＞ 

 タイでは、緑茶ブームを背景に富士山と茶畑の写真が広告等で使用されて人気となっており、「茶

畑に行ってみたい」という問い合わせも増えている。こうした市場のニーズを捉えて、旅行雑誌 

「ｈｏｎｅｙｍｏｏｎ＋ｔｒａｖｅｌ」（発行部数８万部）の取材支援を行い、緑茶の種類、生産の仕方、楽しみ

方等に加え、茶畑を見ることができる地域の観光地もあわせて紹介し、旅行目的地としての日本を

大いにアピールすることに成功した。 

 

 テレビ番組「Ｊａｐａｎ Ｘ」の取材支援を行った。公共交通機関や外国人案内所の活用方法等、ＦＩＴ

旅行者向けの実践的な内容で構成され、タイからのＦＩＴ旅行者増加に寄与した。 

 

＜マレーシア＞ 
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 Ａｉｒ Ａｓｉａ Ｘとの協力でＡｓｔｒｏ ＴＶのテレビ番組「Ｊｅｊａｋ Ｊｅｐｕｎ Ｂｅｒｓａｍａ Ｚｉｚａｎ」の取材支援

を行った。Ａｉｒ Ａｓｉａ Ｘの就航する羽田空港や関西空港周辺の観光地を紹介し、安価に楽しめる

楽しい日本旅行をアピールした。 

 

＜インド＞ 

 今後日本でインドのボリウッド映画を撮影してもらうため、ボリウッド界を代表する映画関係者をＶＪ

事業の一環として招請し、神戸、大阪、京都、東京での撮影ロケ地視察を行うとともに、ボリウッド

関係のメディアも招請し、映画ロケ地としての日本をＰＲした。 

 

＜米国＞ 

 Ｔｈｅ Ｗａｌｌ Ｓｔｒｅｅｔ Ｊｏｕｒｎａｌ（発行部数２３０万部）に対し、取材先の提案・仲介等の支援を行った。

記者は、屋久島、指宿、箱根、軽井沢を訪れ、各地に点在する天然温泉を通じた日本の温泉文化

を取材した。成果記事は同紙の旅行セクション及びオンライン版に掲載され、高学歴、高所得層の

需要喚起につながった。 

 

 ＣＢＳテレビのリアリティ番組「Ａｍａｚｉｎｇ Ｒａｃｅ」に対し、ロケ地の提案、取材先の仲介等の支援

を行った。大阪、広島を中心に取材が行われ、大阪では大阪城、梅田スカイビル、広島では平和

記念公園、厳島神社等を訪れた。ＣＢＳの他、世界各国の同局のネットワークで放映され、推定で

１，１００万人以上が視聴し、外国旅行先としての日本の需要喚起につながった。 

 

＜カナダ＞ 

 小説家、ノンフィクションライター、シナリオライターという多様な顔を持つカナダ人旅行ジャーナリス

ト、ウィル・エイケン氏の訪日取材に際し、日本滞在時の取材支援を行った。取材の成果として、エ

ア・カナダ機内誌「ｅｎＲｏｕｔｅ」（発行部数１２万部）に９ページにわたって、阪神・淡路大震災から復

興した神戸の記事がファッション、デザインを切り口として掲載された。 

 

＜豪州＞ 

 オーストラリアの３大民放の一つであるＣＨ１０のテレビ番組「Ｔｈｅ Ｌｉｖｉｎｇ Ｒｏｏｍ」の訪日ロケの

支援に当たり、東京、岡山、長野を取材し、日本の伝統文化やお祭、食の魅力等を多面的に紹介し

た。番組では、岡山の西大寺会陽（裸祭り）に司会者が参加する様子や、地獄谷の「スノーモンキ

ー」の映像も放映された。 

 

 世界各国で放映されているＮａｔｉｏｎａｌ Ｇｅｏｇｒａｐｈｉｃ Ａｄｖｅｎｔｕｒｅ ＣｈａｎｎｅｌのＷｏｒｌｄ Ｔｒａｖｅｌｌｅｒ

の豪州版の訪日ロケを支援したことにより、東京、京都、伊豆での取材が実現し、日本の伝統文化

の魅力やアウトドア・アクティビティが紹介された。取材内容は有力紙Ｓｕｎｄａｙ Ｔｅｌｅｇｒａｐｈ  

Ｅｓｃａｐｅの旅行記事としても紹介され、大きな宣伝効果が得られた。 
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＜英国＞ 

 長年ＢＢＣのテレビやラジオで活躍してきた著名ジャーナリストＤａｍｅ Ｊｏａｎ Ｂａｋｅｗｅｌｌ氏の訪日

取材を支援した。８０歳近い同記者と１８歳の孫が楽しむ日本旅行というテーマで京都、奈良、高山、

宮島等を取材し、高級紙Ｔｅｌｅｇｒａｐｈの旅行欄の１面に、挿絵を交えた日本の紹介記事が掲載され、

旅行地としての日本を効果的にＰＲできた。 

 

＜フランス＞ 

 旅行ガイド「ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン」が改訂第３版の取材に協力し、新たに鎌倉が「わ

ざわざ旅行する価値がある」を意味する三つ星（★★★）となった他、「近くにいれば寄り道をして訪

れるべき場所」を意味する二つ星（★★）に東京スカイツリー、三浦半島、城ケ島、天橋立、丹後の

景観、城崎温泉等合計４１カ所が新たに掲載された。 

 

 国営テレビＦｒａｎｃｅ ５の人気旅行番組「Ｅｃｈａｐｐｅｅｓ Ｂｅｌｌｅｓ」の取材協力を行い、知名度の高い

東京の最新スポットやトレンドに加え、京都、奈良、和歌山等伝統的な日本を紹介する番組が放映

された。フランスではまだ知名度の低い三重や四国も紹介され、日本の地方の魅力の更なるＰＲに

つながった。 

 

＜ドイツ＞ 

 ルフトハンザドイツ航空の機内誌「Ｌｕｆｔｈａｎｓａ Ｍａｇａｚｉｎ」の訪日取材を支援した。東京、松本、輪

島、金沢から大阪へ抜けるコースを取材し、取材中に撮影した写真をふんだんに使用した１２ペー

ジの日本特集が、成果として同誌に掲載された。同機内誌は１日１，７００便以上飛んでいるルフト

ハンザ全フライトに搭載されており、記事は大勢の旅客の目に触れることとなった。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

韓国で最も評価の高い業界向け媒体である「旅行新聞」が主催し、業界キーパーソンの投票で選定す

る「２０１２真のパートナー観光局」の１位に機構が選出された。 
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＞②訪日外国人旅行者誘致のための事業＜ 

 

ウ 訪日旅行商品の造成・販売支援 

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調査・

分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行い、事

業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、市場ごとに、海外の市場動向等の情報に基づく効

率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社へのプロモーション

活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

海外の旅行会社の訪日旅行商品造成を支援するため、情報提供・コンサルティング、旅行博覧会や

展示会等への出展、有力旅行会社の日本への招請、日本における商談会の開催等の支援を行う。ま

た、民間競争入札の導入等により、可能な限り民間委託を推進するとともに、一般消費者向けに日本の

観光宣伝をあわせて行う際には、地方自治体、民間事業者等と連携することで、効率的・効果的な事業

展開を図るべく努力する。 

また、機構が主催する研修・セミナーの実施、現地旅行会社との共同広告、有力な訪日旅行販売担

当となる可能性のあるＪＴＳ（Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ）育成事業等により現地旅行会社の訪日旅行

商品販売活動を支援する。 

数値目標 

中期目標期間中に、機構が造成・販売支援を行った旅行商品により訪日した外国人旅行者の数を６０

万人とする。 

【年度計画】 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」の指摘等を踏まえ、海外現地実施本部の役割を

担い、海外での旅行見本市への出展や海外旅行会社の招請等のビジット・ジャパン事業の海外現地マ

ネジメント業務等を行う。 

数値目標 

機構が造成・販売支援を行った旅行商品により訪日した外国人旅行者の数を６０万人とする。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

東日本大震災の影響からの回復状況を勘案し、機構が造成・販売支援を行った旅行商品により外国

人旅行者の数の目標数値を中期目標と同じ６０万人に設定した。 

 

② 実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

【機構支援の旅行商品により訪日した外国人旅行者の数】 

数値目標 平成２４年度実績 

６０万人 ６４万８，７２３人  
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 平成２３年３月に東日本大震災が発生し、平成２３年の訪日旅行者数は前年比２７．８％減となる等、

過去２番目の減少を記録するという多大な影響を与えた。しかし、震災直後から機構が実施してきた正

確な情報発信や官民一体となった訪日プロモーション事業が奏功し、平成２４年の訪日旅行者数は震災

前の水準に回復している。こうした訪日旅行市場の回復を背景に、平成２４年度に機構が造成・販売支

援を行った旅行商品により外国人旅行者の数は、目標の６０万人を上回る６４万８，７２３人となった。 

 

取組状況 

（１） 訪日ツアー開発・造成支援事業の実施 

機構は訪日旅行者の増加を目指して、ＶＪ事業の海外現地マネジメント業務等を通じて、旅行会社の

訪日旅行商品造成や販売活動を支援した。主な実績は次のとおり。 

 

【訪日旅行商品の造成・販売活動支援の主な実績】 

＜中国＞ 

 中国で旅行会社等対策事業 ―機構独自／ＶＪ複合事業 

 訪日旅行販売支援を目的に、機構独自事業として、平成２４年６月１日～８月３１日の３カ月間、北京市、

上海市、広東省の大手旅行会社１８社を対象に、夏季セールスコンテストを実施した。また、ＶＪ事業の

一環で、同コンテストで訪日旅行商品の販売成績上位者３５名を北海道と東京に招請し、現地視察研修

を実施したことにより、販売員の販売意欲向上を図った。 

 

＜香港＞ 

 香港で訪日旅行販売キャンペーン実施 －ＶＪ事業 

平成２４年１０月～１１月にかけて香港でＦＩＴ旅行を取り扱う旅行会社４社とタイアップを行い、「Ｂｕｙ 

３ Ｇｅｔ １ Ｆｒｅｅ」（４人同時に訪日旅行商品を申し込んだ場合、４人目が無料）キャンペーンを実施した。

円高の影響で旅行代金や訪日後の滞在費が割高で旅行先として日本を敬遠する傾向があった為、閑

散期対策として訪日旅行に積極的であった旅行会社に協力を要請し、商品造成に至った。香港内でも話

題となり、設定枠をすぐに完売する旅行会社もあり、その後の関連商品の販売増に繋がった。 

 

＜韓国＞ 

 韓国で旅行会社と共同広告を実施 －ＶＪ事業 

韓国市場において非常に効果的な媒体であるテレビショッピングを活用し、平成２４年７月～平成２５

年３月までの間、旅行会社等との共同広告を実施し、訪日ツアーを２７本造成、約１万６，０００人を送客

した。また夏の旅行シーズンを前に韓国の大手旅行会社３社と北海道へのチャーター便の共同広告を

実施し、６，３１５人の送客に成功した。 

 

 韓国でテーマ別の共同広告を実施 －ＶＪ事業 
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「富裕層対策」「週休２日制需要対策」「紅葉ツアー商品販売促進」「スポーツ需要取り込み」という４つ

のテーマを設け、旅行会社との共同広告を実施した。訪日韓国人旅行者は昨年９月以降回復傾向を見

せていたため、時期をとらえた事業とし、本事業を通じて１万５，６８０人の送客を達成した。 

 

＜フィリピン＞ 

 マニラで旅行フェア出展 －ＶＪ事業 

平成２５年２月１４日～１７日、フィリピンにて開催された「Ｔｒａｖｅｌ Ｔｏｕｒ Ｅｘｐｏ ２０１３」にＶＪ事業の

一環としてジャパンパビリオンを出展した。フィリピンで訪日旅行を取り扱う主要旅行会社２社が出展して

訪日旅行商品の販売を行うとともに、日本から出展した観光施設２社と協力して訪日旅行関連の情報発

信を行った。フェアの推定来場者数は８万人を超え、訪日旅行の需要喚起に貢献した。 

 

＜インドネシア＞ 

 インドネシアで旅行フェア出展 －ＶＪ事業 

平成２４年９月２３日～３０日、ジャカルタにて開催された「ジャカルタ日本祭り」にＶＪ事業の一環として

ジャパンパビリオンを出展した。日本から６団体、インドネシアから４団体が出展し、訪日ターゲット層で

ある富裕層に向けて日本の魅力をアピールした。日本祭りへの推定来場者数は３万人を超え、訪日旅

行の需要喚起に貢献した。 

 

＜シンガポール＞ 

 シンガポールで訪日旅行に特化した旅行フェアを開催 －ＶＪ事業 

平成２４年１０月５日～７日の３日間、シンガポール随一の商業街、オーチャードロードに位置するシン

ガポール高島屋で、訪日旅行に特化した旅行フェアを開催した。昨年に続き第２回目の開催となり、現

地旅行会社による訪日旅行販売ブース、日本側観光関連団体による情報発信ブース、日本文化等を紹

介するイベントステージ等により、訪日意欲を促進した。フェアの推定来場者数は５万人となり、訪日旅

行の需要喚起に貢献した。 

 

 シンガポールで旅行フェア「ＮＡＴＡＳ Ｔｒａｖｅｌ２０１３」に出展 －ＶＪ事業 

平成２５年２月２２日～２４日の３日間、シンガポールで開催された「ＮＡＴＡＳ Ｔｒａｖｅｌ２０１３」にＶＪ事

業の一環としてジャパンパビリオンを出展した。日本からは１４団体が出展をした。フェアの来場者数は

５万３，０００人を超え、日本の魅力を発信するとともに訪日旅行の需要喚起に貢献した。 

 

＜タイ＞ 

 タイで旅行フェア出展 －ＶＪ事業 

平成２５年２月１４日～１７日、バンコクにて開催された「Ｔｈａｉ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒ ２０１３」

にＶＪ事業の一環としてジャパンパビリオンを出展した。日本からの出展団体は、３１団体４４ブースとな

り、桜の共通装飾やステージイベント等を通じて日本のＰＲに努めた。 

 



 47

 タイで個人旅行者向け旅行フェアを開催 －ＶＪ事業 

平成２４年７月２０日～２２日、一昨年オープンしたばかりのバンコクの商業施設「ターミナル２１」にて、

成長著しい個人旅行者の需要を取り込むため個人旅行者向け旅行フェア「Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ＦＩＴ Ｔｒａｖｅｌ 

Ｆａｉｒ」を開催した。日本から９団体、タイからも９団体が出展し、日本の魅力をアピールした。 

 

＜マレーシア＞ 

 マレーシアで旅行フェア出展 －ＶＪ事業 

平成２５年３月１５日～１７日、クアラルンプールにて開催された「ＭＡＴＴＡ Ｆａｉｒ Ｋｕａｌａ Ｌｕｍｐｕｒ ２

０１３」にＶＪ事業の一環としてジャパンパビリオンを出展した。日本からの出展団体は１０団体１４デスク

となり、同フェアとしては過去最高となる１０万人の来場者に対して、日本のＰＲに努めた。 

 

＜米国＞ 

 米国の旅行会社に対し沖縄へのツアー造成実績に協力 －ＶＪ事業 

米国東海岸の大手ツアーオペレーターＦｒｉｅｎｄｌｙ Ｐｌａｎｅｔ社の新商品造成を支援するため、同社の日

本商品広告に協力した。平成２３年は震災の影響により造成が一旦中止となったが、平成２３年３月にＪ

ａｐａｎ Ｐａｎｏｒａｍａ及びＴｏｋｙｏ Ｅｘｐｒｅｓｓの廉価商品を造成し、その特別価格により大きな反響を呼ん

だ。（３月に機構との共同広告をはじめとした大々的なプロモーションを行い、２００人以上を集客。）さら

に新たな取組として閑散期の冬季に上記２商品に加えて、機構から提案した沖縄と東京、北京を組み合

わせた商品を造成・販売した。その結果、震災の年に落ち込んでいた同社の訪日客の送客数が大幅に

改善した。 

 

＜豪州＞ 

 豪州で旅行会社招請事業を実施 －ＶＪ事業 

旅行会社８社の訪日視察支援を実施し、そのうち２社から計１１本の新規造成ツアーが組まれ、送客

数は１，６４８人に上った。その他、平成２４年１０月に九州（福岡、鹿児島、宮崎、熊本）の新規旅行商品

造成を目的に、視察旅行を実施した。また、平成２５年１月には、東京、京都、大阪での富裕層をターゲ

ットとした商品造成のための視察旅行を実施し、５社が参加した。今後このエリアの新規ツアーの造成及

び販売が期待できる。 

 

＜英国＞ 

 英国で旅行会社・航空会社の招請事業を実施 －ＶＪ事業 

平成２４年１０月から平成２５年２月にかけて、ＪＡＬ、ＡＮＡ、Ｔｈｏｍａｓ Ｃｏｏｋ Ｔｏｕｒｓ、 Ｉｎｓｉｄｅ Ｊａｐ

ａｎ Ｔｏｕｒｓ等の航空会社・旅行会社と共同で、英国の有力媒体を用いて、航空会社の割引航空運賃や

旅行会社の特別商品を宣伝する広告を集中的に実施した。 

 

＜フランス＞ 

 航空会社と共同プロモーション －ＶＪ事業 
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平成２４年１１月、日本へのプロモーションに積極的なオーストリア航空と共同で、地下鉄プラットフォ

ーム（１１月５日～１１日）及び有力オンライン旅行サイトＯｐｏｄｏを活用して、同社の割引航空運賃を宣

伝する広告を実施した。インパクトのある地下鉄広告を通じて日本への関心を喚起することができた。 

 

 大手旅行会社と共同プロモーション －ＶＪ事業 

平成２５年１月２９日～２月４日にかけて、フランスの大手旅行会社Ｖｉｓｉｔｅｕｒｓ社と共同で、オンライン

会員制旅行サイトＶｏｙａｇｅ Ｐｒｉｖｅを活用したプロモーションを実施した。Ｖｉｓｉｔｅｕｒｓが造成した魅力的な

価格の訪日商品を会員向けニュースレター及びＷＥＢサイトでＰＲした。 

 

 食を切り口とした官民一体のプロモーションの実施 －ＶＪ事業 

平成２５年１月１７日～３月１６日にかけて、日本食レストラン等を活用したプロモーションを実施した。

特設サイト上では、食をテーマにした地方のモデルルートの紹介の他、航空会社やホテル、旅行会社等

からの協力を得て造成した訪日旅行商品が当たる懸賞企画、日本食レストランや企業等の協力による

抽選会、さらには２月８日～９日に実施した一般消費者向けのイベントの告知等を実施し、地方の魅力

紹介につなげた。 

 

＜ドイツ＞ 

 ドイツで航空会社とＰＲキャンペーン実施－ＶＪ事業 

平成２４年１１月４日から平成２５年３月２７日にかけて、日本への経由便として認知度が定着しつつあ

る中華航空（ＣＩ）と共同で、ドイツの有力誌３誌、オンライン広告及びドイツ国内主要地下鉄駅動画広告

を用いて、中華航空の割引航空運賃を宣伝する広告を集中的に実施した。 

 

＜カナダ＞ 

 カナダで機内プロモーションを展開 －ＶＪ事業 

エア・カナダ及び有力旅行会社４社と連携し、平成２４年１１月から平成２５年２月にかけて、エア・カナ

ダの乗客を対象に機内プロモーションを展開した。機内誌『ｅｎＲｏｕｔｅ』（１１月号、１２月号、１月号、２月

号）に１ページ広告を掲載して、旅行目的地としての日本の認知度向上を図った。なお、訪日旅行が当

たる懸賞企画への応募者数は７，７８５人にのぼった。 

 

 

【欧州３市場（フランス、スペイン、イタリア）での旅行会社対象人材育成プログラムの実施】 

－機構独自事業 

 フランスでは平成２４年１０月～平成２５年３月にかけて、仏系大手旅行会社ＡＳＩＡ社が主催するフ

ランス各地（合計６都市）でのセミナーや、仏系大手旅行会社Ｊｅｔ Ｔｏｕｒｓ／Ｔｈｏｍａｓ Ｃｏｏｋ社が

主催するパリでのセミナーに参加し、来場した旅行代理店職員３６７名に対して日本についての一

般及び最新情報について説明した。 
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 イタリアでは平成２５年３月６日～７日に、北部イタリアのトリノとパドヴァで、事業パートナー（自治

体、旅行会社、航空会社）１３社及び在イタリア日本国大使館の協力を得て、旅行代理店職員合計

１５２名を対象にしたセミナーを主催した。前半は各サプライヤーと来場者との商談会、後半は機構

による日本のプレゼンテーションを実施し、訪日旅行販売に必要な情報の提供に努めた。 

 

 スペインでは平成２５年３月５日～７日は西系大手旅行会社Ｂａｒｃｅｌｏ Ｖｉａｊｅｓ／Ｌａ Ｃｕａｒｔａ Ｉｓｌａ

とマドリッド、バルセロナ、ビルバオの３都市、１３日～１４日は西系大手旅行会社ＴＵＩ Ａｍｂａｓｓａｄ

ｏｒ Ｔｏｕｒｓとバルセロナ、マドリッドの２都市で訪日セミナーを開催した。各社の商品を取り扱う旅行

代理店合計１６０名に対してプレゼンテーションを実施し、訪日旅行を販売する上で必要な情報に

ついて周知した。 

 

【Ｅラーニング事業（旅行会社対象人材育成プログラム）の実施】 －機構独自事業 

＜中国＞ 

旅行会社の訪日旅行商品販売・企画担当者を対象に、インターネットを通じて学習できる「訪日旅行

スペシャリスト育成Ｅラーニング」を開講した。訪日旅行基礎知識の習得を目的としたレベルⅠは５００名、

個人観光旅行手配に有用な内容を盛り込んだレベルⅡは４４８名が受講した。うち「訪日旅行スペシャリ

スト（ＪＴＳ）」として認定を受けた人数は、レベルⅠで４２１名、Ⅱで３４０名のあわせて７６１名となった。ま

た、レベルⅠ認定者から成績優秀者７０名を対象に、ツアー販売スキルの向上を図ることを目的とした

「訪日招請研修事業」をＶＪ事業の一環として実施した。 

 

＜米国＞ 

日本向け旅行商品を扱う旅行会社（リテーラーエージェント）を対象に、日本各地の観光情報・トピック

ス、顧客に対するセールスポイント等に関する知識の習得を目的としたＥラーニング「Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｓ

ｐｅｃｉａｌｉｓｔ （ＪＴＳ）」事業を実施し、平成２４年度に新たに３４０名がＪＴＳに認定された。 

 

＜英国＞ 

旅行会社社員が訪日旅行商品販売にかかる知識を身につけ、旅行商品の販売増を図るため、Ｅラー

ニング事業を行った。平成２４年度には、受講者が新たに２３４名増えて１，３３４名となり、うち５６７名が

修了し、ＪＴＳに認定された。  

 

＜ロシア＞ 

平成２３年度に構築したロシア市場向けのＥラーニングシステム（基本６コース）をロシア旅行業関係

者に周知し、１００名以上の旅行会社社員が受講した。 

 

＜フランス＞ 
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フランスのＥラーニング事業では、基礎情報、ゴールデンルートに関する初級コースに加え、平成２２

年度に３つの新規中級コースを作成した。中級コース修了者を含めて、平成２４年度末時点で受講者総

数は３，２２９名、新たに修了した２９７名をＪＴＳとして認定した。 

 

＜ドイツ＞ 

ドイツでは、平成１８年度よりＥラーニング事業を開始した。ドイツ観光研究所（ＤＴＩ）をプラットフォーム

に初年度より実施の第１コース（初級）、平成１９年度より実施の第２コース（中級）、第３コース（上級）、

平成２０年度より実施の世界遺産に特化した第４コースの計４コースで実施し、平成２４年度末の受講者

総数は制限いっぱいの延べ７，０６４名、修了者累計は前年度より５名増えて４，４１３名となった。その

ためプラットフォームを変更し、平成２３年度末、新たに業界誌ＦＶＷが実施するＥラーニングに日本コー

スを開設し、開設以来１年で修了者数は延べ１，２３６名を記録している。 

 

＜豪州＞ 

豪州では、平成２４年８月と平成２５年２月に訪日旅行商品を取り扱う旅行会社を対象にイントラネット

を活用したＥラーニングを実施した。３，５００店舗以上の１万２，０００人以上の旅行コンサルタント向け

に訪日に関する基本情報が配信され、約５００名のコンサルタントがＥラーニングを受講した。 

 

＜カナダ＞ 

カナダでは、訪日旅行商品を扱う旅行会社の社員を中心に、訪日旅行に関する知識の習得を目的と

して英語と仏語によるＥラーニング事業を実施している。平成２４年度には同研修プログラムを修了し、

新たにＪＴＳとして１１６名（英語によるＪＴＳ認定者：８８名、仏語によるＪＴＳ認定者：２８名）が認定され

た。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

【英国の権威ある観光地ランキングで日本が高評価】 

英国で最も権威ある旅行賞の１つガーディアン・トラベル・アワードにおいて、東京が海外都市別部門

で第１位、日本が長距離国別部門で第１位となり、長距離国別及び海外都市別部門の双方で第１位に

選出される快挙となった。全２２部門の各賞は、いずれも読者の満足度投票で決定され、東京の満足度

は９６．８％、日本の満足度は９８．６％と、いずれも高評価を獲得した。 
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（２）国内受入体制整備支援業務 

＞①観光案内所の整備支援業務＜ 

 

【中期目標】 

観光案内所の整備支援事業や通訳案内士試験業務について、地方自治体や関係団体、外国人旅行

者等のニーズの把握に努めるとともに、ニーズに応じた効率的・効果的な事業の展開を図る。 

【中期計画】 

外国語対応可能な観光案内所の整備を支援するために、機構のビジット・ジャパン案内所に加入した

観光案内所に対し外国人対応に関するノウハウを提供する等の支援を行い、観光立国推進基本計画

に掲げられている「平成２３年度までにビジット・ジャパン案内所の数を３００箇所とする」目標の実現に

国土交通省と協力して取り組むとともに、案内所の提供するサービスの質の向上に努める。 

 ビジット・ジャパン案内所指定・支援業務については、地方運輸局や地方自治体、業界団体等関係機

関との役割分担や各案内所に求められるサービス内容を踏まえ、中期目標期間終了時までに事業の

在り方を検討する。 

 ツーリスト・インフォメーション・センター（以下、「ＴＩＣ」という。）は、ＴＩＣを利用する訪日外客の動向、ニ

ーズ等に関する情報を随時把握し、ＴＩＣに求められるサービス内容を踏まえつつ、その情報を海外宣伝

事務所、地方公共団体、民間事業者等にフィードバックするためのアンテナショップとしての機能を積極

的に果たしていく。 また、ＴＩＣは最新日本観光情報の収集・整備を行い、海外事務所及びＴＩＣを訪れる

外国人旅行者や、ビジット・ジャパン案内所に提供する情報収集整備機能を果たす。 

【年度計画】 

外国語対応可能な観光案内所の整備を支援するために、ビジット・ジャパン案内所に加入した観光案

内所に対し外国人対応に関するノウハウを提供するなどの支援を行い、観光立国推進基本計画に掲げ

られている「平成２３年度までにビジット・ジャパン案内所の数を３００箇所とする」目標を達成したところ

であるが、平成２４年４月から導入される新たな外国人観光案内所の認定制度における認定・支援を通

じ、引き続き指定案内所の増加に観光庁と協力して取り組むとともに、案内所の提供するサービスの質

の向上に努める。また、観光庁が進めている案内所のＩＣＴ化についても協力する。 

ツーリスト・インフォメーション・センター（以下「ＴＩＣ」という。）は、「独立行政法人の事務・事業の見直

しの基本方針」の指摘等を踏まえ、平成２４年に１ 月から民間委託を開始したところであるが、その際、

ＴＩＣを利用する訪日外客の動向、ニーズ等に関する情報を把握し、それらの情報を機構の海外事務

所、地方自治体、民間事業者等にフィードバックすることで、訪日外国人旅行者のニーズを探るアンテナ

ショップとしての機能を積極的に果たすとともに、海外にむけた積極的な広報活動等を行う。また、最新

の日本観光情報の収集・整備を行い、海外事務所及びＴＩＣを訪れる外国人旅行者や、ビジット・ジャパ

ン案内所に提供する。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

新たな観光立国推進基本計画に基づき、観光の裾野の拡大と観光の質の向上を目指すことを念頭に、

訪日外国人旅行者の受入環境整備の一環として、観光庁が定めた「外国人観光案内所の設置・運営の
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あり方指針（平成２４年１月）」（以下、「指針」という。）に基づき、観光庁と連携協力しつつ、全国の外国

人観光案内所の新たな認定制度を導入し、案内所の提供するサービスの質の維持・向上が図られ、外

国人旅行者の利便性や満足度の向上につながることを目指す。 

 

② 当該年度における取組 

（１）  外国人観光案内所の質の向上と機能強化 

【新たな外国人観光案内所認定制度に基づく外国人案内所の認定・支援】 

訪日外国人３，０００万人時代を見据え、外国人旅行者がより安心して旅行することができる環境づく

りが求められている中、指針に従い、全国の外国人観光案内所を立地や機能等により３つのカテゴリー

及びパートナー施設に区分し、３年毎の更新制とすることにより、案内所の質の向上・質の担保を図る目

的で、平成２４年度に新たな外国人観光案内所認定制度を導入し、「ＪＮＴＯ認定外国人観光案内所」と

して３４２カ所の案内所を新たに認定した。 

 

【外国人観光案内所ネットワークの充実に向けた取組】 

 この認定制度の下、外国人観光案内所ネットワークの充実に取り組んだ結果、「ＪＮＴＯ認定外国人

観光案内所」数が平成２４年３月末の３１３箇所から平成２５年３月末には３４２箇所に増大した。 

 認定観光案内所のサービスの質の向上を目的として、外国人旅行者への案内業務に役立つ情報

をまとめた「ビジット・ジャパン案内所通信」を全国の認定案内所やその運営主体等に配信した（計

２４回）。 

 全国各地の認定案内所スタッフを対象に、平成２５年２月２１日、２２日の両日、東京都内で平成２４

年度ビジット・ジャパン案内所研修会を実施した（参加者：１６１人）。 

 外国人観光案内所の提供するサービスの質の向上に必要な助言・サポートを行うこと等を目的とし

て、平成２５年３月、九州地方及び中国・四国地方の認定案内所の実態調査を実施した。 

 

（２）  ＴＩＣの運営・取組について 

 外国人旅行者に対するサービス提供においては、全国の観光案内所のリード役として、機構が保

有する全国の観光情報等を活かしつつ多言語（英中韓）で対応、情報発信を年中無休で行った。 

 ＴＩＣ来訪者統計や案内事例を観光庁や機構内で共有し、来訪者の状況や案内事例を、「ビジット・

ジャパン案内所通信」や機構のメールマガジンを通じて地方自治体、民間事業者等へ情報提供し、

アンテナショップとしての機能を積極的に果たしている。 

 全国の主要なイベント情報や外客から頻繁に問い合わせのある情報に関しては、ＴＩＣにおいて情

報収集と資料作成を行い、ＴＩＣを訪れる外国人旅行者にタイムリーに提供する他、機構海外事務

所及び全国の認定案内所に提供している。 

 ＩＣＴ化を踏まえたＷｉ－ＦｉやＰＣ環境の整備等を行うとともに、ＴＩＣの運営を委託した民間事業者が

運営する「ｍａｒｕｎｏｕｃｈｉ ｃａｆｅ ＳＥＥＫ」（ＴＩＣの上階で営業）との連携による各種情報提供等、外

国人のニーズに応じた高水準のサービス提供に努めた。 
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 全国関係者の視察や実地研修等の随時受入、簡易通訳サービスの提供等、全国の観光案内所の

レベルアップや運営支援に資する全国観光案内所の中核的機能を果たした。 

 多くの外国人が来訪するＴＩＣの利点を活かし、市場マーケティングの一助として、アンケート調査を

実施して外国人旅行者のニーズ把握を行い、きめ細かいサービスの質の向上に努めた。また、そ

の結果を全国の認定案内所等に周知し、外国人旅行者対応の参考に供した。 

 ＴＩＣの利用促進やサービス周知を目指し、機構の海外事務所ネットワークを通じた、ＴＩＣが提供す

るサービス等の広報、事業パートナーとの連携協力によるイベント、キャンペーン等、海外に向け

た積極的な広報活動も行った。 

 

平成２４年度のＴＩＣ来訪者数は、丸ノ内のメインストリート沿いへの移転（平成２４年１月）の効果もあり、

前年度比１０２．７％増で、ほぼ倍増の２万人超となり、照会件数の合計も前年度比７１．２％増と大幅に

増加した。 

 

＜ＴＩＣの来訪者数＞                                   （単位：人） 

 平成２３年度 平成２４年度 対前年度増加率 

 来訪者数 １０，２６７ ２０，８１５ １０２．７％ 

      

＜取扱い照会件数＞                                  （単位：件数） 

 平成２３年度 平成２４年度 対前年度増加率 

 来訪による照会件数 ８，４３１ １５，８５６ ８８．１％ 

 電話による照会件数 １，７００ １，５４６ －９．１％ 

 手紙による照会件数 ５０ ２７ －４６．０％ 

合  計 １０，１８１ １７，４２９  ７１．２％  

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

その他、訪日外国人旅行者の満足度を高め、リピーターの増加に資するよう、スマートデバイス向け

情報コンテンツの整備や、全国の関係者・事業パートナー等へ外国人旅行者も利用可能なＷｉ－Ｆｉ環境

の導入、海外発行カードが利用可能なＡＴＭ整備促進等に関して機構主催の各イベント等を通し積極的

に働きかけた。 

 

                          【参考資料１８ 新たな外国人観光案内所の制度について】 

【参考資料１９ 全国の認定外国人観光案内所数（都道府県・カテゴリー別】 

【参考資料２０ ビジット・ジャパン案内所研修会について】 
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＞②通訳案内士試験業務＜ 

 

【中期目標】 

 観光案内所の整備支援事業や通訳案内士試験業務について、地方自治体や関係団体、外国人旅行

者等のニーズの把握に努めるとともに、ニーズに応じた効率的・効果的な事業の展開を図る。 

【中期計画】 

通訳案内士試験ガイドラインに基づき、通訳案内士試験事務を代行する。試験実施に当たっては、試

験事務の安定性、統一性、公正性を確保しつつ、民間競争入札を導入して業務の効率化を図る。 

また、自治体が実施する地域限定通訳案内士試験事務に対して、試験問題の提供等の支援を行う。  

【年度計画】 

通訳案内士試験ガイドラインに基づき、通訳案内士試験事務を代行する。試験実施に当たっては、試

験事務の公正性等を確保しつつ、業務の効率化を図る。 

平成２４年度は、前年度に引き続き競争入札により願書受付や試験会場運営など広範・多岐にわた

って試験事務を行う事業者と連携を密にして、公正かつ的確に業務を実施する。 

併せて、自治体が実施する地域限定通訳案内士試験事務に対して、試験問題の提供等の支援を行

う。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

外国人観光旅客の受入れ体制の確保のため、国土交通省が策定した「通訳案内士試験ガイドライン」

に従い、試験事務代行機関として試験事務を適正かつ円滑に実施する。 

 

② 当該年度における取組  

 「通訳案内士試験ガイドライン」に基づき、試験事務の公正性等を確保しつつ、試験事務を代行し

た。平成２４年度は、口述試験日程の短縮、公的施設の活用等により、経費の節減に努めるととも

に、試験実施概要の設置場所を拡大した。 

 

 地域限定通訳案内士試験を実施する沖縄県に対して、外国語筆記試験問題の提供等の支援を行

った。 
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２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（３）国際会議等の誘致・開催支援業務 

＞①国際会議等の誘致支援業務＜ 

＞②国際会議の開催支援業務＜ 

 

【中期目標】 

海外事務所を活用した誘致活動の支援、地方自治体等に対するノウハウの提供等により、国際

会議の誘致活動を積極的に支援する。支援の実施に当たっては、政府の方針や近年の国際会議開

催件数の動向を踏まえ、これまでの誘致活動の効果についての分析・検証を行うとともに、地方公共

団体等からのニーズの把握を強化し、それらを踏まえた事業手法の見直しを行う。その際、国として

誘致することとしている大規模な会議や、地域活性化への効果が期待される会議等に誘致活動の

対象を重点化し、取り組むべき目標を明確にした上で、優先度を付けて効率的に実施する。 

 また、人材育成、寄附金募集・交付金交付制度の運営等により、国際会議の開催についても積極

的な支援を実施する。 

 国際会議の開催件数については、我が国における開催件数が正確に統計に反映されるよう、地方

自治体等を通じた調査を実施するとともに、国際機関への働きかけを行う。 

 さらに、インセンティブ旅行（企業報奨旅行）についても、海外事務所のネットワークを活用し、海外

の企業に対する情報を収集することにより、効果的・効率的な誘致活動を実施する。 

【中期計画】 

① 国際会議等の誘致支援業務 

国として誘致することとしている大規模な会議や、地域活性化への効果が期待される会議等に誘

致活動の対象を重点化し、取り組むべき目標を明確にした上で、優先度を付けて効率的に実施して

いく。 

また、海外の国際団体・機関の本部や、受け入れ先となる国内の関係団体・機関、地方自治体、コ

ンベンションビューロー等からの情報収集活動を強化するとともに、これまでの誘致活動の効果につ

いての分析・検証を行い、その結果に基づき、海外事務所を活用した支援や、地方自治体、コンベン

ションビューロー等に対するノウハウの提供等、誘致活動を効果的・効率的に実施する。国際会議の

開催件数については、我が国における開催件数が正確に統計に反映されるよう、地方自治体等を通

じた調査を実施するとともに、国際機関への働きかけを行う。 

インセンティブ旅行（企業報奨旅行）の誘致については、韓国、中国、タイ、シンガポール等アジア

諸国からの誘致活動を拡大するとともに、欧米のインセンティブ旅行市場開拓も強化する。 

数値目標 

中期目標期間中に、機構が誘致した国際会議の数を９０件とする。 
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② 国際会議の開催支援業務 

誘致が決定した国際会議の開催を円滑に進めるため、ノウハウ事例の提供、人材育成、寄附金募

集・交付金交付制度の運営等の事業を実施する。 

【年度計画】 

① 国際会議等の誘致支援業務 

観光庁が取りまとめた「観光立国推進基本計画」に基づき、ＭＩＣＥの啓発、推進を行う。国として誘

致することとしている大規模な会議や、地域活性化への効果が期待される会議等に誘致活動の対

象を重点化し、取り組むべき目標を明確にした上で、優先度を付けて効率的に実施していく。 

また、海外の国際団体・機関の本部や、受け入れ先となる国内の関係団体・機関、地方自治体、コ

ンベンションビューロー等からの情報収集活動の強化、国際会議データベースの充実等を図る。ま

た、誘致活動を効果的・効率的に実施するために海外事務所を活用した主催者等に対する会議誘

致に関する支援や、地方自治体、コンベンションビューロー等との連携強化を図る。 

我が国における国際会議の開催件数が正確に統計に反映されるよう、地方自治体等を通じた調

査を実施し、国際機関へ報告を行う。 

さらに、地域経済への効果が高いインセンティブ旅行（企業報奨旅行）の誘致については、市場が

拡大している韓国、中国、タイ、シンガポール等アジア諸国からの誘致拡大に加え、欧米豪からのイ

ンセンティブ旅行市場の開拓を図る。 

具体的には、別添２の事業計画に基づき、事業を推進し、または国に対して協力を行う。 

数値目標 

機構が誘致した国際会議の件数を９０件とする。 

 

② 国際会議の開催支援業務 

国際会議の開催を円滑に進めるため、ノウハウや事例の提供を含むコンサルティングを行い、人

材育成、寄附金募集・交付金交付制度の運営等の事業を実施する。 

具体的には、別添２の事業計画に基づき、事業を推進し、または国に対して協力を行う。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

 平成２４年度は、第２期中期目標期間の最終年度であり、期間中の数値目標であった平成１８年度実

績の約５割増となる９０件の国際会議誘致件数を目標値として設定した。 

 

② 実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

平成２３年度にリニューアルしたセールスデータベースシステムを活用した有望な会議誘致案件の発

掘に努め、５７件の国際会議の誘致に成功した。 

円高による会議開催経費の高騰や依然残る原発事故の影響等の理由により会議誘致を断念する国

内主催者が多かったこと、開催地域のローテーションの関係や政府等の助成金及び施設の割引制度が

充実したアジア太平洋諸国の台頭により競合案件で誘致に至らなかった会議があったこと等の理由に
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より、誘致件数は、震災の影響を受けた平成２３年度の４７件を上回ったものの、中期計画・年度計画の

目標数値である９０件の誘致には至らなかった。 

 

取組状況 

（１）  国際会議等の誘致支援 

平成２４年３月に閣議決定した新たな「観光立国推進基本計画」のＭＩＣＥ（Ｍｅｅｔｉｎｇ，Ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｔｒ

ａｖｅｌ，Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ，Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ／Ｅｖｅｎｔ の総称）施策における、①ＭＩＣＥマーケティング戦略の高

度化、②ＭＩＣＥ産業の競争力強化、③ＭＩＣＥに関する受入環境の整備という３つの柱に基づき、国際

会議及びインセンティブ旅行（企業報奨旅行）の誘致活動を行った。 

国際会議の誘致セールス活動の強化については、平成２３年度にリニューアルしたクラウド型セー

ルスデータベースシステムの本格的な運用を開始した。有望案件に関する情報の抽出と、誘致活動

の進行管理が容易となり、誘致案件の掘り起しに繋がった。このリニューアルにより、コンベンションマ

ネージャーを置くロンドン事務所及びニューヨーク事務所からも同データベースへのアクセスが可能と

なり、情報の共有化が進んだ。また、平成２４年度は英語版ＷＥＢサイトの改訂を実施した。国際会議

観光都市の施設やサービス、ユニークベニュー等の情報を大幅に拡充し、競合都市とのＭＩＣＥ競争

力強化を図るとともに、国内外の国際会議キーパーソン向けにニュースレターやメールマガジンで具

体的なコンベンション関連情報を発信した。 

国際会議誘致に関しては欧米市場に、インセンティブ旅行誘致に関してはアジア市場に主要対象

を絞り、ＭＩＣＥ見本市出展、現地セミナー開催、キーパーソン招請等のプロモーションを実施した。 

 

【海外キーパーソン招請事業】  

 国際会議海外キーパーソン招請事業／Ｍｅｅｔ Ｊａｐａｎ２０１３ （平成２５年３月） 

国際会議開催地としての日本をアピールし、誘致促進を図るため、開催地決定に影響力のある海外

のキーパーソン１２名を招請し、視察及び受入都市１０団体との商談会等を実施した。 

 

 国際会議キーパーソン個別招請 （平成２４年１０月、平成２５年１月、３月） 

国際会議の誘致を図るため、誘致活動中の大型国際会議案件３件について、関係する国際団体本部

の会長及び事務局長らを日本へ個別に招請し、プレゼンテーションや開催立候補都市の視察等を実施

した。うち、１件は敗退したが、２件は日本での開催が決定した（視察都市：１０月 東京、１月 千葉、３

月 横浜及び東京）。 

 

 インセンティブ旅行キーパーソン・グループ招請 （平成２４年１０月、１２月、平成２５年１月）  

インセンティブ旅行の誘致促進を図るため、インセンティブ旅行誘致に意欲的である地方コンベンショ

ン都市と連携して、台湾、マレーシア、タイ、シンガポールの旅行会社を対象とした視察旅行を４件実施

した。参加者は、１市場から４人、計１６人。１０月は台湾から岐阜と静岡、マレーシアから神戸と長野を

視察、１２月はタイから沖縄、１月はシンガポールから横浜と新潟を視察した。 
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 インセンティブ旅行キーパーソン個別招請 （平成２４年６月、１０月、平成２５年１月） 

他国と競合している海外インセンティブ旅行の日本開催を目的として、６月にオーストラリアのミー

ティングプランナーとインセンティブ旅行を実施するその顧客の視察を、１０月にオーストラリアのミー

ティングプランナーの視察を支援した。また、１月には中国からの訪日旅行の大幅な落ち込みが続く

中で比較的動きのある上海からのインセンティブ旅行に対して、新たな旅行地の提案として、沖縄と

東京の視察を実施した。（視察地：６月 東京及び千葉、１０月 東京、１月沖縄及び首都圏） 

 

【国内における国際会議誘致、開催支援】 

 ＩＭＥ２０１２（国際ミーティング・エキスポ）開催時の来場及び商談促進 （平成２４年１２月） 

国際会議主催者の来場促進に取り組んだ。特に、国際会議誘致の鍵となる学協会関係者の来場者

確保（約４３０名）に貢献し、各都市との商談を促進した。 

 

 国際会議主催者セミナーの開催 （平成２４年１２月） 

ＩＭＥの開催時期にあわせて国内の学協会関係者、並びに主催者である大学教授等の関係者を招待

し、「国際会議の誘致・開催を成功に導く情報発信」と題して国際会議誘致・開催貢献賞受賞者３名によ

るパネルディスカッションを行うとともに、寄付金募集制度の案内を行った。 

 

 国際会議誘致マニュアルの改訂 （平成２４年１２月） 

国際会議の誘致を考える日本在住の主催者に対し、提案書の作成とプレゼンテーション等に必要なノ

ウハウを提供することを目的に発行している国際会議誘致マニュアルを、新たにＳＮＳやＩＴ利用の情報

を追加して刷新し、国際会議支援セミナーへの参加者や国際会議主催者等に配布すると同時に日本在

住の主催者向けＷＥＢサイトに掲載した。 

 

 インセンティブ旅行宣伝ツール作成 

アジアで成長しているインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、インセンティブ旅行用都市紹介

の宣伝ツールを英語・中国語（繁体字）とタイ語で作成し、海外事務所に配布した。 

 

 国際会議用日本ＰＲパンフレット「Ｕｎｉｑｕｅｌｙ Ｊａｐａｎ」作成 

国際会議主催者が海外で日本開催をＰＲする際に活用できる、日本の魅力をコンパクトにまとめた

英語パンフレット「Ｕｎｉｑｕｅｌｙ Ｊａｐａｎ」を作成し、英語圏を中心にＭＩＣＥ見本市等で配布した。 

  

 ＭＩＣＥブランディング構築のための広告事業（欧州） 

欧州における震災イメージの払拭と日本のＭＩＣＥブランディングイメージ構築を目的とし、欧州の国

際会議主催者を主な読者とするＡＭＩ誌に広告、及び広告記事を掲載した。また、同様に観光庁が実

施した、ＣＭＷ誌、ＴＴＧ Ａｓｉａ誌への広告及び広告記事掲載に関しても、情報や写真等の素材提供

を行った。 
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 観光庁長官及び関係省庁大臣の招請状の発出 

会議開催地決定に際し、他国との競合がある会議について、観光庁と協力して、会議に関連する省

庁の大臣や観光庁長官による会議招請状の発出を１０件実施し、うち４件の誘致に成功した。 

 

【海外における認知度向上及び商談会開催】  

 ＩＴ＆ＣＭ Ｃｈｉｎａ ２０１２ （平成２４年４月） 

ＴＴＧ ＡＳＩＡ ＭＥＤＩＡ社が主催する中国、アジア地域を中心に、全世界中のインセンティブ旅行市場

を対象とした見本市に出展した。日本からの共同出展者１０社・団体（コンベンション推進機関、地方自

治体、ホテル等）とともに出展し、機構は日本全体のＭＩＣＥ情報の発信を行い、６３件の商談を行った。 

 

 ＩＭＥＸ２０１２ （平成２４年５月） 

国際会議及びインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、ドイツ・フランクフルトの会場において観光

庁とともに日本ブースを出展し、日本の共同出展者１６社・団体（コンベンション推進機関、ホテル、旅行

会社）とともに世界各国からのバイヤーと商談を行い、来場者に対して日本の会議施設や国際会議観光

都市のサービス等の情報提供、ＰＲ活動を実施した。機構は４３件の商談を実施した。 

 

 ＫＭＥ２０１２ （平成２４年７月） 

ＭＩＣＥ市場において発展を遂げる韓国において、インセンティブ旅行の目的地、及び国際会議の開催

地としての日本の認知度を向上させるため、韓国・ソウルの会場にて共同出展者３団体とともに出展し、

機構は２４件の商談を実施した。 

 

 Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｓｏｃｉｅｔｙ ｏｆ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅｓ（ＡＳＡＥ） 総会参加 （平成２４年８月） 

北米を中心とする学術会議主催者や会議専門ミーティングプランナーが所属している同団体が年１回

開催する総会であり、各種セミナーとともにトレードショーが開催される。機構は、ダラスで開催された同

総会に於いて情報提供ブースを出展し、参加したバイヤーとの情報交換を行い、有力な会議案件の獲

得に努めた。 

 

 ＣＩＢＴＭ２０１２ （平成２４年９月） 

インセンティブ旅行の成長が著しい中国市場での誘致促進を図るため、北京で開催されている大型Ｍ

ＩＣＥ専門見本市に共同出展者７社・団体（コンベンション推進機関、ホテル）とともに観光庁が出展した日

本ブースに於いて、世界各国から参加したバイヤーとの商談を実施し、プレス向けイベントで日本の最

新ＭＩＣＥ情報の発信やメディアの取材に対応した。尖閣諸島国有化による影響で、一部バイヤーのキャ

ンセルはあったものの、機構は６４件の商談を実施した。 

 

 ＩＭＥＸ Ａｍｅｒｉｃａ （平成２４年１０月） 

英国に本社を置くＲｅｇｅｎｔ Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎｓ Ｌｔｄ．社が平成２３年から米国で主催するＩＭＥＸ Ａｍｅｒｉｃａ

に観光庁とともに日本ブースを出展した。日本からは、１１社・団体の共同出展者（コンベンション推進機



 60

関、ホテル、旅行会社）が参加し、主に北米地域のバイヤーと個別商談を実施した。機構は４０件の商談

を実施した。 

 

 Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ ＆ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ （ＩＣＣＡ） 総会参加 （平成２４年 

１０月） 

プエルトリコのサンフアンで開催された全世界の観光局、ＰＣＯ、コンベンション推進機関、主催者等会

議関係者が集まるＩＣＣＡ年次総会に参加し、コンベンション業界のトレンドセミナーに参加するとともに各

地の関係者と国際会議案件に関する情報交換を行った。   

 

 ソウルインセンティブマート （平成２４年１０月） 

韓国からのインセンティブ旅行や企業ミーティングの誘致促進を図るため、ソウルにおいてインセンテ

ィブ旅行や海外での会議実施企業並びに現地旅行会社計２５社を招待し、市場説明会を実施するととも

に、日本から参加したコンベンション推進機関と会員企業の９団体との商談会を実施した。 

    

 ＥＩＢＴＭ ２０１２ （平成２４年１１月） 

Ｒｅｅｄ Ｔｒａｖｅｌ Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ社がスペイン、バルセロナで開催する欧州最大級のＭＩＣＥ専門見本市に

沖縄の３団体（コンベンション推進機関、ホテル、旅行会社）と隣接し、観光庁主催のもと、８団体の共同

出展者（コンベンション推進機関、ホテル、旅行会社）とともに出展した。主に欧州地域のバイヤーと個別

商談を行い、機構は６０件の商談を実施した。 

 

 Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ （ＰＣＭＡ） 総会参加 （平成２５年 

１月） 

北米を中心とする学術団体関係のミーティングプランナーやインセンティブプランナー等のバイヤーと

関連業界のサプライヤーが所属する組織であるＰＣＭＡが、年１回バイヤーとサプライヤーのネットワー

キングを目的に開催する総会に参加した。機構はフロリダ州オーランドで開催された同総会で参加した

バイヤーとの情報交換を行い、有力な会議案件の獲得に努めた。 

 

 Ｔｒａｖｅｌ Ｓｅｎｓａｔｉｏｎｓ ＭＩＣＥセミナー （平成２５年１月） 

 インセンティブ市場動向把握とＭＩＣＥデスティネーションとしての認知度向上を目的とし、企業インセン

ティブ旅行を企画・提案する旅行会社を対象に、ツアーオペレーターであるＴｒａｖｅｌ Ｓｅｎｓａｔｉｏｎｓ社と連

携した訪日インセンティブ旅行をＰＲするセミナーをブリュッセルとルクセンブルグで実施した。参加者は

計３５名。 

 

 ＡＩＭＥ２０１３出展 （平成２５年２月） 

Ｒｅｅｄ Ｔｒａｖｅｌ Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ社主催により豪州のメルボルンで開催された同見本市に、アジア・オセア

ニア地域からの企業会議やインセンティブ旅行誘致促進を目的として、日本ブースを出展した。ブースで

は事前予約による個別商談を実施し、機構は３３件の商談を実施した。 
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 バンコクインセンティブセミナー （平成２５年２月） 

バンコクで開催された国際旅行フェア（Ｔｈａｉ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒ（ＴＩＴＦ）にあわせて、同見

本市に来場するインセンティブ旅行を実施する旅行会社を対象に、訪日インセンティブ旅行をＰＲするセ

ミナーを主催した。国際会議観光都市、コンベンションビューロー、自治体等７団体がブースを設営し、タ

イ側旅行会社２９社と商談会を実施した。 

 

 シドニーＭＩＣＥセミナー （平成２５年３月） 

豪州からのインセンティブ旅行や企業会議の誘致促進を図るため、シドニーのインセンティブ旅行専

門会社やミーティングプランナー、メディアを対象に、ＭＩＣＥデスティネーションとしての日本を紹介する

セミナーを開催した。セミナーでは、日本の魅力を紹介するプレゼンテーションと、バイヤー２３社と現地

日系サプライヤー６団体（航空会社、ホテル、旅行会社）との商談会を実施した。 

 

 Ｓｕｃｃｅｓｓｆｕｌ Ｍｅｅｔｉｎｇ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ （平成２５年３月） 

米国の大手ＭＩＣＥ専門誌である「Ｓｕｃｃｅｓｓｆｕｌ Ｍｅｅｔｉｎｇｓ」を発行しているノーススター社が主催する

ミーティングプランナーを対象とした商談会に参加し、インセンティブ旅行及び企業ミーティング誘致のた

めの商談を計２０件実施した。 

 

 海外ＭＩＣＥキーパーソン向けニュースレターの発行 

海外の国際会議主催者やインセンティブ旅行等を扱うミーティングプランナーに対し、国際会議観光

都市の観光情報や支援サービス、見本市出展情報等、日本の最新ＭＩＣＥ情報を発信する英文ニュース

レターを計６回発行した。 

 

 「コンベンションＷｅｂサイト（英語）」の改訂 

海外の国際会議主催者やインセンティブ旅行等を扱うミーティングプランナー向けのＷＥＢサイトを大

幅に改訂し、日本開催のメリット、会議施設、ユニークベニュー、宿泊施設、都市情報等の情報提供、検

索機能を充実させ、情報収集の利便性向上を図った。また、同時にスマートフォン向けのページも新た

に開設した。 

 

（２）  国際会議の開催支援 

【人材育成】 

 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ＭＩＣＥセミナー初級者対象 （平成２４年６月） 

国際会議観光都市及びコンベンション推進機関で新たに実務を担当することとなった関係者を対象に、

ＭＩＣＥの基礎に関する講演を行った。加えて、身近な取組による理解の促進を図るため、機構とコンベ

ンション推進機関の実務担当者より実務紹介を行い、具体的な内容に即した研修を実施した。また、そ

の後国際会議施設の見学もあわせて行った。参加者は４８名。 

 

 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ＭＩＣＥセミナー中上級者対象①【実践編】 （平成２４年１１月） 
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機構の協賛団体である国際会議観光都市・コンベンション推進機関、及び日本コングレス・コンベンシ

ョン・ビューローのコンベンション部会（ＪＣＣＢ／ＣＢ部会）加盟の全国コンベンション推進機関の実務を

担当する実務経験３年以上の職員を対象に実施。英語による情報発信力を強化するため、「世界で通

用する情報発信力」と題した講演を行うとともに、少人数グループに分かれて「都市の魅力をアピールで

きる英文プレスリリースの作成」及び「国際本部の注目を集めるプレゼンテーションの発表」に関するグ

ループワーキングを行った。参加者は１３名。 

 

 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ＭＩＣＥセミナー中上級者対象②【理論編】 （平成２５年２月） 

国際会議観光都市とそのコンベンション推進機関の実務担当者及び管理職を対象に、より深い知識

を得てもらうためのセミナーとして実施。元シンガポール政府観光局国際部長で現アジア・クルーズ協会

事務局長のＫｅｖｉｎ Ｌｅｏｎｇ氏をスピーカーとし、「東南アジアのＭＩＣＥの現状」と題して、最新のアジアＭ

ＩＣＥ事情や、日本がより多くの国際会議等の誘致を獲得するための方策に関するセミナーを行った。参

加者は４１名。  

 

 ＩＣＣＡ研修会 （平成２４年１２月）  

観光庁が国際会議協会（ＩＣＣＡ）より海外のベテラン講師３名を招聘し、コンベンション推進機関、コン

ベンション施設、コンベンション関連企業等の国際会議誘致活動の実務担当者を対象に、国際会議の動

向や効果的なビッドペーパー（開催提案書）やプレゼンテーション作成方法等の実務に関する研修を東

京で２日間にわたり実施した。機構はパネリストの提供、プログラム案へのアドバイス、参加者募集に協

力した。参加者にはＩＣＣＡより修了証が授与された。 

 

【国際会議観光都市、コンベンション推進機関等との連携強化】 

 セミナーへの講師派遣及び協議会への参加協力 

国際会議観光都市、コンベンション推進機関等、国際会議の国内主催者が実施するＭＩＣＥ振興に関

するセミナーへ、ＭＩＣＥに関する国及び機構の施策・取組等について講演を行うため講師を派遣した。

また、自治体等が主催するＭＩＣＥ関連協議会等に要望を受け、参加した（金沢市、富士吉田市、富山市、

松山市、札幌市、長崎市、山形市、名古屋市、松江市、奈良県、沖縄県、静岡県、東北地区コンベンショ

ン推進協議会、山梨県、九州・沖縄地区コンベンション推進団体連絡会の計１５件に参加）。 

 

【会議開催情報等の提供】 

 国との連携による国際会議開催情報の収集及び国際団体連合（ＵＩＡ）等への報告 

観光庁と連携し、全国の地方自治体やコンベンション推進機関の協力を得て国際会議開催情報を

収集し、国が収集した府省庁の情報とともに取りまとめ、ＵＩＡ及びＩＣＣＡに報告した。 

 

 ＷＥＢサイトを活用した国際会議開催情報の提供及び経済効果測定システム「測定くん」の発信 
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過去に日本で開催された国際会議や、今後日本で開催される国際会議のデータを継続して整備し、

検索可能な形式でＷＥＢサイトに掲載した。また、各地で開催された国際会議の経済波及効果を測定

するためのシステム「測定くん」についても継続して情報発信を行った。 

 

 出版物・メールマガジン等の送付 

国際会議観光都市・コンベンション推進機関・国際会議主催者に対し、以下の出版物、メールマガジン

等を送付した。 

 

２０１１年国際会議統計 ４００部発行。ウェブサイトにも掲載。 

会議データベース 

「過去に開催された会議」 

「国際会議統計」に掲載されている国際会議を検索するた

めのデータベースを、会員向けウェブサイトに掲載。 

会議データベース 

「今後開催される会議」 

日本で開催される予定の国際会議を検索するためのデー

タベースを、会員向けウェブサイトに掲載。 

ＪＮＴＯ海外事情通信 

協賛団体である都市やコンベンション推進機関向けメール

マガジン。計４回、海外コンベンション事情等の情報を紹

介。会員向けウェブサイトにて公開。 

ＪＮＴＯコンベンションニュース 

国際会議の主催者向けメールマガジン。年４回約１，２００

人に配信。国際会議観光都市の紹介や国際会議誘致開

催に関するノウハウ等を紹介。ウェブサイトでも公開。 

国際会議誘致マニュアル 改訂版を１，５００部発行。 

 

【コンベンション見本市におけるＰＲ活動】 

ＩＭＥ２０１２（国際ミーティング・エキスポ）にＪＮＴＯブースを出展し、機構が国際会議主催者を対象に

実施している事業や支援サービスの紹介を行い、活用を呼びかけた。 

 

【国際会議主催者との連携強化】 

国際会議主催者である国内学協会との連携強化と国及び機構の国際会議誘致支援活動の周知徹底

を目的として、以下の活動を行った。 

 

 国際会議誘致・開催貢献者表彰受賞式 

国が国家戦略として位置付ける国際会議誘致・開催の意義に関する国民の理解を促進し、国際会議

主催者及び都市・推進機関の社会的地位を高めることを目的とした「日本政府観光局（ＪＮＴＯ）国際会

議誘致・開催貢献賞」について、８件の受賞会議を決定した。受賞式は、平成２４年１２月１１日に東京国

際フォーラムで開催された「第２２回国際ミーティング・エキスポ（ＩＭＥ２０１２）」会場内にて、８名の受賞

会議の代表者を迎え、実施した。また、ＭＩＣＥ専門誌への寄稿や機構のウェブサイトを使用し、受賞者

が誘致・開催した国際会議にまつわる実践的なノウハウや経験の紹介等、広く情報共有を行った。 

 



 64

【国内コンベンション関連誌を通じた広報活動】 

国際会議に関連する機関誌に、機構のコンベンション誘致・開催支援情報を掲載することにより、機構

の認知度を向上させるとともに、主催者の誘致・開催活動の促進を図った。 

 

 『学術の動向』 

平成２４年５月号より、毎月２ページずつ、事業活動等の記事を掲載。 

 

［掲載記事一覧］ 

平成２４年 

５月号 

日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の寄附金募集・交付金交付制度 

～寄附者の税負担を軽減することで募集活動を容易に～ 

平成２４年 

６月号 

日本政府観光局（ＪＮＴＯ）は国際会議の誘致、開催をサポートします 

平成２４年 

７月号 

国際会議 誘致・開催をお手伝いする心強い味方 

～日本政府観光局（ＪＮＴＯ）が提供する様々なサポート～ 

平成２４年 

８月号 

国際会議誘致のお手伝いをいたします！ 

～日本政府観光局（ＪＮＴＯ）国際会議主催者セミナー開催のお知らせ～ 

平成２４年 

９月号 

キーパーソンを日本に呼ぼう！ 

～招請候補者募集のご案内（海外キーパーソン招請事業「Ｍｅｅｔ Ｊａｐａｎ ２０１３」～ 

平成２４年 

１０月号 

第２２回国際ミーティング・エキスポ（ＩＭＥ２０１１）を開催します。 

～日本で唯一のコンベンショントレードショー～ 

平成２４年 

１１月号 

平成２４年度日本政府観光局（ＪＮＴＯ）「国際会議誘致・開催貢献賞」決定！！！、 

ＩＭＥ２０１２：第２２回国際ミーティング・エキスポ 

平成２４年 

１２月号 

２０１１年の「日本の国際会議統計」を発表 

～東日本大震災と原発事故の影響により、開催件数は前年比１割強減少～ 

平成２５年 

１月号 

「平成２４年度 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）国際会議誘致・開催貢献賞」受賞式 盛大に開

催！！！～受賞会議８件の代表者を日本政府観光局（ＪＮＴＯ）理事長が表彰を実施～ 

平成２５年 

２月号 

日本政府観光局（ＪＮＴＯ）のメリット  

～国際会議の誘致・開催へのサポート～ 

平成２５年 

３月号 

寄附金の募集を容易にする方策 

～特定公益増進法人（ＪＮＴＯ）の活用～ 

 

 

【寄附金募集・交付金交付制度の運営】 

 ＰＣＯの実務担当者及び学会関係者を対象に、制度を利用する場合の申請書類の作成方法、留意

点等をテーマに「寄附金募集・交付金交付制度実務研修会」を福岡、東京、大阪で実施し、約１３０

名が参加した。 
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 平成２４年度に寄附金募集の協力が決まった国際会議は１２件、交付金を交付した国際会議は１５

件（交付額１５５百万円）であった。 

 

＜寄附金募集・交付金交付制度について＞ 

機構の寄附金募集・交付金交付制度は、国際会議主催者の開催支援のために、機構が税制優遇措

置のある特定公益増進法人として日本での国際会議の開催のための寄附金を受け入れ、主催者に対

して交付することにより、我が国における国際会議の開催が円滑に行われるよう支援する制度である。 

同制度を活用するためには、一定の要件（参加者数概ね２００名以上、うち外国人参加者概ね５０名

以上、参加国概ね１０カ国以上、開催経費概ね２，５００万円以上）を充足し、有識者７名からなる「開催

支援審査委員会」の審査を経て公益に資する国際会議であると了承されることが条件となる。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 「ＭＩＣＥ Ｊａｐａｎ」等日本のＭＩＣＥ業界専門誌に対し、ＭＩＣＥへの取組に対するアドバイス、国際

会議誘致へのケーススタディーの紹介等、積極的に情報や記事を提供し、ＭＩＣＥ業界の理解や

発展に努めた。 

 

 機構では、独自に構築している国際会議データベースに基づき誘致ターゲットを設定し、専任担

当者を決めて中長期的視点で国際会議の誘致活動を行っている。誘致活動の過程では、国内

主催者に対してコンサルティングやノウハウの提供、関連事業者の紹介、開催都市のコンベンシ

ョン推進機関や観光庁との連携等多方面との調整を行いつつ、誘致活動に当たっている。また、

各段階でキーパーソンの招請、機構理事長名による招請状発出、立候補書類やプレゼン資料の

準備等の各種協力を実施しており、観光庁の協力の下、所管大臣名、観光庁長官名による招請

状の発出や在外公館を通じたロビイングの依頼等きめ細かい誘致支援を行っている。 

 

 アジアからのインセンティブ旅行に対し、有望であるグループの訪日時には、歓迎バナーを用意

した空港での出迎え、歓迎式典での理事による歓迎の挨拶、主催や理事長名による訪日参加

者への歓迎レターの発出を実施した。その他、インセンティブ旅行での訪問地コンベンション推

進機関と協力し、それぞれの滞在地での歓迎プログラムの提供を手配している。 

（主な実績：平成２４年５月 １，０００名（台湾）/７月 ３４０名（インドネシア）/９月 １００名（フィリピ

ン）/１０月 １００名（台湾）、３００名（タイ）、１７５名（タイ）/平成２５年３月 ２，９００名（インドネシ

ア）） 
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３．予算、収支計画及び資金計画  

 

【中期目標】 

事業パートナーに対するサービスの向上や、新たな事業パートナーの発掘等により、自己収入の拡

大に向けた取組を行う。 

【中期計画】 

（１）自己収入の確保 

個別相談会の開催やビジット・ジャパン・キャンペーン事業の実施に当たっての支援、国際会議の開

催・誘致の支援等を通じて、事業パートナーとの連携を強化し、顧客満足度を高めることにより、地方自

治体、民間事業者等からの賛助金拠出の維持・増加に努めるとともに、賛助会員の増加による会費収

入の増加を図る。 

（２）予算（人件費の見積りを含む。） 

別紙 

（３）収支計画及び資金計画 

別紙 

【年度計画】 

（１）自己収入の確保  

インバウンド・フォーラム及び個別相談会の開催や海外プロモーション事業の実施に当たっての支援、

国際会議の開催・誘致の支援等を通じて、事業パートナーとの連携を強化し、顧客満足度を高めること

により、地方自治体、民間事業者等賛助団体からの賛助金拠出の維持・増加に努めるとともに、賛助会

員の増加による会費収入の増加を図る。また、受託業務にも積極的に取り組み、収入増を図る。 

（２）予算（人件費の見積りを含む。）  

別紙 

（３）収支計画及び資金計画  

別紙 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

事業パートナーである地方自治体及び民間事業者が置かれた厳しい財政状況を踏まえ、機構のサー

ビスの十分な活用を通して賛助金・会費の拠出に対する理解を深められるように努め、事業パートナー

の満足度を高め連携を強化する。 

 

② 当該年度における取組 

（１）  自己収入の確保 

１． 賛助団体・会員への取組  

 ９月に個別相談会、１月にインバウンド旅行振興フォーラムを開催し、賛助団体・会員に最新の海

外旅行市場動向の説明を行った。また、平成２４年度は機構の組織・業務方針等について説明す
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る業務報告会（７月）を新たに開催することにより、賛助団体・会員に対し機構活動に関するより一

層の情報提供の拡充を行った。 

 

 機構の活用と、賛助金の拠出への理解を得るため、賛助団体を訪問し、サービス内容についての

説明を行った。 

 

 賛助団体・会員との「交流勉強会」を３カ月に１回程度、計４回開催し、賛助団体・会員からの事業

説明、機構に対する要望を聴取の後、意見交換を行った。 

 

 前年度に続き、訪日旅行者の増加に伴って、新たにインバウンド観光ビジネスの受益者となりつつ

あるショッピング施設や旅行・観光業界以外の新たな業種の会員勧誘に取り組んだ。 

 

 広域観光連盟・協会等に対しても賛助団体勧誘を行った。 

 

 インバウンドへの取組に機構を活用しようとする団体・企業に対し、機会をとらえて本部・海外事務

所を挙げて勧誘活動を行った。その結果、賛助団体として５団体、会員として１９団体が新たに加入

した。他方、財政事情等の理由により、賛助団体９団体、会員９団体が退会した。 

 

 賛助団体・会員を対象とするＷＥＢサイト上の有料バナー広告事業を引き続き実施した。 

 

＜賛助団体・会員数＞ 

 平成２２年度末 平成２３年度末 平成２４年度末 

賛助団体数 １６１ １６７ １６３ 

会員数 １５２ １３６ １４６ 

合計 ３１３ ３０３ ３０９ 

 

２． 自己収入確保のための取組 

 平成２３年度に引き続き、１月のインバウンド旅行振興フォーラムにおいて、市場説明会を一般に

有料で開放し、自己収入の増加を図った。また、有料Ｂ ｔｏ Ｂデスクを設置し、会員へビジネスチ

ャンスを提供するとともに収入の増加を図った。 

 

 更なる機構のサービス内容の理解を深め、新規会員獲得につなげるため、「トライアル会員制度」

を導入し（平成２３年６月）、観光業界以外の企業も含めた会員拡大の取組を行った。平成２４年度

は同制度を通し５団体が新規に加入した。 

 

 新たな取組としてＷＥＢサイトのマンスリーウェブマガジンへの有料記事広告の搭載サービスを事

業化した。初年度は１０枠の申込みがあり、約１，９００万円の収入をあげ自己収入増に貢献した。 
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３． コンベンション協賛都市への往訪機会改善 

平成２３年度に引き続き、地方での事業開催、協賛都市との共同事業も含め、コンベンション協賛都

市への訪問の機会の創出に努めた。また、各協賛都市に対し窓口となる担当者を決めて、担当を中心

に日常のコンタクト（メール、電話）を密にし、コミュニケーションの更なる充実を図った。予算的にも時間

的にも限りがある中で、効率よく有意義な訪問とするため、以下の事業や行事の機会を活用しながら、

可能な限り協賛都市を往訪し、ＭＩＣＥの当該地への誘致に関して協議を行った。 

 

 コンベンション協賛都市でのＭＩＣＥイベントや会議への出席の機会に往訪、視察。 

 機構主催のセミナーを各地で実施し、その際に往訪、視察。 

 セミナーや研修会での講演依頼を受けた機会に往訪。 

 経済効果測定調査の機会を通じて往訪。 

 

（２）  年度予算等の執行状況 

＜一般勘定＞ 

平成２４年度の収入は、計画額２４億７０百万円に対して、合計で７９百万円増の２５億４９百万円とな

った。この変動の主な要因は以下の通りである（表１）。 

 

 受託業務及び観光情報提供事業の増加等により事業収入が計画額に対して１億９７百万円の増と

なった。 

 観光宣伝事業賛助金収入は、拠出者（会員）の増により前年比で２百万円の増加をしたものの、計

画額に対しては１５百万円の減となっている。 

 コンベンション協賛金収入については、地方自治体財政が厳しい状況にあることを受け、前年度と

ほぼ同額、計画額に対しては４０百万円の減となった。 

 事業外収入は計画額に対して７百万円の減となっている。 

 

支出については、計画額２４億７０百万円に対して、合計で７百万円減の２４億６３百万円となった。こ

の変動の主な要因は以下の通りである。 

 

 業務経費については、計画額に対して１２百万円の減となった。これは、海外観光宣伝事業経費が

香港事務所の移転等により計画額に対して３４百万円の増となったこと、コンベンション誘致事業経

費が事業の見直し等により計画額に対して３２百万円の減となったこと等による。 

 受託経費については、計画額に対して１億５８百万円の増となった。これは、受託業務経費が計画

額に対して２億４１百万円の増となったこと、共同事業経費が事業規模の縮小等により、計画額に

対して７３百万円の減となったこと等による。 

 また、人件費については為替レートの影響や公務員の給与改定に準じた措置を講じたこと等により、

計画額に対して１億２０百万円の減となった。 
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 一般管理費（人件費を除く）については、契約の見直し等により、計画額に対して３３百万円の減と

なった。 

 平成２４年度は、中期目標期間の最終年度であるため、４億２５百万円の運営費交付金債務の収

益化を行った。 

 

この結果、一般勘定の平成２４年度の当期利益金（当期総利益）は５５３百万円となった（表２）。 

なお、前中期から繰り越された前中期目標期間繰越積立金のうち、平成２４年度の減価償却費分２百

万円を取り崩している。 

  

＜交付金勘定＞ 

平成２４年度の収入は、寄附者からの寄附金収入が減少したことにより、計画額３億５０百万円に対し

て２億６７百万円減の８３百万円となった（表１）。 

支出については、国際会議の減少に伴う交付金交付額の減により、計画額３億５０百万円に対して１

億７９百万円減の１億７１百万円となった（表１）。 

交付金勘定の損益については、国際会議が減少し、上記の通り収益、費用とも同様に減少する中で、

３百万円の当期損失金となった（表２）。 

 

＜利益剰余金の発生要因＞ 

 ［一般勘定］ 

平成２４年度の利益剰余金の発生要因については、以下の事項により、合わせて６億６０百万円の利

益剰余金が発生することとなった。 

① 運営費交付金債務の収益化５億４６百万円 

② 前年度からの積立金１億１０百万円 

③ 為替利益等による当期未処理利益４百万円 

 

 ［交付金勘定］ 

平成２４年度の利益剰余金の発生要因については、前年度からの積立金５２百万円と当期未処分損

失３百万円により、４９百万円の利益剰余金を計上することとなった。 

 

＜経常損益では損失計上していたものが最終的に利益計上になった場合の経緯＞ 

 該当なし。 
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表１ 予算 

 

〔一般勘定〕 

                                                   （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 差額 

＜収入＞       

運営費交付金 １，８８４ １，８２９ △５５ 

賛助金・コンベンション協賛金収入 ３３８ ２８２ △５６ 

事業収入 ２２６ ４２３ １９７ 

事業外収入 ２２ １５ △７ 

計 ２，４７０ ２，５４９ ７９ 

＜支出＞       

業務経費 ７５１ ７３９ １２ 

受託経費 ２９９ ４５７ △１５８ 

人件費 １，１６５ １，０４４ １２０ 

一般管理費 ２５６ ２２２ ３３ 

計 ２，４７０ ２，４６３ ７ 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

 

 〔交付金勘定〕 

                                       （単位：百万円）  

区 分 予算額 決算額 差額 

＜収入＞       

寄附金収入 ３５０ ８３ △２６７ 

事業外収入 ０ ０ ０ 

計 ３５０ ８３ △２６７ 

＜支出＞       

交付金事業経費 ３５０ １７１ １７９ 

計 ３５０ １７１ １７９ 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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表２ 収支計画 

 

〔一般勘定〕 

                                            （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 差額 

＜費用の部＞       

経常費用 ２，４７０ ２，４７３ △３ 

 業務経費 ７５３ ７３２ ２１ 

 受託経費 ２９９ ４５８ △１５９ 

 一般管理費 １，４１７ １，２６３ １５４ 

 減価償却費 １ ２１ △２０ 

臨時損失               － ０ ０ 

計 ２，４７０ ２，４７３ △３ 

＜収益の部＞       

運営費交付金収益 １，８８３ ２，２４５ ３６２ 

国際観光振興事業収入 ５６４ ７４６ １８２ 

資産見返運営費交付金戻入 １ １６ １５ 

資産見返補助金戻入               － １ １ 

資産見返寄附金戻入               － ４ ４ 

事業外収益 ２２ １２ △１０ 

計 ２，４７０ ３，０２４ ５５４ 

当期純利益（△当期純損失） ０ ５５１ ５５１ 

前中期目標期間繰越積立金取崩 ０ ２ ２ 

当期総利益（△当期総損失） ０ ５５３ ５５３ 

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
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〔交付金勘定〕 

    （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 差額 

＜費用の部＞       

経常費用 ３５０ １７１ １７９ 

 交付金事業経費 ３５０ １７１ １７９ 

当期利益金（△当期損失金） ０ △３ ３ 

計 ３５０ １６８ １８２ 

＜収益の部＞       

寄附金収入 ３５０ １６８ △１８２ 

事業外収益 ０ ０ ０ 

計 ３５０ １６８ △１８２ 

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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表３ 資金計画 

 

〔一般勘定〕 

                                           （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 差額 

＜資金支出＞       

業務活動による支出 ２，４７０ ２，４００ ７０ 

投資活動による支出 － １１ △１１ 

事業外支出 －   ０ 

次期への繰越金 ０ １，７６３ △１，７６３ 

計 ２，４７０ ４，１７２ △１，７０２ 

＜資金収入＞       

業務活動による収入 ２，４７０ ２，５５２ ８２ 

 運営費交付金による収入 １，８８４ １，８２９ △５５ 

 賛助金・コンベンション協賛金収入 ３３８ ２８２ △５６ 

 事業収入 ２２６ ４３０ ２０４ 

 事業外収入 ２２ １１ △１１ 

投資活動による収入 － ２００ ２００ 

前期からの繰越金 ０ １，４２０ １，４２０ 

計 ２，４７０ ４，１７２ １，７０２ 

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

〔交付金勘定〕 

                                           （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 差額 

＜資金支出＞       

業務活動による支出 ３５０ １７４ １７６ 

次期への繰越金 ０ ８４ △８４ 

計 ３５０ ２５８ ９２ 

＜資金収入＞       

業務活動による収入 ３５０ ８３ △２６７ 

 寄附金収入 ３５０ ８３ △２６７ 

 事業外収入 ０ ０ ０ 

前期からの繰越金 ０ １７５ １７５ 

計 ３５０ ２５８ △９２ 

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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４．短期借入金の限度額 

 

（中期目標） 

なし 

（中期計画） 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、１００百万円

とする。 

（年度計画） 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、１００百万円

とする。 

 

【該当なし】 
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５．重要な財産を譲渡し、又は担保にする計画 

 

（中期目標） 

なし 

（中期計画） 

なし 

（年度計画） 

 なし 

 

【該当なし】 
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６．剰余金の使途 

 

【中期目標】  

なし 

【中期計画】  

剰余金が発生した場合には、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第４４条第３項の規定

による国土交通大臣の承認を受けて、海外からの訪日旅行の促進の効果が高く見込まれる海外宣伝

事業費の使途に充てる。 

【年度計画】  

剰余金が発生した場合には、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第４４条第３項の規定

による国土交通大臣の承認を受けて、海外からの訪日旅行の促進の効果が高く見込まれる海外宣伝

事業費の使途に充てる。 

 

【該当なし】 
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７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

【中期目標】  

なし 

【中期計画】 

（１）人事に関する計画 

前述のとおり、人件費の削減や、民間からの出向者等の活用、プロパー職員の育成等に努める。 

【年度計画】 

（１）人事に関する計画  

前述のとおり、人件費の削減や、民間からの出向者等の活用、プロパー職員の育成等に努める。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

行政改革の重要方針に掲げられた人件費削減について、引き続き着実に実施するとともに、給与水

準の適正化の取組を継続するものである。また、訪日インバウンド事業の専門機関として質の高いサー

ビスを提供するため、優秀な人材の育成、活用を図る。 

 

② 当該年度における取組 

本報告書の「１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」の「（２）総人件費改

革（５ページ）」、「（６）民間からの出向者等の活用（２１ページ）」、「（７）プロパー職員の育成等（２２ペー

ジ）」の「②当該年度における取組」を参照。 
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【中期目標】  

なし 

【中期計画】 

（２）独立行政法人国際観光振興機構法（平成１４年法律第１８１号）第１０条第１項に規定する積立金の

使途 

 なし 

【年度計画】 

（２）独立行政法人国際観光振興機構法（平成１４年法律第１８１号）第１０条第１項に規定する積立金の

使途  

 なし 

 

【該当なし】 
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【中期目標】  

なし 

【中期計画】 

（３）その他中期目標を達成するために必要な事項 

 なし 

【年度計画】 

（３）その他中期目標を達成するために必要な事項  

なし 

 
【該当なし】 

 

 

 

 

以 上 
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参考資料１ 海外事務所の事業・運営 検証項目                        

平成24年度　海外事務所の事業・運営　検証項目　

◇ 中期的目標・方針 （　　　　）は本部担当部

Ⅰ 事業における中期的目標・方針

1 SWOT分析 （海マ部）

◇ 単年度目標・方針 （　　　　）は本部担当部

Ⅰ 適正な事業実施に関する指標

1 マーケット情報の収集・分析 （海マ部）

2 事業の成果－①　一般観光関連

(1) 旅行商品の造成・販売支援による送客数　★ （海マ部）

(2)
各ローカルウェブサイトのアクセス数
（サイト訪問数、Facebookファン数、★ページビュー）

（海マ部／事連部・情報サービスG）

(3) メディア広報成果（件数・広告費換算額） （海マ部）

3 事業の成果－②　コンベンション・インセンティブ関連

(1) 国際会議関連

①国際会議・有効セールスリード数 （コ誘部）

②国際会議誘致件数★ （コ誘部）

(2) インセンティブ・ツアー関連

①インセンティブ・ツアー有効セールスリード数 （コ誘部）

②インセンティブ・ツアー誘致件数および人数 （コ誘部）

Ⅱ 適正な事務所の管理・運営に関する指標

1 適性な予算執行状況 （経営部・財務Ｇ）

2 事務所管理経費の効率化 （経営部・経営計画Ｇ）

Ⅲ その他

1 関係機関との連携強化　★

(1) 在外公館、他独法等公的機関との連携・施設の共用化 （経営部・経営計画Ｇ）

(2) 事業パートナー（賛助団体・会員等）との連携 （事連部・事業開発G）

2 ＪＮＴＯの認知度・プレゼンスの向上 （経営部・総務広報Ｇ）

（現地日系メディアへの情報提供等）

★　第二期中期計画に記載の目標に関連
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参考資料２ 海外事務所の事業・運営 検証結果概要                     

■検証結果概要 

１３事務所毎に設定した目標に対して、自己評価、本部担当部署による評価を実施した。数値目標設定

項目（９項目）については、概ね各事務所とも目標をほぼ達成した。しかしながら、ＭＩＣＥ関連の数値目標

については、各事務所共に東日本大震災の風評被害の影響よりは概ね脱したが、中国市場では、尖閣諸

島をめぐる情勢の影響により、目標値を下回った。定性目標設定項目（１０項目）については、各事務所の

実績を検証し、改善事項等の項目を確認した。検証結果については、次年度の事務所事業・運営に反映

する。 

■平成２４年度検証結果例： 

「ＪＮＴＯ海外事務所別ＷＥＢサイトアクセス数とＳＮＳページファン数」に関する目標、実績、検証 

  

事務所 項目 平成２４年度目標値 平成２４年度実績値 達成率 検証結果概要

ＷＥＢサイト
アクセス数（ｐｖ）

12,000,000 10,820,258 90.2%

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）
14,000 17,995 128.5%

ＷＥＢサイト

アクセス数（ｐｖ）
12,000,000 36,730,188 306.1%

微博（北京）

ファン数（人）
80,000 58,615 73.3%

微博（上海）

ファン数（人）
43,000 70,883 164.8%

ＷＥＢサイト
アクセス数（ｐｖ）

28,770,000 23,886,209 83.0%

Ｆａｃｅｂｏｏｋ
ファン数（人）

50,000 79,004 158.0%

ＷＥＢサイト

アクセス数（ｐｖ）
1,500,000 2,341,369 156.1%

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）
70,000 95,199 136.0%

ＷＥＢサイト

アクセス数（ｐｖ）
620,000 508,116 82.0%

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）
150,000 157,000 104.7%

ＷＥＢサイト
アクセス数（ｐｖ）

480,000 1,407,377 293.2%

Ｆａｃｅｂｏｏｋ
ファン数（人）

12,000 20,500 170.8%

ＷＥＢサイト
アクセス数（ｐｖ）

650,000 640,100 98.5%

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）
12,000 14,954 124.6%

ＷＥＢサイト
アクセス数（ｐｖ）

1,720,000 2,364,940 137.5%

Ｆａｃｅｂｏｏｋ
ファン数（人）

12,000 17,005 141.7%

ＷＥＢサイト
アクセス数（ｐｖ）

980,000 1,042,423 106.4%

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）
3,000 4,480 149.3%

ＷＥＢサイト

アクセス数（pv）
4,230,000 3,219,645 76.1%

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）
200,000 154,371 77.2%

ＷＥＢサイト
アクセス数（ｐｖ）

240,000 231,414 96.4%

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）
18,264 20,699 113.3%

訪日旅行に関するタイ語印刷物をＰＤＦ化してダウンロードできる仕組みを
つくる等、ＷＥＢサイトアクセス数を伸ばす取組を行い、目標を達成した。Ｆ

ａｃｅｂｏｏｋでも、タイ国内での日本関連イベントの継続発信、消費者目線で
のお得情報発信等に取り組み、目標を達成した。

ＷＥＢサイトアクセス数向上のため、現地目線での話題収集・発信、ＶＪ事

業キャンペーンサイトとの連携等を展開したが、ＷＥＢ訪問者が重複する
台湾サイトの充実等により、目標未達となった。Ｆａｃｅｂｏｏｋは、ファンの集

いの開催等地道だがファンとの交流の強化を図り、目標を達成した。

中国の有力動画サイトとのタイアップによるコンテンツ拡充や各種キャン
ペーンを展開した結果、下半期の訪日客激減の影響を受けずに、目標を

大きく上回るＷＥＢサイトアクセス数を達成した。微博に関しては、北京及
び上海事務所間での連携を一層深めるとともに、フォロワーが好む情報の

分析等も行い改善を図っていく。

新規コンテンツとして旅行記を立ち上げ、韓国大手ポータルサイトとも連携
しＷＥＢサイトへの誘導を図る等ＷＥＢサイトアクセス数の増加に努めた

が、目標未達となった。今後はＦａｃｅｂｏｏｋファンをＷＥＢにうまく誘導する
方策等ＷＥＢアクセス数が確保できるよう取り組む。

普段あまり知られていない地域の新たな魅力の発信、在外公館等との連
携を行った。フランス版ｇｏｏｇｌｅでは「ｊａｐｏｎ」で上位を獲得する等、日本に

関する情報提供ポータルサイトとしての一定の機能を果たしている。

ＷＥＢサイトアクセス数は、コンテンツの視認性や、内容の訴求性をアップ

させる改良を本年度も継続して実施すると共に、外部有力サイトとの連携
を深めた結果、概ね目標を達成した。

浮世絵サイトや日本への航空路線をもつエアラインの情報等を掲載したマ
イクロサイトの立ち上げや、Ｆａｃｅｂｏｏｋでの告知を行う等ＷＥＢサイトとＦａｃ

ｅｂｏｏｋを連動させた取組により、目標を大幅に達成した。

Ｆａｃｅｂｏｏｋ（旬な情報）とＷＥＢサイト（一般観光情報）の情報伝達内容の

整理を行いメリハリをつけた情報発信を行った。今後は１５万人を超えるＦａ
ｃｅｂｏｏｋファンをＷＥＢにうまく誘導する方策等ＷＥＢアクセス数が確保で

きるよう取り組む。

フランクフルト

ニューヨーク・

ロサンゼルス

トロント
Ｆａｃｅｂｏｏｋとの連携した新規情報の頻繁な発信等地道な情報発信と共

に、ＷＥＢサイトでのキャンペーン実施を通じて、目標を概ね達成した。

各種事業において北米サイトＵＲＬの告知を行うと共に、ＬＡドジャースやサ
ンリオといった大きなブランド力を持つパートナーと連携し、ＷＥＢサイトアク

セス数及びＦａｃｅｂｏｏｋファン数の増加を図ったが、目標未達となった。

新規情報の頻繁な情報発信を通じてＷＥＢサイトアクセス数、Ｆａｃｅｂｏｏｋ
ファン数共に目標を達成したが、ＦａｃｅｂｏｏｋでのＷＥＢコンテンツ紹介の強

化や外部有力サイトとの連携等を通じ更なる取組の強化を図る。

シンガポール

シドニー

ロンドン

パリ

ソウル

北京・上海

香港

バンコク
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参考資料３ 役職員講演実績                                      

 

開催日 主催者 講演会名 派遣講師 講演内容 

平成２４年 
４月５日 

共同通信社 
共同通信社 東京支社長
連絡会 

小堀 守 
（海外マーケティング部長） 

震災後１年を経た訪日外
客の現状と今後の展望 

平成２４年 
５月１８日 

阪急阪神ホールディ
ングス㈱ 

インバウンド研究会 
原口 健司 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

アジアからの訪日旅行の
動向と取組みの最新事
例 

平成２４年 
５ 月 ～ ７ 月
（６日間） 

跡見学園女子大学 
世界各国・地域の外国旅
行事情 

長谷川 保宏 他５名 
（海外マーケティング部次長
他） 

我が国へのインバウンド
事情について 

平成２４年 
６月５日 

（公財）東京観光財団 
平成２４年度第１回アジア
セ－ルス委員会 

永井 初芽 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

大震災後のシンガポール・
マレーシアへのインバウンド
の取組みについて 

平成２４年 
６月２４～２５
日 

兵庫県豊岡市 「大交流ワークショップ」 高橋 歩 
（事業連携推進部ＡＭ） 

海外からの訪日客誘致
について 

平成２４年 
７月９日 楽天トラベル㈱ 楽天トラベルフェア 

若林 香奈・青島 美奈子 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

韓国・米国からの訪日観
光客の受入れについて 

平成２４年 
７月１７日 

楽天トラベル㈱ 楽天トラベルフェア 
丸山 智惠弥・滝沢 秀直 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

中国・米国からの訪日観

光客の受入れについて 

平成２４年 
７月１１～１２
日 

鳥取県 
中国人観光客誘致・受入
研修会 

遠藤 麻衣子 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

中国人観光客の受入れ
のポイント 

平成２４年 
７月１９日 

流通科学大学 ツーリズム産業特別講座 福本 啓二 
（理  事） 

インバウンド観光の現状
と今後の展望 

平成２４年 
７月２３日 

首都大学東京 観光経営トップセミナー 
松山 良一  
（理 事 長） 

訪日外国人旅行市場の
現状と政府観光局の取
組みについて 

平成２４年 
７月２６日 

首都大学東京 観光経営トップセミナー 
小堀 守 
（海外マーケティング部長） 

日本へのインバウンド・プ

ロモーションについて 

平成２４年 
８月２０日 

首都大学東京 観光経営トップセミナー 蜷川 彰 
（コンベンション誘致部長） 

日本のコンベンション（ＭＩ
ＣＥ）について 

平成２４年 
７月３０日 

（公財）東京観光財団 第１回ＴＣＶＢワークショップ 
板垣 彩子 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

欧州市場のインバウンド
の現状について 

平成２４年 
９月６日 

北海道オホーツク総
合振興局 

ひがし北海道・インバウンド
セミナー 

益田 浩 
（バンコク事務所長） 

タイからの訪日旅行市場
について 

平成２４年 
９月７日 

内閣府沖縄総合事務局 
ビジット・ジャパン地方連携
事業に関する企画説明会 

平田 真幸 
（香港事務所長） 

香港市場の最新訪日事
情について 

平成２４年 
９月１２日 

国際短期大学 
国際コミュニケーション学
科特別講義 

山田 敏智 
（事業連携推進部ＡＭ） 

日本政府観光局（ＪＮＴ
Ｏ）の概要及び訪日旅行
市場について 
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平成２４年 
９月１４日 

国土交通省中国運輸局 マーケット研究会 
佐藤 仁 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

中国訪日市場の動向に
ついて 

平成２４年 
９月２１日 （社）海外運輸協力協会 

平成２４年度「観光とマーケ
ティング（Ａ）コース」 

滝沢 秀直 
（海外マーケティング部ＳＳ） 

日本政府観光局（ＪＮＴ
Ｏ）の役割と活動につい
て 

平成２４年 
１０月１０日 

（社）日本観光振興協会 首都大学東京寄付講義 
長谷川 保宏 
（海外マーケティング部次長） 

外国人に日本への旅行
を売込む 

平成２４年 
１０月１６日 

（財）自治体国際化協会 海外経済（観光）セミナー 
井久保 敏信・小林 直樹 
（海外マーケティング部ＳＳ・Ａ
Ｍ） 

自治体と連携した外国人
観光客誘致プロモーショ
ン 

平成２４年 
１０月２９日 

日 本 経 済 新 聞 社  
名古屋支社 

第２回 中部経済活性化セ
ミナー 

小堀 守 
（海外マーケティング部長） 

今後の昇龍道プロジェク
トが果たす役割とは 
 

平成２４年 
１１月６日 

明海大学 
ツーリズム・マーケティング
論講義 

奥田 有恒 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

日本政府観光局（ＪＮＴ
Ｏ）の業務と東南アジア
からのインバウンドの動
向 

平成２４年 
１１月９日 

（一社）日本自動車連盟 
平成２４年度ＪＡＦ会員優待
施設連絡会 

大野 金幸 
（事業連携推進部長） 

訪日外国人旅行市場の
推移と今後の見通し 

平成２４年 
１１月１２日 

㈱日本旅行 ㈱ 日 本 旅 行 ・ 関 西 地 区  
バンコク商談会 

益田 浩 
（バンコク事務所長） 

タイからの訪日旅行市場
の現状について 

平成２４年 
１１月１３日 

（社）海外運輸協力協会 
平成２４年度 観光振興と
マーケティング（Ｂ）コース 

青島 美奈子 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

日本政府観光局（ＪＮＴ
Ｏ）の役割と活動につい
て 

平成２４年 
１１月１５日  

（社）佐賀県観光連盟 
訪日外国人観光客誘致に
関する説明会 

山田 敏智 
（事業連携推進部ＡＭ） 

訪日外国人観光客の動
向について等 

平成２４年 
１１月１９日 宮崎県 

訪日外国人観光客誘致に
関する説明会 

矢田部 暁 
（事業連携推進部ＡＭ） 

訪日外国人観光客の動
向について等 

平成２４年 
１１月２７日 

国土交通省九州運輸局 九州インバウンド商談会 
小沼 英悟 
（上海事務所長） 

上海及び周辺におけるマ
ーケット状況について 

平成２４年 
１１月２７日 

（一社）日本旅行業協会 
第１回インバウンド業界女
性リーダー育成セミナー 

板垣 彩子 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

［個］人力のストレッチ～
これからリーダーになる
方へ～ 

平成２４年 
１２月５日 

ポータル・ジャパン㈱ インバウンドビジネス・フォ
ーラム 

神保 憲二 
（理  事） 

２０１２年インバウンドの
現状と今後の見通し 

平成２４年 
１２月１７日 

明治大学 学部間共通総合講座 
長谷川 保宏 
（海外マーケティング部次長） 

訪日旅行市場の創造と
外国人旅行者のおもてな
し 

平成２４年 
１２月２１日 

南海電気鉄道㈱ 
観光・インバウンドビジネス
セミナー 

長谷川 保宏 
（海外マーケティング部次長） 

インバウンド旅客誘致の
ための実践的な情報及
び成功事例 

平成２５年 
１月２３日 

鳥羽商工会議所 
鳥羽商工会議所新春議員
懇談会 

松山 良一 
（理 事 長） 

国際観光文化都市・鳥羽
の創造 

平成２５年 
１月２３日 

ＡＮＡセールス ＡＮＡセールス・パートナー会 
高橋 歩  
（バンコク事務所次長） 

タイの訪日インバウンド
事情について 
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平成２５年 
２月４日 

ＪＴＢコミュニケーショ
ンズ 

「東京シティアィ」職員研修 
江後 真澄                     
（事業連携推進部ＡＭ） 

外国人旅行者への案内
及び情報収集方法につ
いて 

平成２５年 
２月１５日 埼玉県 

第３回 埼玉アジアフォーラ
ム 

奥田 有恒 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

マレーシアから拓くグロー
バル展開の可能性 

平成２５年 
２月１５日 

福岡県観光推進協議会 
訪日外国人観光客誘致説
明会 

大野 金幸  
（事業連携推進部長） 

ＪＮＴＯ認定外国人案内
所の制度について 

平成２５年 
２月１９日 

東京都台東区 外国人旅行者接遇研修会 
佐藤 仁 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

中国人旅行者の動向に
ついて 

平成２５年 
２月１９日 

北海道国際観光テー
マ地区推進協議会 

国際観光人材育成研修会 井久保 敏信 
（海外マーケティング部ＳＳ） 

台湾からの観光客誘致
について 

平成２５年 
２月１９日 

岡山県外国人受入協
議会 

外国人観光客誘致推進セ
ミナー 

小川 祐紀 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

台湾からの観光客誘致
について 

平成２５年 
２月２２日 

茨城県国際観光テー
マ地区推進協議会 

平成２４年度いばらぎ国際
観光セミナー 

井久保 敏信 
（海外マーケティング部ＳＳ） 

台湾からの観光客誘致
について 

平成２５年 
３月５日 

倉敷インバウンド誘
致委員会 インバウンド研修会 

黒田 英朗 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

訪日韓国市場の攻略法
について 

平成２５年 
３月１４日 

日本デューティー・フ
リー・ショップ協会 

経営セミナー 
小堀 守 
（海外マーケティング部長） 

訪日外国人旅行者誘致 
～２０１３年の展望と取組み
～ 

平成２５年 
３月２１日 

岩手県 
訪日外国人誘客・受入研
修会 

奥田 有恒  
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

タイを中心としたＡＳＥＡＮ
市場の訪日旅行の現状
について 
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参考資料４ 地方運輸局・地方自治体等訪問実績                        

 

北海道 東北 

北海道運輸局 平成２４年９月７日 東北運輸局 平成２４年９月７日 

関東 北陸・信越 

関東運輸局 平成２４年９月７日 北陸信越運輸局 平成２４年９月６日 

鴨川市 

（南房総観光連盟） 平成２５年３月２２日 富山県 平成２５年２月２０日 

中部 茅野市 平成２５年２月２２日 

松本市 平成２５年２月２２日 

中部運輸局 平成２４年８月３１日 飯山市 平成２５年２月２２日 

中部国際空港 平成２５年１月２４日 南砺市 平成２５年２月２１日 

中国 富山市 平成２５年２月２０日 

近畿 

中国運輸局 平成２４年９月１４日 

山口県 平成２４年５月２７日 近畿運輸局 平成２４年９月６日 

四国 豊岡市 平成２４年６月２４日 

神戸市 平成２４年１０月３１日 

四国運輸局 平成２４年８月３１日 姫路市 平成２４年１０月３１日 

香川県 平成２４年８月３１日 

大阪観光 

コンベンション協会 平成２４年１１月１日 

九州 沖縄 

九州運輸局 平成２４年８月３１日 沖縄総合事務局 平成２４年９月７日 

長崎県 平成２４年１１月１９日 

福岡県 平成２５年２月１５日 
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参考資料５  月例訪日外客統計発表資料の例                         
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参考資料６  報道発表案件一覧                                  

 

発表時期 報道発表案件 

平成２４年４月 １．訪日外客数・出国日本人数（平成２４年３月推計値、１月暫定値） 

平成２４年５月 

１．平成２４年度通訳案内士試験の実施予定について 

２．訪日外客数（平成２４年４月推計値） 

３．２０１２年の中国発訪日旅行は北海道や沖縄に人気、個人旅行志向も高まる 

平成２４年６月 
１．２０１１年の日本の国際会議開催件数は、世界第３位 （アジア第２位） 

２．訪日外客数（平成２４年５月推計値） 

平成２４年７月 

１．日本政府観光局（ＪＮＴＯ）が、金沢で国際会議観光都市会議を開催 

２．新たな外国人観光案内所の認定制度を導入 

３．訪日外客数（平成２４年６月推計値） 

平成２４年８月 １．訪日外客数（平成２４年７月推計値） 

平成２４年９月 
１．平成２４年度通訳案内士試験筆記試験（８月２６日実施）の採点の取扱いについて 

２．訪日外客数（平成２４年８月推計値） 

平成２４年１０月 
１．訪日外客数（平成２３年９月推計値） 

２．外国人観光案内所の認定制度を開始 

平成２４年１１月 

１．日本政府観光局（ＪＮＴＯ）認定外国人観光案内所の追加申請の募集を行います 

２．「平成２４年度 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）国際会議誘致・開催貢献賞」決定 

３．訪日外客数（平成２４年１０月推計値） 

４．２０１１年の「日本の国際会議 開催件数」を発表 

平成２４年１２月 

１．“日本で唯一のＭＩＣＥ見本市”「第２２回国際ミーティング・エキスポ（ＩＭＥ２０１２）」

を開催します！ 

２．２０１３年を「日豪観光交流年」に設定 

３．訪日外客数（平成２４年１１月推計値） 

平成２５年１月 

１．訪日外客数（平成２４年１２月推計値） 

２．日本政府観光局（ＪＮＴＯ）／マレーシア旅行業者協会（ＭＡＴＴＡ）相互協力に関す

る了解覚書締結 

３．外国人観光案内所７４ヵ所を追加認定～ビジット・ジャパン案内所は全国３４２ヵ 

所に拡大～ 

平成２５年２月 

１．平成２４年度通訳案内士試験の合格発表 

２．訪日外客数（平成２５年１月推計値） 

３．日本の魅力を紹介する旅行ガイド ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン」改訂第３版 

掲載地をさらに充実させて発行へ 

４．「平成２４年度 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）主催 国際会議海外キーパーソン招請事
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業（Ｍｅｅｔ Ｊａｐａｎ ２０１３）」の実施 

平成２４年３月 

１．インドネシアから大型インセンティブ・ツアーが訪日 

２．震災から２年、ビジット・ジャパン事業１０周年の新展開「ＤＩＳＣＯＶＥＲ ｔｈｅ ＳＰＩＲＩ

Ｔ ｏｆ ＪＡＰＡＮ」 

３．訪日外客数（平成２５年２月推計値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 90

参考資料７  職員寄稿記事及びプレスリリース掲載記事                   

毎月タイムリーな話題をプレスリリースした他、定例記者発表会（会見）や日々マスコミからの取材対

応を行い毎月多くの記事が全国紙や業界誌（オンライン・ネット新聞を含む）等に掲載された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トラベルジャーナル 平成２４年３月
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交通新聞 ２月８日 
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参考資料８  第１０回ＪＮＴＯインバウンド旅行振興フォーラム                 

 

平成２５年１月３１日及び２月１日（※）、機構は「第１０回ＪＮ

ＴＯインバウンド旅行振興フォーラム」を八芳園で２日間にわた

り開催した。出席者は全国の地方自治体、観光・コンベンション

推進機関、宿泊施設、旅行会社、運輸機関等、機構の賛助団

体及び会員を中心に５９０名（２日間延べ人数）だった。 

※ ２月１日は個別相談会のみ開催。 

 

平成２４年度は、海外事務所長と参加者との「個別相談会」   

において、訪日旅行者数の増大が顕著で関係者の注目を集め

ているタイ市場を２枠に拡大し、参加者の満足度向上に努め

た。 

また、個別相談会と並行して、各海外事務所長及び次長によ

る「市場説明会」を開催するとともに、観光庁からも翌年度のビ

ジット・ジャパン（ＶＪ）事業等についての説明を実施した。  

 

当日、会場のホワイエにおいては、賛助団体・会員間相互の

ＰＲ、情報交換、ビジネスの促進のため、申込みのあった賛助

団体及び会員３団体によるＢ ｔｏ Ｂ企業ＰＲデスクを設置し、

事業パートナー相互の情報交換の場とした。 

 

 

 

１月３１日夜に開催した「交流会」では、多くの参加者が機構

の海外事務所長及び次長との意見交換・交流を行った。 

 

（上記報告は以下のＷＥＢサイトから抜粋） 

http://www.jnto.go.jp/jpn/biz_partners/inbound_forum_info.html 
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参考資料９ ビジット・ジャパン事業の実績                             

機構が海外マネジメント業務を実施した事業は以下の通り。 

 

事業名 実施国 

２０１２北京国際旅遊博覧会（ＢＩＴＥ）における海外現地オールジャパン事業（※） 中国 

平成２４年度中国におけるビジット・ジャパン基幹クリエイティブを活用した広告宣伝及び旅行

会社等との共同広告実施事業（※） 
中国 

平成２４年度中国における海外現地オールジャパン連携事業（※） 中国 

平成２４年度中国における旅行博出展・商談会開催事業（※） 中国 

平成２４年度香港におけるご当地ラーメンを活用した訪日旅行プロモーション事業（※） 香港 

平成２４年度香港におけるビジット・ジャパン基幹クリエイティブを活用した広告宣伝及び旅行

会社等との共同広告実施事業（※） 
香港 

平成２４年度香港における旅行博出展・商談会開催事業（※） 香港 

平成２４年度韓国市場における風評被害対策特別事業（春期）（※） 韓国 

平成２４年度韓国における風評被害対策特別事業（夏・秋期）（※） 韓国 

平成２４年度韓国における風評被害対策特別事業（冬期）（※） 韓国 

平成２４年度韓国市場における旅行博出展・商談会等開催事業（※） 韓国 

平成２４年度韓国における旅行会社等との共同広告実施事業（※） 韓国 

平成２４年度韓国における訴求コンテンツを深掘りした新たな訪日旅行商品造成事業（※） 韓国 

平成２４年度韓国における海外現地オールジャパン連携事業（※） 韓国 

平成２４年度カナダ市場における旅行会社等との共同広告等実施事業（※） カナダ 

平成２４年度米国におけるビジット・ジャパン基幹クリエイティブを活用した広告宣伝及び旅行

会社等との共同プロモーション等実施事業（※） 
米国 

平成２４年度米国における訪日旅行促進のためのウェブサイト等制作・運営事業（※） 米国 

平成２４年度米国における旅行博出展・商談会等開催事業（※） 米国 

平成２４年度メキシコにおけるサムライ展を活用した訪日旅行プロモーション事業（※） メキシコ 

平成２４年度カナダにおけるＳＩＴＶ、ＴＵＴＳ及び米国におけるＢＧＴＳ、ＮＹＴＴＳ出展事業（※） カナダ、米国 

平成２４年度米国における海外現地オールジャパン連携事業（※） 米国 

平成２４年度サンフランシスコにおけるＶｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ推進イベント運営事業（※） 米国 

米国における海外進出日系企業と連携した訪日旅行促進事業（※） 米国 

平成２４年度クルーズ見本市出展事業（※） 米国 

豪州市場におけるスノー及びアドベンチャー関係旅行博出展等事業（※） 豪州 

豪州及びニュージーランドにおける海外現地オールジャパン連携事業（※） 豪州 

豪州市場における旅行会社等との共同による訪日旅行促進事業（※） 豪州 

東海道五拾三次浮世絵展を活用した豪州での海外現地オールジャパン連携事業（※） 豪州 

豪州市場における商談会等開催事業（※） 豪州 
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豪州における訪日旅行商品の企画・造成・販売担当者等の招請事業（※） 豪州 

平成２４年度マレーシアにおける市場情報収集・現地旅行会社への情報提供等事業（※） マレーシア 

インド市場における日印国交樹立６０周年を契機とした訪日旅行促進事業及びインド現地での

情報発信・市場動向調査事業（※） 
インド 

平成２４年度ベトナムにおける訪日旅行促進事業及び現地での情報発信・市場動向調査事業

（※） 
ベトナム 

平成２４年度インドネシア及びフィリピンにおける海外現地オールジャパン連携事業（※） インドネシア、フィリピン 

平成２４年度インドネシアにおける訪日旅行促進事業及び現地での情報発信・市場動向調査

事業（※） 
インドネシア 

平成２４年度インドにおける海外現地オールジャパン連携事業（※） インド 

平成２４年度マレーシアにおける海外現地オールジャパン連携事業（３月期）及びセミナー・商

談会開催事業（※） 
マレーシア 

平成２４年度ロシア市場における訪日旅行市場調査事業（※） ロシア 

Ｊａｐａｎ Ｅｘｐｏ ２０１２ における海外現地オールジャパン連携事業（※） フランス 

平成２４年度欧州市場における旅行博出展事業（※） 英国 

フランス・ポーランド・イギリスにおける海外現地オールジャパン連携事業（※） フランス 

フランス・ポーランド・イギリスにおける海外現地オールジャパン連携事業（※） 英国 

平成２４年度イギリス・フランス・ドイツにおける旅行会社等との共同広告事業（※） フランス 

平成２４年度イギリス・フランス・ドイツにおける旅行会社等との共同広告事業（※） 英国 

平成２４年度ロシアにおける海外現地オールジャパン連携事業（※） ロシア 

フランスにおける日本食レストランを活用した訪日旅行促進事業（※） フランス 

ドイツ・スウェーデンにおける海外・現地オールジャパン連携事業（※） スウェーデン 

スペイン・イタリア・フランスにおける海外現地オールジャパン連携事業（※） 
スペイン、イタリア、 

フランス 

平成２４年度タイ・マレーシアにおけるセミナー・商談会開催事業（※） タイ・マレーシア 

第２回Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ＦＩＴ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒにおける海外現地オールジャパン連携事業（※） タイ 

第１１回Ｔｈａｉ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒ （８月期）における海外現地オールジャパン連携

事業（※） 
タイ 

平成２４年度タイ・シンガポール・マレーシアにおける旅行会社等共同広告事業（※） 
タイ、シンガポール、 

マレーシア 

平成２４年度シンガポール・マレーシアにおける海外現地オールジャパン連携事業（上半期）及

びシンガポールにおける商談会開催事業（※） 

シンガポール、 

マレーシア 

平成２４年度シンガポール市場における「ＪＡＰＡＮ ＴＲＡＶＥＬ ＦＡＩＲ ２０１２」運営事業（※） シンガポール 

第１２回Ｔｈａｉ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒ （２月期）における海外現地オールジャパン連携

事業（※） 
タイ 

平成２４年度シンガポールにおける海外現地オールジャパン連携事業（２月期）（※） シンガポール 
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海外有力メディア・旅行会社招請のための手配業務 中国・韓国等１５市場 

「ＶＩＳＩＴ ＪＡＰＡＮトラベルマート（ＶＪＴＭ）２０１２」事業 中国・韓国等１７カ国・地域 

「Ｓｈａｒｅ Ｙｏｕｒ Ｗｏｗ Ｊａｐａｎ Ｐｈｏｔｏ Ｃｏｎｔｅｓｔ」事業 世界各国 

「Ｍｅｅｔ ｔｈｅ Ｎｅｗ Ｊａｐａｎ ２０１２」 事業 中国・韓国等１７カ国・地域 

「普遍的な日本の魅力」の再構築・発信」事業 中国・韓国等１５市場 

オールジャパン訪日プロモーション（在外連携）事業 海外２３市場 

オールジャパン訪日プロモーション（官民連携）事業 世界各国 

平成２４年度米国における訪日旅行促進のためのクリエイティブ制作事業 米国 

平成２４年度フランスにおける訪日旅行商品の販売担当者等の招請事業 フランス 

平成２４年度台湾における訪日旅行促進のためのウェブサイト運営並びにコンテンツ制作事

業 
台湾 

平成２４年度台湾における訪日旅行促進のためのクリエイティブ制作事業 台湾 

平成２４年度台湾におけるビジット・ジャパン基幹クリエイティブを活用した広告宣伝及び旅行

会社等との共同広告実施事業 
台湾 

平成２４年度台湾における訪日教育旅行促進事業 台湾 

平成２４年度台湾における旅行博出展・商談会等開催事業 台湾 

平成２４年度台湾における航空会社等との共同広告等実施事業 台湾 

平成２４年度台湾におけるビジット・ジャパン基幹クリエイティブを活用した春季向け広告宣伝

事業 
台湾 

平成２４年度東北・北関東インバウンド再生緊急対策商談会・観光キャラバン開催事業 台湾他 

平成２４年度台湾漫画博覧会における海外現地オールジャパン連携事業 台湾 

海外進出日系企業の海外現地企業の店舗を活用した訪日旅行促進始業 台湾他 

日本ブランドの食品を活用した訪日旅行促進事業 台湾他 

日本ファッションを活用した訪日旅行促進事業 台湾他 

 

（※）の５６件の事業については観光庁より管理監督業務を受託。 
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参考資料１０  ＷＥＢサイトの言語／事務所別アクセス数の推移               

 

機構が運用するＷＥＢサイトの言語／事務所別アクセス数 

（単位：ページビュー） 

事務所 言語 平成２３年度 平成２４年度 
平成２４年度増加率 

平成２３年度比 

本部 

英語 ＊３４，６２３，６４９ ＊３６，５７４，５１４ ５．６％ 

中国語繁体（台湾向け） ＊５，７９４，２６７ ＊１５，４８５，７０７ １６７．３％ 

アラビア語 ７８，９７８ １２９，５０３ ６４．０％ 

日本語 ６，１２０，８９４ ６，２９７，６０８ ２．９％ 

ニューヨーク 
英語 ＊２７，８７５，１４９ ＊３８，２１６，６７４ ３７．１％ 

ポルトガル語 ２５２，１１１ ８９，０３４ －６４．７％ 

トロント 英語・フランス語 ＊１，０６２，９４９ ＊１，３４４，３５１ ２６．５％ 

ロンドン 
英語 ＊２，３５１，９１７ ＊３，０３８，６４０ ２９．２％ 

ロシア語 ２４５，３９０ ２４４，３４８ －０．４％ 

パリ 

フランス語 ＊２，５１９，０２２ ＊６，７８１，９４１ １６９．２％ 

スペイン語 ２９７，３４２ ４８７，４２４ ６３．９％ 

イタリア語 ２５４，１８７ ３９６，３４０ ５５．９％ 

フランクフルト ドイツ語 ＊１，１９７，７０９ ＊２，５０６，４７３ １０９．３％ 

北京 中国語簡体 １０，８０８，８３１ ３６，７３０，１８８ ２３９．８％ 

香港 中国語繁体 ＊３８，８２８，２９４ ＊５６，０６４，２１７ ４４．４％ 

ソウル 韓国語 ＊１２，３５９，８６８ ＊２３，７９２，９９５ ９２．５％ 

シンガポール 英語 ＊５２，１０８，９９５ ＊５３，６９５，３７５ ３．０％ 

バンコク タイ語 ＊１０，７００，２１３ ＊２５，２７４，５１５ １３６．２％ 

シドニー 英語 ＊２，４１８，６９３ ＊６，５０１，９６９ １６８．８％ 

 
※先頭に＊付のアクセス数は、Ｆａｃｅｂｏｏｋページのページビュー数を含む。 
※上記以外に各言語には分類していないアクセスがある。 
※日本語による観光情報の提供は行っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 98

参考資料１１  各市場向けＦａｃｅｂｏｏｋ及び微博の運用状況                    

 

○Ｆａｃｅｂｏｏｋの運用状況 

事務所 ページ名称 開設年月 ファン数（＊） 

米国 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ 平成２１年 ８月 １５４，３７１ 

シンガポール Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ２０１０ 平成２１年１１月 １４２，１７６ 

タイ การทองเท่ียวญี่ปุน － Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ  平成２２年 ８月 ９５，１９９ 

英国 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ｆｒｏｍ ｔｈｅ ＵＫ 平成２２年 ９月 １４，９５４ 

香港 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ｆｏｒ ＨＫ 平成２２年１０月 ７９，００４ 

カナダ Ｉ Ｌｏｖｅ Ｊａｐａｎ 平成２２年１１月 ２０，３９３ 

フランス Ｄéｃｏｕｖｒｉｒ ｌｅ Ｊａｐｏｎ 平成２３年 ４月 １７，００５ 

ドイツ Ｊａｐａｎｉｓｃｈｅ Ｆｒｅｍｄｅｎｖｅｒｋｅｈｒｓｚｅｎｔｒａｌｅ 平成２３年 ９月 ４，４８０ 

インド Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ Ｆｒｏｍ Ｉｎｄｉａ 平成２３年１０月 １４，０４９ 

韓国 Ｊｏｉｎ Ｊ ｒｏｕｔｅ 平成２３年１０月 １７，９９５ 

豪州 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ Ｄｏｗｎ Ｕｎｄｅｒ 平成２３年１０月 ２０，８１９ 

台湾 日本旅遊活動 ＶＩＳＩＴ ＪＡＰＡＮ ＮＯＷ 平成２３年１１月 ５９，４６０ 

グローバル Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ  平成２３年１２月 ２２，８６１ 

＊ ファン数は平成２５年３月３１日時点の人数（合計：６６２，７６６）。 

 

○微博の運用状況 

事務所 ページ名称 開設年月 ファン数（＊） 

北京事務所 日本国家旅游局ＪＮＴＯ 平成２２年７月 ５８，３６１ 

上海事務所 日本国家旅游局－上海 平成２３年５月 ７０，５２４ 

＊ ファン数は平成２５年３月３１日時点の人数（合計：１２８，８８５）。 
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参考資料１２ マンスリーウェブマガジンの記事事例                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【東京駅舎復元】          【日本の自動販売機特集】     【日本酒蔵元の外国人杜氏】 
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参考資料１３ スマートデバイスによる情報提供事例                      

 

 

ウォーキングガイドコンテンツの画面遷移事例 

 

 

ＩＭＦ・世銀総会向け観光案内アプリ 
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参考資料１４ 安全・安心情報の発信事例                      

 

 

日本国内及び世界主要都市の放射線量情報の提供事例 
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参考資料１５  メディア取材支援実績の内訳                           

 

（単位：件） 

地域 

媒体種類 
アジア 豪州 欧州 米州 その他 合計 

ガイドブック ６ １ ３ ２ ０ １２ 

新聞・雑誌 

（一般） 
１８７ ５１ ２３９ ８５ ３ ５６５ 

新聞・雑誌 

（業界） 
２０７ ２１ １１３ ６３ ０ ４０４ 

テレビ 

ラジオ 
１０５ ６ ６１ ７ ０ １７９ 

インターネット ４０２ ５７ ７８ ３６２ ２ ９０１ 

その他 ０ ０ １ ０ ０ １ 

合計 ９０７ １３６ ４９５ ５１９ ５ ２，０６２ 

 

※ 上記地域分類は、発行国・地域ベースとなっている。例えば、ロンドン事務所で斡旋した雑誌が

ブラジルで出版される場合、米州に分類される。 

※ 実績値には、前年度以前に取材協力・招聘した成果が含まれる。 
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参考資料１６  海外事務所発行のニュースレターの例（ニューヨーク事務所発行）   
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参考資料１７  訪日旅行に特化した旅行フェア開催（タイ）                  

第１２回Ｔｈａｉｌａｎｄ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒ（ＴＴＡＡ旅行フェア）出展 

 

平成２５年２月１４日（木）～１７日（日）、タイ・バンコク市内のシリキット国際会議場で標記トラベルフェ

アが開催され、３０万人以上が来場した。日本からは観光庁・ＪＮＴＯをはじめ、官民あわせて３１社・団体

が参加し、一般消費者に対し日本の観光魅力をＰＲするとともに、旅行商品販売の促進を行った。 

タイ市場は昨今海外旅行の需要が増加しており、旅行目的地としての日本の人気も高まりつつあり、

今後大幅な訪日客の増加が見込める有望市場である。 

 

 開催場所： クイーン・シリキット国際会議場（Ｑｕｅｅｎ Ｓｉｒｉｋｉｔ Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ｃｅｎｔｅｒ） 

 主催者： Ｔｈａｉ Ｔｒａｖｅｌ Ａｇｅｎｃｙ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ（ＴＴＡＡ タイ旅行サービス協会） 

 来場者数： 約３０万人 

 総出展ブース数： ７５９ブース 

※ 出展した他国大使館・観光局は、台湾、韓国、香港、マレーシア、フィリピン、ネパール、インド

ネシア、ニュージーランド、スイス、ポーランド、南アフリカ、アルゼンチン他 

 

 日本ブース出展者：計３１団体 

※ 協力：在タイ日本国大使館、国際交流基金バンコク日本文化センター、日本学生支援機構、自

治体国際化協会シンガポール事務所 

 

 会場での訪日旅行商品販売支援実績（開催４日間の実績） 

・ 連携した旅行会社数：９１社 

・ 連携した旅行会社での訪日旅行商品購入者：５，６４４人 （内訳：団体パッケージ２，８８７人、ＦＩＴ

商品２，７５７人） 

・ 訪日旅行商品の販売総額（概算）約１．７億バーツ （約５．４億円） 

             

＜出展風景＞ 
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参考資料１８  新たな外国人観光案内所の制度について                  

 

新たな外国人観光案内所の認定制度は、訪日外国人旅行者の受入環境整備の一環として、外国人

旅行者が不自由を感じることなく、より安心して旅行することができる環境づくりを目指し、全国の外国人

観光案内所を立地や機能等により３つのカテゴリー及びパートナー施設に分け、３年ごとの更新制とす

ることにより、案内所の質の維持・向上や質の担保を図り、外国人観光客の利便性や満足度の向上に

つながることが期待され導入された制度である。 

平成２４年７月に新認定制度の初回募集を開始し、１０月に全国で２６８か所を初めて認定した。 

また、その後も全国から認定希望が多く寄せられたため、追加申請受付（募集）の結果、７４カ所を追

加で認定した。これにより、全国３４２カ所に外国人観光案内所が拡大し、全国すべての都道府県に認

定案内所が設置された。 

機構は、認定観光案内所間のネットワークを確立し、情報交換・共有化を進めるとともに、案内所の機

能向上のための支援サポートを実施している。 

認定案内所のカテゴリー別内訳は下表、都道府県別の内訳は参考資料１９（１０６ページ）の通り。 

 

【認定区分と追加認定件数及び合計認定件数、それぞれの区分の主な要件】 

認定区分 初回件数※ 追加件数 合計 主な要件 

カテゴリー３ ７ ０ ７ 

常時、英語・中国語・韓国語による対応が可能。全国レベルの観光

案内を提供。原則年中無休。Ｗｉ－Ｆｉあり。ゲートウェイや外国人来

訪者の多い立地。 

カテゴリー２ ８１ ２６ １０７ 
少なくとも英語で対応可能なスタッフが常駐。また、何等かの方法で

英語以外の言語にも対応可能。広域の案内を提供。 

カテゴリー１ １５９ ３８ １９７ 常駐でなくとも何等かの方法で英語対応可能。地域の案内を提供。 

パートナー 

施設 
２１ １０ ３１ 

観光案内を専業としない施設であっても、外国人旅行者を積極的に

受け入れる意欲があり、公平・中立な立場で地域の案内を提供。 

計 ２６８ ７４ ３４２ 
※カテゴリー別の初回認定件数には、案内所機能の拡充等により

初回認定時の認定カテゴリーを修正した数を含んでいる。 

  

 

「ビジット･ジャパン案内所（略称：「Ｖ」案内所）」とは、全国各地で旅行者に情報を提供する対面式の案

内所のうち、外国語を話すスタッフが常勤する、外国語パンフレットを常備する等、外国人旅行者が利用

しやすい環境を整えた案内所について、日本政府観光局（ＪＮＴＯ）が指定しているものである。 

外国人観光案内所の更なる質の向上・質の担保を図ることを目的とした認定制度を導入するため、平

成２３年度に、観光庁によりワーキンググループが設置され、「外国人観光案内所の設置・運営の在り方

指針」が定められた。平成２４年度は、機構が主体となり、この指針に沿って、これまでのＶ案内所ネット

ワークに替わる新たな認定制度を以下の通り導入した。 

ＪＮＴＯ認定外国人観光案内所の共通のシンボルマーク 
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参考資料１９  全国の認定外国人観光案内所数（都道府県別・カテゴリー別）      

 

都道府県名

初回認定 追加認定 初回認定 追加認定 初回認定 追加認定 初回認定 追加認定

北海道 0 0 7 2 6 2 0 0 13 4 17

青森県 0 0 4 0 2 0 0 0 6 0 6

岩手県 0 0 2 0 3 1 0 0 5 1 6

宮城県 0 0 2 1 1 0 0 0 3 1 4

秋田県 0 0 1 0 3 0 0 0 4 0 4

山形県 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1

福島県 0 0 0 0 5 0 0 0 5 0 5

茨城県 0 0 0 0 1 2 0 0 1 2 3

栃木県 0 0 0 2 2 1 2 0 4 3 7

群馬県 0 0 1 1 1 0 0 0 2 1 3

埼玉県 0 0 0 0 3 0 0 0 3 0 3

千葉県 2 0 4 0 7 0 1 0 14 0 14

東京都 4 0 8 3 5 1 1 4 18 8 26

神奈川県 0 0 6 0 4 1 2 1 12 2 14

山梨県 0 0 1 0 8 2 0 0 9 2 11

新潟県 0 0 1 1 6 0 0 0 7 1 8

富山県 0 0 0 0 5 4 1 0 6 4 10

石川県 0 0 1 0 3 2 4 0 8 2 10

長野県 0 0 2 1 9 1 0 1 11 3 14

福井県 0 0 0 0 3 0 0 0 3 0 3

岐阜県 0 0 1 0 12 1 0 0 13 1 14

静岡県 0 0 3 0 24 0 0 0 27 0 27

愛知県 0 0 5 0 4 0 1 0 10 0 10

三重県 0 0 3 0 5 0 0 0 8 0 8

滋賀県 0 0 0 0 7 1 0 0 7 1 8

京都府 1 0 1 2 0 4 1 1 3 7 10

大阪府 0 0 7 0 0 2 0 1 7 3 10

兵庫県 0 0 0 3 0 1 0 0 0 4 4

奈良県 0 0 1 0 3 0 2 1 6 1 7

和歌山県 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 2

鳥取県 0 0 1 0 2 0 0 0 3 0 3

島根県 0 0 1 0 1 0 0 0 2 0 2

岡山県 0 0 1 0 3 0 0 0 4 0 4

広島県 0 0 3 0 7 0 4 0 14 0 14

山口県 0 0 0 0 3 0 0 1 3 1 4

徳島県 0 0 1 0 1 0 0 0 2 0 2

香川県 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1

愛媛県 0 0 1 0 2 0 1 0 4 0 4

高知県 0 0 2 0 0 0 0 0 2 0 2

福岡県 0 0 3 4 4 2 0 0 7 6 13

佐賀県 0 0 0 0 0 4 0 0 0 4 4

長崎県 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1

熊本県 0 0 3 2 0 0 0 0 3 2 5

大分県 0 0 0 2 0 0 1 0 1 2 3

宮崎県 0 0 0 1 0 3 0 0 0 4 4

鹿児島県 0 0 0 1 1 1 0 0 1 2 3

沖縄県 0 0 1 0 2 1 0 0 3 1 4

計 7 0 81 26 159 38 21 10

合計

カテゴリー3 カテゴリー2 カテゴリー1

7 107 197 31
342268 74

パートナー施設
初回認定

計
追加認定

計

初回＋追加

認定

合計
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参考資料２０  ビジット・ジャパン案内所研修会について                    

 

１． 開催日 平成２５年 ２月２１日（木）、２月２２日（金） 

 

２． 会場／プログラム 

 ２月２１日（木） 

 会場 品川プリンスホテルメインタワー宴会場 ２６階及び２４階 

１３：００～１３：１０ 主催者挨拶 

１３：１０～１３：２０ 来賓挨拶 

１３：２０～１４：３０ パネルディスカッション「主要国からの訪日旅行者の動向や受入について」  

１４：４０～１５：１０ 講演「海外カード利用の現状とＶＩＳＡが提供する無料Ｗｉ－Ｆｉサービスについて」 

１５：１０～１５：４０ 講演「国内ＡＴＭにおける海外カード利用について」 

１５：５０～１７：００ グループ別（２０グループ）ワークショップ 

「観光案内所の外国人旅行者対応状況と課題」 

   １７：２０～１８：３０ 意見交換会 

 

 ２月２２日（金）  

・ 観光案内所視察及び通訳案内士と行く外国人向けツアーバス体験。  

・ バスツアー行程： ＴＩＣ視察 ⇒ 外国人向けイヤホンガイド・通訳案内士付きバスツアー体験 ⇒ 

台東区立浅草文化観光センター視察 

 

３． 参加者数 

 ２月２１日 セミナー・意見交換会： １５５名（９９案内所、２０設置・運営担当組織）    

 ２月２２日 バスツアー： １３４名（８３案内所、１６設置・運営担当組織） 

 上記２日間の総参加者数： １６１名（９９案内所、２０設置・運営担当組織） 
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参考資料２１  平成２４年度事業計画の別添１及び別添２                   

 

（別添１）平成２４年度事業計画（海外宣伝業務） 

 

機構の海外事務所がある各市場においては、海外事務所を中心に、海外の旅行会社、メディア等の

関係者とのネットワークを構築し、以下のとおり、市場動向の把握・分析を行うとともに、海外の一般消

費者、旅行会社、メディア等に対して日本の観光魅力の情報発信、情報提供等を行う。 

 

● ＷＥＢサイト、Ｆａｃｅｂｏｏｋ等のソーシャルメディアや宣伝印刷物の配布等を通じて、一般消費者に対

して、日本の観光情報等の提供を行う。 

● ブログやツイッタ―等最新の情報メディアの発信者や有力メディアの取材記者等に対して、情報提

供や必要に応じて取材の手配等を行う。 

● 我が国の観光魅力の紹介や、観光施設の開業等に関する情報に関するニュースレターを作成し、

海外のメディア、観光関連業界等に向けて配信する。 

● 旅行会社をはじめとする観光関連業界等に対する聞き取り調査等を行い、旅行者の嗜好の変化、

訪日ツアーの動向等の市場情報を収集する。 

●旅行会社社員の人材育成を支援し、オンライン研修（Ｅラーニング）等により、訪日旅行商品の企画・

販売力の向上を図る。 

 

 なお、各市場において、東日本大震災後の影響からのインバウンド観光の完全回復を目指し、復興状

況を含め安全・安心情報及び「元気な日本」のメッセージを継続的に発信するとともに、政府の国際広報

戦略と連携した日本ブランドの持つ優位なイメージを十分に活用し、ビジット・ジャパン（ＶＪ）事業が効果

的に実施されるよう以下の市場別ターゲット・マーケットを踏まえ、海外現地マネジメント業務を行う。 
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（１） 韓国 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

２０歳代～３０歳代の独身

層・夫婦層 

 

 

・安心して旅行できる環境作りのた

め、放射能問題の韓国人目線のわ

かり易い情報発信 

・企業との連携等による割高感の

払拭 

・関西、九州、東京から回復の境目

を重点的に情報発信 

・韓国著名人による安全について

の情報発信 

・ＬＣＣ等企業とのタイアップにより

割安感の喚起 

・旅行博出展、セミナー、商談会を

通じた商品造成支援  

・ＷＥＢサイト、Ｆａｃｅｂｏｏｋを活用し

た情報発信 

４０歳代～５０歳代の家族

層 

 

 

・安心して旅行できる環境作りのた

め、放射能問題の韓国人目線のわ

かり易い情報発信 

・温泉、食、自然景観等日本の魅力

の原点に帰って情報発信 

・関西、九州、東京から回復の境目

を重点的に情報発信 

・学校の週休２日化による需要を取

り込める短期旅行の促進 

・韓国著名人による安全について

の情報発信 

・ＴＶショッピング、新聞、ＷＥＢサイ

トを活用した共同広告 

・旅行博出展、セミナー、商談会を

通じた商品造成支援 

・スポーツアクティビティ、教育旅行

についての商談会 

                               

（２）中国                            

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

２０歳代～３０歳代の女性

（年収６万元以上、家族旅

行含む） 

桜や雪に代表される自然景観、日

本のトレンディーなファッションや人

気の家電等多様なショッピング情

報・グルメ情報、寺社仏閣をはじめ

とする日本の伝統文化等、ゴール

デンルートを中心に日本ならでは

の魅力の深掘り 

・ＷＥＢサイトを中心とした情報発

信 

・メディアを活用した情報発信（屋

外広告、新聞・雑誌記事広告等） 

・旅行会社向け事業（共同広告、販

売担当者招請事業、旅行博出展・

商談会等） 

 

（３）台湾 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

２０歳代～３０歳代男女の

独身層・夫婦層 

（子どものない世帯） 

食事、温泉、自然景観、ショッピン

グ、四季の体感、歴史・伝統文化体

験、リラクゼーション 

・テーマ性を持たせたメディアミック

スとイベント開催 

・ＷＥＢサイト、ソーシャルメディア

による旬なトピックの情報発信 

・旅行博出展、商談会 

４０歳代男女の家族層 

（子どものある世帯） 

自然景観、食事、温泉、ハイテク商

品・テクノロジー、安全性・清潔さ 

・テーマ性を持たせたメディアミック

スとイベント開催 

・ＷＥＢサイト、ソーシャルメディア

による旬なトピックの情報発信 

・旅行博出展、商談会 

高校生の教育旅行 学校交流、文化体験、日本の生活

体験、産業視察、博物館 

（高校１～２年次に募集型で実施さ

れる日本への教育旅行を促進） 

・教育関係者への説明会 

・教育関係者の視察招請 

・教育関係者向け、保護者向け、

生徒向けのＷＥＢサイト 
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（４）香港 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

３０歳代～４０歳代の女性

（配偶者、パートナー、家

族） 

日本の旅館と温泉、日本の食、ドラ

イブ、鉄道、サイクリング、体験プロ

グラム、ショッピング 

・日本の四季の魅力に訴求コンテ

ンツを付加したメディアミックス 

・ＷＥＢサイト、ソーシャルメディア

による旬なトピックの情報発信 

・旅行博出展、商談会 

２０歳代の男女（友人、恋

人） 

日本の旅館と温泉、日本の食、ドラ

イブ、サイクリング、体験プログラ

ム、ショッピング 

・日本の四季の魅力に訴求コンテ

ンツを付加したメディアミックス 

・ＷＥＢサイト、ソーシャルメディア

による旬なトピックの情報発信 

・旅行博出展、商談会 

 

（５）タイ 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

バンコク首都圏在住の富

裕層による家族・友人旅

行 

・日本の食、ショッピング（タイで販

売していないブランド品等）、旅館・

温泉、スキー、四季の多様性（桜、

紅葉、雪）、地域の多様性（北海道

から沖縄） 

・ゴールデンルートの経由地・訪問

先の多様化、タイで知られていない

テーマや訪問地深化及び、新規テ

ーマや新規訪問先の発信 

・旅行会社招請、共同広告、旅行

会社表彰 

・旅行博出展・日本旅行フェア開

催、セミナー・商談会 

・航空会社による航空座席供給量

増加の取組みに対する支援（共同

広告） 

バンコク首都圏在住の中

間層による家族・友人旅

行 

・都市観光、日本の食、ショッピング

（大型スーパー、百円ショップ等）、

四季の多様性（桜、紅葉、雪）、テー

マパーク 

・より低価格で旅行期間の短い訪

日旅行商品、ＦＩＴ旅行向けモデルコ

ース、コンパクトな訪日ルートの発

信 

・旅行会社招請、共同広告、旅行

事業者表彰 

・旅行博出展・日本旅行フェア開

催、セミナー・商談会 

・航空会社による航空座席供給量

増加の取組みに対する支援（共同

広告） 

２０歳代の独身男女 ・食事、温泉、買い物、自然景観等

都市観光、現代文化（マンガ、アニ

メ等のポップカルチャー）、ショッピ

ング、日本の食、スキー、テーマパ

ーク、ファッション 

・アニメ、ファッション、スィーツ等ク

ールジャパンを意識した訪日観光

プロモーション 

・大都市である東京や大阪を中心と

する旅行期間の短いコース、定番

のゴールデンルート、ＦＩＴ旅行向け

モデルコース 

・ＷＥＢサイト、ソーシャルメディア

による日本の魅力の効果的、継続

的な情報発信（特にタイ語による情

報発信やＦＩＴ旅行向けの情報発

信） 

・旅行博出展・日本旅行フェア開催 

・ＦＩＴ旅行フェア開催 
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（６）シンガポール 

 ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

２０歳代～３０歳代のカッ

プル・友人同士 

日本の食、カジュアルな日本のブ

ランドショップ、ファッション、ポップ

カルチャー 

・ソーシャルメディアによるＦＩＴ／リピ

ーター向けの詳細な日本情報・地方

の多様な魅力の発信 

・オンラインを中心とする広告宣伝 

家族旅行（学校休暇期、

世帯主が概ね３０歳代～

４０歳代） 

家族で楽しめる日本ならではの観

光素材（日本の食、テーマパーク、

ショッピング、大自然の魅力、高品

質のリゾート等） 

・共同広告 

・旅行博出展、日本旅行フェア・商談

会運営 

教育旅行 日本のリサイクル制度（ごみの分

別の徹底等）、給食制度や環境対

策・産業施設の見学等 

旅行会社への情報提供等 

 

（７）豪州 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

３０～６０歳代のファミリー

層（世帯年収１０万豪ドル

以上）で、シドニー、メルボ

ルン等の都市部在住者            

「スキー＋日本」のユニークな体験

（温泉、日本の食、伝統文化体験

等）、ゴールデンルートとセカンドゴ

ールデンルート（高山、白川郷、金

沢、伊勢・志摩、熊野古道、高野山

等）の組合せ、四季の多様性（桜、

紅葉、雪） 

・各種メディアにおける共同広告、

メディア招請、情報提供 

・セミナー・商談会 

・旅行博出展（在外公館との連携） 

・ソーシャルメディア 

２０～３０歳代のアク 

ティブ層                  

スキー・スノーボード、冬以外のア

ウトドア・アドベンチャー（北海道、

長野、沖縄等／ラフティング、キャ

ニオニング、ハイキング、スクーバ・

ダイビング、エコツアー等）、クール

ジャパン（ファッション、テクノロジ

ー、アニメ等） 

・各種メディアにおける共同広告、

メディア招請、情報提供 

・セミナー・商談会 

・旅行博出展（在外公館との連携） 

・ＷＥＢサイト、ソーシャルメディア 

教育旅行（１０歳代） ・清潔、安全 

・異文化体験  

・産業観光 

・スキーその他のスポーツ 

・歴史・文化 

・東京、京都、大阪、奈良、広島、長

崎、長野、山形、滋賀、和歌山 

・各種メディアにおける共同広告、

招請、情報提供 

・旅行商品企画販売支援セミナー・

商談会 
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（８）米国 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

高所得、高学歴（世帯年収

１０万米ドル以上、大卒以

上、ニューヨーク・シカゴ・

サンフランシスコ・ロサン

ゼルス等都市圏在住、４０

歳以上） 

伝統文化（京都の寺社仏閣等）と現

代文化（東京）の体験、日本の食、

アート 

・ターゲットの読者層に合致するメ

ディアでの広告宣伝（雑誌等への

広告） 

・ＷＥＢサイト、ソーシャルメディア 

・主に富裕層を顧客に持つ旅行会

社を対象とする旅行商品造成・販

売促進支援 

スペシャル・インタレスト・

ツアー 

安全・安心、バリュー・フォー・マネ

ー（Ｖａｌｕｅ ｆｏｒ ｍｏｎｅｙ）、スキー、

ダイビング、アニメ、教育等 

・メディア招請 

・ＷＥＢサイト、ソーシャルメディア 

・旅行会社支援事業 

アジア系米国人 初訪日者はゴールデンルート、リピ

ーターは北海道や九州等の地方の

自然体験、関東地方の日本食・買

い物・温泉 

・雑誌等への広告出稿 

・ＷＥＢサイト、ソーシャルメディア 

・アジア系を顧客に持つツアオペに

対し、ファムトリップ、共同広告等

支援 

 

（９）カナダ 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

高所得、高学歴の中高年

層（４５歳～６４歳、主に白

人系） 

洗練された伝統文化、歴史的建造

物等の観光資源、日本の食、良質

な観光インフラ、安全で清潔、世界

的評価の高いホスピタリティー 

・大手旅行流通網との共同事業、

共同広告 

・在外公館との連携による旅行博

出展 

・ソーシャルメディア等による情報

発信 

アジア系カナダ人（香港

系、中国系、台湾系） 

流行の最先端を行く現代文化、多

様な観光資源、都市観光、温泉、

日本の食、ショッピング  

・中華系旅行会社との共同広告 

・在外公館連携による旅行博出展 

・ソーシャルメディア等による情報

発信 

教育旅行（主に高校生） 安全で清潔、高い教育効果が見込

める歴史的・文化的資源の豊富さ、

体験学習、ホームステイ、姉妹校と

の交流等 

・在外公館との連携による旅行博

出展事業 

・ソーシャルメディア等による情報

発信 

 

（１０）英国 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

３０歳代～４０歳代のＦ

ＩＴ旅行者層 

日本食（Ｂ級グルメを含む）、自然

景観、温泉と旅館体験、伝統文化と

ハイテク、現代アート、建築、ファッ

ション等の魅力 

・航空会社との共同広告 

・旅行博出展 

・訪日阻害要因である「高い」、「言

葉が通じない」、「遠い」等のイメー

ジの払拭 

・欧州共通でバリュー・フォー・マネ

ーを重点的・継続的に訴求 
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・オンライン中心のプロモーション展

開 

 

５０歳代～６０歳代のグ

ループパッケージ利用者

層 

日本旅館体験（懐石、温泉、畳、浴

衣等）、自然景観、日本食（寿司、

刺身、天ぷら、しゃぶしゃぶ）、伝統

文化 

・旅行会社との共同広告 

・旅行博出展 

・訪日阻害要因である「高い」、「言

葉が通じない」、「遠い」等のイメー

ジの払拭 

・欧州共通でバリュー・フォー・マネ

ーを重点的・継続的に訴求 

・オンライン中心のプロモーション展

開 

１０歳代～２０歳代のクー

ルジャパン世代 

青年層に訴求力のある「クール」な

日本の魅力（スキー、アニメ、マン

ガ、コスプレ、ファッション、伝統文

化、日本食体験等） 

在外公館との連携による旅行博出

展 

 

（１１）フランス 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

３０歳代～４０歳代のＦ

ＩＴ旅行者層 

伝統文化と現代文化のミックス（文

化、食、ショッピング等の多様性）。

音楽、映像、ファッション、ゲーム、

日本のライフスタイル、ネオンの繁

華街の魅力等 

・航空会社、オンライン旅行会社と

の共同広告 

・震災で落ち込んだ日本商品の 

露出拡大 

・訪日阻害要因である「高い」、「言

葉が通じない」、「遠い」等のイメー

ジの払拭 

・欧州共通でバリュー・フォー・マネ

ーを重点的・継続的に訴求 

・オンライン中心のプロモーション展

開 

５０歳代～６０歳代のグ

ループパッケージ利用者

層 

伝統文化、美しい自然景観、旅館

体験等の「落ち着きやくつろぎ」、日

本食と健康 

・旅行会社との共同広告 

・旅行会社販売員の招請 

・震災で落ち込んだ日本商品の 

露出拡大 

・訪日阻害要因である「高い」、「言

葉が通じない」、「遠い」等のイメー

ジの払拭 

・欧州共通でバリュー・フォー・マネ

ーを重点的・継続的に訴求 

１０歳代～２０歳代のジャ

パン・エキスポ世代 

青年層に訴求力のある「クール」な

日本の魅力（アニメ、マンガ、コスプ

レ、ファッション、伝統文化、日本食

体験等） 

・在外公館等と連携し、ジャパン・エ

キスポに出展 

・青年層向けにバリュー・フォー・マ

ネーな日本の情報を発信 
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（１２）ドイツ 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

３０歳代～４０歳代のＦ

ＩＴ旅行者層 

自然景観、健康食としての日本食、

都市観光、歴史・伝統文化、ゴール

デンルート＋沖縄 

・航空会社との共同広告 

・旅行博出展 

・震災で落ち込んだ日本商品の露

出拡大 

・訪日阻害要因である「高い」、「言

葉が通じない」、「遠い」等のイメー

ジの払拭 

・欧州共通でバリュー・フォー・マネ

ーを重点的・継続的に訴求 

・オンライン中心のプロモーション展

開 

５０歳代～６０歳代のグ

ループパッケージ利用者

層 

伝統文化と現代文化の融合、美し

い自然景観（四季の体感）、日本食 

・旅行会社との共同広告 

・旅行博出展 

・震災で落ち込んだ日本商品の露

出拡大 

・訪日阻害要因である「高い」、「言

葉が通じない」、「遠い」等のイメー

ジの払拭 

・欧州共通でバリュー・フォー・マネ

ーを重点的・継続的に訴求 

１０歳代～２０歳代のクー

ルジャパン世代 

青年層に訴求力のある「クール」な

日本の魅力（アニメ、マンガ、コスプ

レ、ファッション、伝統文化、日本食

体験等） 

・ソーシャルメディアを活用した口コ

ミによるプロモーション 

・青年層向けにバリュー・フォー・マ

ネーな日本の情報を発信 

 

（１３）マレーシア 

 ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

家族旅行（中華系） 家族で楽しめる日本ならではの観

光素材 

（日本の食、テーマパーク、ショッピ

ング、自然、高品質のリゾート） 

・共同広告 

・旅行博出展、日本旅行フェア・商

談会（主要地方都市へプロモーショ

ンの拡大） 

２０歳代～３０歳代のカッ

プル・友人同士 

学校休暇期以外のオフ期対策の対

象ターゲット、日本の食、癒し（ヒー

リング）、ディスカウントストア、ファ

ッション 

ソーシャルメディア（ＦＩＴ向けの詳細

な日本情報・地方の多様な魅力の

発信） 

教育旅行 他国にない日本ならではのカリキュ

ラムを特色とした活動内容 

旅行会社への情報提供等 

家族旅行（ムスリム系） 家族で楽しめる日本ならではの観

光素材 

（テーマパーク、ショッピング、自

然、高品質のリゾート） 

ムスリム市場の動向分析、ムスリ

ム向け観光情報の発信 
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（１４）インド 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

デリー、ムンバイ都市圏在

住の高学歴富裕層 

日本特有の自然、四季の多様性、

潜在的な憧れ（いつかは行ってみ

たい国）、ショッピング、広島・長崎

への関心、ハイテク産業への興

味、健康志向の食事 

 

・旅行会社との連携による訪日ツ

アー商品造成拡大、ゴールデンル

ート（東京・京都・大阪）に加えて北

海道、中部、沖縄方面の認知拡大 

・ＦＩＴ向けの自然景観、伝統文化、

都市観光、ショッピング、ハイテク

情報等の提供支援 

・旅行会社・消費者情報の収集 

 

デリー、ムンバイ及びその

他都市圏在住の上位中間

層 

家族で楽しめる観光素材（テーマパ

ーク）、日本ならではの都市観光

（ショッピング・文化） 

 

（１５）ロシア 

ターゲット 訴求コンテンツ 主な取組み 

ウラル以西在住の３０歳代

～５０歳代の富裕層 

洗練された伝統文化（寺社仏閣・文

化体験・芸術・日本の食文化・日本

庭園等）と「クール」で最先端を行く

現代文化（アート、建築、ゲーム・ア

ニメのポップカルチャー、日本食、

癒し等）の共存 

コンタクトポイント設置による訪日

旅行の最新情報の提供及びロシア

における訪日旅行商品・販売状況

等に関する情報収集 

 

 

極東在住の３０歳代～５０

歳代の富裕層 

洗練された伝統文化（寺社仏閣・文

化体験・芸術・日本の食文化・日本

庭園等）と「クール」で最先端を行く

現代文化（アート、建築、ゲーム・ア

ニメのポップカルチャー、日本食、

癒し等）の共存              

コンタクトポイント設置による訪日

旅行の最新情報の提供及びロシア

における訪日旅行商品・販売状況

等に関する情報収集 
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（別添２）平成２４年度事業計画（ＭＩＣＥの誘致・開催支援業務） 

 

新たな「観光立国推進基本計画」のもと、観光庁との連携を強化すると共に、海外事務所を通じたＭＩ

ＣＥ市場動向、ＭＩＣＥ競合国動向の情報収集・分析等による「マーケティングの高度化」と、より効果的な

プロモーションへの「選択と集中」を図ることで、平成２４年度の国際会議誘致件数目標の達成を目指す

こととする。 

主な事業は、以下のとおり。 

 

１．国際会議誘致セールス活動の強化 

（１）国際会議データベースの積極活用 

平成２３年度に改訂した国際会議データベースを積極的に活用し、有望誘致案件の洗い出しを行うと

ともに、誘致に向けたフォローアップを強化する。 

また、海外事務所・本部間の関連データの一元化を通じて、同データベースの更なる充実を図る。 

 

（２）基本インフラの整備 

英語版ＷＥＢサイトへの国際会議観光都市の施設やサービス紹介、ユニークべニュー情報等、最新

の日本のＭＩＣＥ情報の搭載を通じて、ＭＩＣＥ情報ポ―タルサイトとしての機能強化を図る。 

また、国際会議開催の経済効果を測定する「経済効果測定プログラム」の精度の向上を図るとともに、

国際会議主催者、自治体等にとってより利便性の高いプログラムとなるよう機能の改修を行う。 

 

（３）国際会議誘致・開催支援情報の発信強化 

 海外の国際会議主催者、会議運営会社等への英文ニュースレターによる日本のＭＩＣＥ情報の配信及

び国内の国際会議主催者、コンベンション誘致推進関係者等へのメールマガジンの配信を通じた、国際

会議誘致・開催支援情報の発信を強化する。 

 

２． 選択と集中によるプロモーションの強化 

（１）海外でのＭＩＣＥ専門見本市出展及びセミナー開催 

「ＩＴ＆ＣＭ Ｃｈｉｎａ」（上海）、「ＩＭＥＸ」（フランクフルト）、「ＩＭＥＸ Ａｍｅｒｉｃａ」（ラスベガス）等の有力な

海外ＭＩＣＥ専門見本市へ出展し、「ＭＩＣＥ適国日本」のブランド発信と有望会議誘致案件の発掘を図る。

また、韓国等アジア地域の有力インセンティブ市場においてインセンティブセミナーを実施する。 

 

（２）国際会議及びインセンティブ旅行誘致のためのキーパーソン招請事業 

 国際会議の開催地、インセンティブ旅行の訪問地決定に影響力のあるキーパーソン招請事業を、地方

自治体等と連携して実施する。 
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参考資料２２  運営費交付金の算定ルール                           

 

［運営費交付金の算定方法］ 

運営費交付金 ＝ 人件費（Ａ）＋ 一般管理費（Ｂ）＋ 業務経費（Ｃ）－ 自己収入（Ｙ１）

 － 運営費交付金対象外事業収益（Ｙ２） 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

１．人件費（Ａ）＝ 当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等  

（１） 当年度人件費相当額 ＝ 前年度基準給与総額 × 人件費調整係数ｓ 

  ＋ 退職手当等所要額 

（イ） 前年度基準給与総額 × 人件費調整係数ｓ 

         （ロ） 退職手当等所要額 

退職手当：当年度に退職が想定される人員ごとに積算 

（２） 前年度給与改定分等 

           昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 

         なお、昇給原資額及び給与改定額は運営状況を勘案して措置することとする。 

         運営状況等によっては、措置を行わないことも排除されない。 

 

２．一般管理費（Ｂ） 

前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く） × 一般管理費の効率

化係数α × 消費者物価指数δ ＋ 当年度の所要額計上経費 ± 特殊要因 

 

３．業務経費（Ｃ） 

前年度業務経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く） × 業務経費の効率化

係数β× 消費者物価指数δ × 政策係数γ ＋ 当年度の所要額計上経費 ± 特

殊要因 

 

４．自己収入（Ｙ１） ＝ 運営費交付金を財源として実施する事務・事業から生じるであろう自己収

入の見積り額 

・ ２０年度は、過去実績等を勘案し見込額を計上。 

・ ２１年度以降  ＝ 前年度自己収入 × 収入政策係数ｙ１ 

 

５．運営費交付金対象外事業収益（Ｙ２） ＝運営費交付金を財源として実施しない事務・事業から

生じるであろう自己収入 － 当該収入に係る支出 

・ ２０年度は、過去実績等を勘案し見込額を計上。 

・ ２１年度以降  ＝ 前年度当該自己収入 × 収入政策係数ｙ２ 

    － 前年度当該自己収入に係る支出               

 注：本収益がマイナスの場合には０とする。 

 

人件費調整係数ｓ   ：毎年度の予算編成過程において決定 

一般管理費の効率化係数α  ：毎年度の予算編成過程において決定 

業務経費の効率化係数β   ：毎年度の予算編成過程において決定 

消費者物価指数δ  ：毎年度の予算編成過程において決定 

政策係数ｒ  ：毎年度の予算編成過程において決定 

自己収入政策係数ｙ１  ：毎年度の予算編成過程において決定 

    〃      ｙ２  ：毎年度の予算編成過程において決定 

所要額計上経費：公租公課、事務所借料の所要額計上を必要とする経費 

特殊要因：新規・拡充事業費等特殊な要因により必要となる経費について、毎年度の予算

編成過程において決定 
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［中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等］ 

 

 

【注記】前提条件 

・人件費調整係数ｓ  ：中期計画期間中は対前年度０．９９として推計 

・一般管理費の効率化係数α ：平成２０年度は対前年度０．９２、平成２１年度以降は対前年 

 度０．９８として推計 

・業務経費の効率化係数β  ：平成２０年度は対前年度０．９３、平成２１年度以降は対前年 

  度０．９９５として推計 

・消費者物価指数δ ：中期計画期間中は１．００として推計 

・政策係数ｒ ：中期計画期間中は１．００として推計 

・自己収入政策係数ｙ１  ：中期計画期間中は１．００として推計 

・    〃   ｙ２   ：中期計画期間中は１．００として推計 

                          （但し、観光情報提供事業収入は２０年度収入見込額に対し、 

２１年度以降、対前年度２，０００千円増として推計） 
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機構関連の用語集  ※あいうえお順                                

 

・インバウンド 

外国から「内に向かってくる（ｉｎｂｏｕｎｄ）」旅行者の流れのこと。日本から見ると、訪日外国人旅行者を

意味する。 

 

・キーパーソン 

国際会議等の開催地決定のカギを握る人物のこと。具体的には国際団体の会長、事務局長、候補地

選定委員クラスを指す。 

 

・国際会議観光都市 

「国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等による国際観光の振興に関する法律（通称はコンベ

ンション法）」に基づき、観光庁長官が国際会議施設、宿泊施設等のハード面やコンベンションビューロ

ー等のソフト面が整備されており、「国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等の措置を講じること

が国際観光の振興に特に資する」と認定した市町村のこと。 

 

・国際会議協会（ＩＣＣＡ） 

国際会議協会（本部：アムステルダム）は１９６３年設立の団体。会員は会議場、ビューロー、ＰＣＯ、ホ

テル、旅行会社、航空会社、関連サービスの７業種に分類され、総会等を通じて相互の情報交換、産業

発展のための諸活動を行っている。 

 

・国際団体連合（ＵＩＡ） 

国際団体連合（本部：ブリュッセル）は１９０７年に設立された団体。世界の組織団体が開催する会議

の統計を取り、毎年発表している。毎年発行の「Ｙｅａｒ Ｂｏｏｋ ｏｆ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓ」は

公的及び民間の各種国際団体に関する詳細な情報を網羅している。 

 

・コンベンション 

相当数の人が参加する会議、シンポジウム、フォーラム等を総称した用語のこと。これらの開催にあ

わせて観光や交流を目的とした旅行やレセプション等の催しが実施されるため、裾野の広い経済波及

効果が見込まれ、地域経済の活性化に寄与している。海外からの相当数の外国人の参加が見込まれ

るコンベンションを国際コンベンションと呼ぶ。 

 

・ターゲット・セグメント 

 プロモーション等のマーケティング活動における消費者を属性で分類した同質集団。 
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・ダイレクトマーケティング 

ＷＥＢサイト等を活用し、より直接的に、消費者情報を収集するプロモーション戦略のこと。特定の消

費者を対象とし直接的な反応を獲得し、プロモーションに活用するマーケティングの方法。 

 

・ツアーオペレーター 

 不特定多数の旅行者を対象に旅行を企画し、その手配を行う旅行業者のこと。商品をつくるだけで販

売を行わない卸専門（ホールセラー）の業者と、販売まで行う小売（リテーラー）兼務の業者の二種類に

分類出来る。日本ではホールセラーとリテーラー兼務の業者が多い。 

 

・通訳案内士 

報酬を受けて外国人に附き添い、外国語を用いて旅行に関する案内をする業のこと。通訳案内士を

営むには観光庁長官が行う試験に合格し、登録申請書を都道府県知事に提出しなければならない。機

構が通訳案内士試験の実施を代行している。 

 

・独立行政法人通則法第４４条第３項 

独立行政法人通則法第４４条は「独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において利益を生じたとき

は、前事業年度から繰り越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残余の額は、積立金として整理

しなければならない。ただし、第３項の規定により同項の使途に充てる場合は、この限りでない。」と規定

しており、機構は主務大臣の承認を受けて、剰余金を海外からの訪日旅行の促進の効果が高く見込ま

れる海外宣伝事業費の使途に充てることが出来る。 

 

・ＭＩＣＥ 

企業等の会議（Ｍｅｅｔｉｎｇ）、企業の行う報奨・研修旅行（Ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｔｒａｖｅｌ）、国際会議（Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏ

ｎ）、イベント・展示会・見本市（Ｅｖｅｎｔ／Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ）の総称。 

 

・ＰＣＯ 

「Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ Ｏｒｇａｎｉｚｅｒ」の頭文字をとったもので、コンベンション等を専門的かつ総

合的に組織・企画・運営する専門業者のこと。 


